
２０２３年（令和５年）３月１７日 

 

法務省民事局参事官室 御中 

 

大阪弁護士会 

会 長  福 田 健 次 

（公印省略） 

 

「担保法制の見直しに関する中間試案」に対する意見書について 

 

去る２０２３年（令和５年）１月２０日付で意見募集された、「担保法制の見直しに関す

る中間試案」について、当会は、別紙のとおり意見を述べる。 
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（前注） 

１ 動産を目的とする非占有型の担保制度や債権を目的とする担保制度の規律

を設ける方法としては、①債務を担保する目的でされた一定の類型の契約を

適用の対象として、その契約の効力を定める方法（以下「担保目的取引規律

型」という。）、②質権、抵当権等と並ぶ担保物権を新たに創設する方法

（以下「担保物権創設型」という。）が考えられる。 

担保目的取引規律型は、仮登記担保契約に関する法律が「金銭債務を担保

するため、その不履行があるときは債権者に債務者又は第三者に属する所有

権その他の権利の移転等をすることを目的としてされた代物弁済の予約、停

止条件付代物弁済契約その他の契約で、その契約による権利について仮登記

又は仮登録のできるもの」の効力等について民法等の特則を設けているのと

同様の方法である。動産や債権を目的とする担保法制についてこのような方

法で規定を設ける場合は、例えば、債務を担保する目的で動産の所有権を移

転する契約、債務を担保する目的で動産の所有権を売主に留保する売買契約

の効力等について民法等の特則を設けることが考えられる。動産や債権を目

的とする担保取引としては、現行法においては、債務を担保するため動産の

所有権を移転したり（動産譲渡担保）、留保したり（所有権留保）するなど

の取引形式が用いられており、このような形式との連続性がある点で実務上

も受け入れられやすいと考えられる。 

担保物権創設型は、抵当権や質権等と並ぶ新たな担保物権を創設するもの

であるから、この方法によって設けられた規定は、動産譲渡担保や所有権留

保の形式が用いられた取引などには、直接には適用されないことになる。し

かし、そうすると非典型担保が残ることになり、担保取引に関する法律関係

を明確化するという点では不十分な結果となりかねない。そこで、担保物権

創設型による場合には、担保物権を創設するだけでなく、債務を担保する目

的で動産の所有権を移転する契約、債務を担保する目的で動産の所有権を売

主に留保する売買契約などの担保取引については、新たな担保物権を設定す

る契約とみなすなどの規定を併せて設ける必要がある。 

担保物権創設型についてこのようなみなし規定を設けるとすれば、担保目

的取引規律型と担保物権創設型は規定の方法の違いにすぎず、ほぼ同様の実

質を規律することができるとも考えられる（ただし、動産譲渡担保は形式的

には目的財産である動産の所有権を移転する契約であるから、例えば民法第

１７８条が適用されることになる。これに対して新たな担保物権を創設し、
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対抗要件を引渡しとする場合には、同条は当然には適用されないから、別途

規定を設ける必要がある。このように、同じ実質を実現するとしても、必要

となる規定が異なる場合がある。）。 

２ 本試案においては、担保取引に関する実質的なルールの内容についての試

案を示すこととし、特段の言及のない限り、担保目的取引規律型によるか担

保物権創設型によるかは中立的に表現することとしている。ただし、債権は

現行法上も質権の目的となり得るため、担保物権創設型による場合には、債

権質と区別された新たな担保権を創設する必要性自体が問題となり得る（新

たな担保権を創設するのではなく、債権質に関する規定を修正するにとどめ

ることもあり得る。）。そこで、本試案においては、債権を目的とする担保

に関するルールを示すときは、差し当たって担保目的取引規律型によること

を前提としてルールの内容を示すこととしている。 

このような観点から、担保取引によって債権者が得ることとなる権利を指

す用語として、「新たな規定に係る担保権」という文言を用いる。特に動産

を目的とする場合には、「新たな規定に係る動産担保権」という。 

「新たな規定に係る動産担保権の設定」とは、担保物権創設型によれば、

新たに創設されることになる動産担保権を設定することをいい、担保目的取

引規律型によれば、債務を担保する目的で一定の類型の契約を締結すること

（例えば、担保目的で動産の所有権を移転する契約を締結すること）をい

う。 

「留保所有権」「債権譲渡担保」「債権譲渡担保権」など、担保目的取引

規律型を前提とする表現を用いる場合もある。「留保所有権」とは、売主が

売買代金等を担保するために所有権を留保する取引（以下「所有権留保」又

は「所有権留保売買」という。）によって債権者が得る権利をいう。「債権

譲渡担保」とは、担保目的で債権を譲渡する取引をいい、「債権譲渡担保

権」とは、債権譲渡担保によって債権者が得る権利をいう。また、将来発生

する債権を目的とする債権譲渡担保によって債権者が得る権利を「将来発生

する債権を目的とする譲渡担保権」という。 

【意見】 

特に意見なし。 

 

第 1 章 担保権の効力 

第１ 個別動産を目的とする新たな規定に係る担保権の実体的効力 

１ 担保権の効力の及ぶ範囲 
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新たな規定に係る動産担保権は、目的物に従として付合した物及び設定と

の先後を問わず設定者が目的物に附属させた従物（注１、２）に及ぶものとす

る。 

ただし、設定行為に別段の定めがある場合及び債務者の行為について民法

第４２４条第３項に規定する詐害行為取消請求をすることができる場合は、

この限りでないものとする。 

（注１） 本文において担保権の効力が及ぶとされる物をどのように表現するかに

ついては、「付加一体物」という表現を用いることの可否も含めて今後検

討する。 

（注２） 設定後に附属させられた従物については解釈に委ねるべきであるとの考

え方がある。 

【意見】 

１ 本文につき賛成（注２につき反対）する。 

２ 注 1 につき、「付加一体物」に賛成する。 

【理由】 

１ 権利関係の明確性の観点からは、解釈に委ねず、設定の先後を問わず効力が

及ぶとすべきである。 

２ 「付加一体物」（民法３７０条）以外に適切な文言は見当たらない。不動産

（抵当権）の場合と動産とでは意味は異なり得るが、それは解釈で対応可能で

ある。 

 

２ 果実に対する担保権の効力 

新たな規定に係る動産担保権の担保権者は、その担保する債権について不

履行があったときは、目的物の果実から優先弁済を受けることができるもの

とする。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

債務不履行があれば目的物の果実に担保権の効力を及ぼすのが妥当である。 

 

３ 被担保債権の範囲 

新たな規定に係る動産担保権は、元本、利息、違約金、担保権の実行の費

用及び債務の不履行によって生じた損害の賠償を担保するものとする。 
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ただし、設定行為に別段の定めがあるときは、この限りでないものとす

る。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

現行法の質権の規定（民法３４６条）を参考した規律で、制度間のバランス上も

適切であり、内容も過不足なく合理性が高い。 

 

４ 担保の目的物の使用収益権限 

新たな規定に係る動産担保権は、その内容に使用収益権限を含まず、設定

者が目的物の使用収益をすることができるものとする。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

 設定者が目的物を使用収益することができる点に譲渡担保等の本質があるため。 

 

５ 使用収益以外の設定者の権限 

(1) 新たな規定に係る動産担保権は、同一の目的物の上に重複して設定する

ことができるものとする。 

(2) 新たな規定に係る動産担保権の設定者が担保権者の同意なく目的物を真

正に譲渡すること（注１）ができるかどうかについては、次のいずれかの

案によるものとする。 

【案 1.5.1】 譲渡することができるものとする（注２）。 

【案 1.5.2】 譲渡することはできないものとする（注３）。 

(3) 新たな規定に係る動産担保権の設定者は、目的物の占有を第三者に妨害

されるおそれがあるときはその第三者に対する妨害の予防を、目的物の占

有を第三者が妨害しているときはその第三者に対する妨害の停止を、目的

物を第三者が占有しているときはその第三者に対する返還を、それぞれ請

求することができるものとする。 

（注１） ここで、「目的物を真正に譲渡する」は、担保権を消滅させる形で目的

物の完全な所有権を譲渡することではなく、担保権を存続させたままで、

設定者の有する権利（担保目的に制限された所有権を除いた所有権又は担

保権に制約された所有権）を譲渡することを意味する。担保権者の同意を
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得てその担保権を消滅させ、目的物の所有権を譲渡することができること

は当然の前提としている。 

（注２） 【案 1.5.1】を採る場合であっても、所有権留保という類型を設けるとき

は、所有権留保については【案 1.5.2】を採るという考え方もあり得る。 

（注３） このとき、担保権者の同意を得て、「担保権を存続させたままで設定者

の有する権利を移転すること」ができることを前提とする。 

【意見】 

 １ (1)賛成する。 

２ (2)【案 1.5.2】に賛成する。 

３ (3)賛成する。 

【理由】 

１ (1)担保に供してもなお目的物に余剰価値があるのであれば、当該余剰部分

を担保とした資金調達は認められるべきである。 

２ (2)真正譲渡を認めた場合、目的物の占有が移転されて担保権者の利益を害

することにつながるので、真正譲渡は不可能とするべきである。３ (3)設定

者には使用収益権限が認められるのであるから、妨害予防・排除請求や返還

請求も認められるべきである（なお、譲渡担保権の設定者による返還請求を

認めた判例（最判昭和５７年９月２８日集民１３７号２５５頁）もあ

る。）。 

 

６ 担保権者の権限 

(1) 新たな規定に係る動産担保権の担保権者は、その担保する債権について

不履行があるまでは、目的物を第三者に譲渡すること（目的物の完全な所

有権を第三者に移転させること）ができないものとする（注）。 

(2) 新たな規定に係る動産担保権について、他の債権の担保とすること（以

下「転担保」という。）及び担保権又はその順位の譲渡・放棄（以下転担

保と併せて「新たな規定に係る動産担保権の処分」という。）並びに順位

の変更（以下新たな規定に係る動産担保権の処分と併せて「新たな規定に

係る動産担保権の処分等」という。）の全部又は一部をすることができる

ものとするか、これらのうち一部をすることができるものとする場合、そ

の範囲をどのように考えるかについては、実務上のニーズや公示の観点か

ら、引き続き検討する。 

(3) 上記(2)でできるものとされた新たな規定に係る動産担保権の処分等の
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対抗要件等については、次のとおりとする。 

ア (ｱ) 新たな規定に係る動産担保権の処分は、債務者に当該処分を通

知し、又は債務者がこれを承諾しなければ、これをもって債務

者、保証人、担保権設定者及びこれらの者の承継人に対抗するこ

とができないものとする。 

(ｲ) 新たな規定に係る動産担保権の処分は、登記をしなければ、こ

れをもって第三者に対抗することができないものとする。 

(ｳ) 担保権者が数人のために新たな規定に係る動産担保権の処分を

したときにおける処分の利益を受ける者の権利の順位は、新たな

規定に係る動産担保権の処分についての登記の前後によるものと

する。 

イ 新たな規定に係る動産担保権の順位の変更は、登記をしなければ、そ

の効力を生じないものとする。 

（注） 新たな規定に係る動産譲渡担保権の被担保債権を譲渡することに伴って担保 

権者が有する権利が移転することはあるが、これは別の問題である。 

 

【意見】 

 １ 債務不履行前の担保権者による処分 

   賛成する。 

 ２ 転譲渡担保を認めるか 

   賛成する。 

 ３ 担保権の順位の変更、担保権の譲渡・放棄、順位の譲渡・放棄を認めるか 

   対抗要件制度の内容にもよるが、基本的に賛成する。 

【理由】 

 １ 担保権者が被担保債権の債務不履行前に目的物の処分ができないのは当然で

あるし、その必要性も乏しいと思われる。設定者留保権の付した権利を第三者

が取得するとか、対抗関係になるとすると法律関係が複雑になるため、端的に

譲渡不可（無効）と解するべきである。 

 ２ バックファイナンスなど多様な融資形態に活用でき、設定者側にも特段不利

益、不都合はないと思われる。 

 ３ 協調融資や、倒産時のＤＩＰファイナンスなどに活用できる。 

 

７ 物上代位 



8 

(1) 新たな規定に係る動産担保権は、その目的物の売却、賃貸、滅失又は損

傷によって債務者が受けるべき金銭その他の物に対しても行使することが

できるものとする。 

(2) 新たな規定に係る動産担保権の担保権者は、上記(1)に基づいて金銭そ

の他の物に対して権利を行使するときは、その払渡し又は引渡しの前に差

押えをしなければならないものとする。 

(3) 新たな規定に係る動産担保権に基づく物上代位とその目的債権を目的と

する担保権との優劣関係について、次のいずれかの案によるものとする。 

【案 1.7.1】 物上代位とその目的債権を目的とする担保権との優劣は、

上記(2)の差押えがされた時点と、その目的債権を目的とする担保権が対

抗要件を具備した時点との前後によるものとする。 

【案 1.7.2】 物上代位とその目的債権を目的とする担保権との優劣は、

物上代位を生じさせた目的物に設定された担保権が対抗要件を具備した時

点と、その目的債権を目的とする担保権が対抗要件を具備した時点との前

後によるものとする（注）。 

（注） 原則として【案 1.7.1】の規律によるが、目的物に設定された新たな規定

に係る動産担保権の設定について登記がされたときは、登記の時点を基準と

する考え方がある。 

【意見】 

１ (1)(2)につき賛成する。 

２ (3)につき、少なくとも動産担保権の対抗要件が登記による場合には、【案

1.7.2】によるべきである。 

【理由】 

１ (1)(2)については、現在の判例通説の立場に沿うものであり、現行法の留

置権や抵当権等（民法３０４条等）と同様に扱うのが制度間のバランス上も

適切である。 

２ (3)については、判例（最判平成１０年２月１０日）が抵当権について

担保目的物が第三者に譲渡された場合に追及効を認めているのと同様に、動

産担保権についても（即時取得がされない限り）追及効を有すると解される

ことから、基本的には【案 1.7.2】が妥当と考えられる。確かに、同最判が

根拠とした抵当権の公示に関しては、動産担保権において、引渡しその他登

記以外の方法であれば公示は不十分であり、登記であっても抵当権と異なり

物的編成は不可能であることから抵当権に比べると必ずしも十分ではないと

いう指摘もある。しかし、少なくとも公示が登記による場合には、第三者は
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債務者に対し登記事項証明書（登記されていないことの証明）を求めること

で不測の損害を回避することが可能である。他方、仮に登記をしても差押え

をしなければ物上代位が劣後するものとすれば、設定者が差押え前に債権譲

渡をすることによって容易に物上代位権の行使を免れることができ、担保権

者の利益を不当に害することになり（前記最判参照）、動産担保権の効力・

安定性を弱め、動産担保権の積極的な活用の支障となる可能性が否定できな

い。したがって、少なくとも動産担保権の対抗要件が登記による場合には、

物上代位とその目的債権を目的財産とする担保との優劣は、元物に設定され

た担保権が対抗要件を具備した時点と、その目的債権を目的財産とする担保

が対抗要件を具備した時点との前後によるものとする【案 1.7.2】によるべ

きである。なお、動産担保権が引渡しその他登記以外の方法により対抗要件

を具備する場合には、公示の不十分さを重視して【案 1.7.1】の考え方をと

るか、または先取特権（最判平成１７年２月２２日参照）と異なり目的物が

譲渡されても追及効があることを重視し（第三者は即時取得で保護）【案

1.7.2】の考え方をとるかについて、対抗要件の方法により優劣の判断基準を

変えることの妥当性等を、他の規律における議論も踏まえ引き続き議論をす

べきである。 

 

８ その他 

民法２９６条（担保権の不可分性）及び第３５１条（物上保証人の求償

権）の規定を新たな規定に係る動産担保権について準用するものとする。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

いずれも譲渡担保の場合にも認めて問題ない。 

 

９ 根担保権 

(1) 新たな規定に係る動産担保権の設定は、【一定の範囲に属する】不特定

の債権を担保するためにもすることができるものとする。 

(2) 極度額を定めることの要否については、引き続き検討する。 

(3) 個別の被担保債権について譲渡や債務の引受け、債権者又は債務者の交

替による更改があった場合について、譲渡された債権などについて担保権

を行使することができないものとする。 
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(4) 元本の確定前に根担保権者又は債務者について相続開始、合併又は会社

分割があった場合について、次のような規定を設けるものとする。 

ア 元本の確定前に根担保権者又は債務者について相続開始があった場合

には、次のいずれかの案によるものとする。 

【案 1.9.1】根担保権者又は債務者について相続が開始したときは、担

保すべき元本は、確定するものとする。 

【案 1.9.2】次の(ｱ)から(ｴ)までの規定を設けるものとする。 

(ｱ) 根担保権者について相続が開始したときは、根担保権は、相続開

始時に存在する債権及び相続人と設定者との合意により定めた相続

人が相続開始後に取得する債権を担保する。 

(ｲ) 債務者について相続が開始したときは、根担保権は、相続開始時

に存在する債務及び根担保権者と設定者との合意により定めた相続

人が相続開始後に負担する債務を担保する。 

(ｳ) 上記(ｱ)(ｲ)の合意については、後順位の担保権者その他の第三者

の承諾を得ることを要しない。 

(ｴ) 上記(ｱ)(ｲ)の合意について相続の開始後６か月以内に登記をしな

いときは、担保すべき元本は、相続開始時に確定したものとみな

す。 

イ (ｱ) 根担保権者について合併があったときは、根担保権は、合併時に

存在する債権及び合併後存続する法人又は合併によって設立された

法人が合併後に取得する債権を担保する。 

(ｲ) 債務者について合併があったときは、根担保権は、合併時に存在

する債務及び合併後存続する法人又は合併によって設立された法人

が合併後に負担する債務を担保する。 

(ｳ) 設定者は、根担保権者又は債務者について合併があったときは、

合併があったことを知った日から２週間かつ合併から１か月以内

に、担保すべき元本の確定を請求することができる。ただし、債務

者について合併があった場合で、債務者が設定者であるときは、こ

の限りでない。 

(ｴ) 上記(ｳ)の請求があったときは、担保すべき元本は、合併の時に

確定したものとみなす。 

ウ (ｱ) 根担保権者を分割をする会社とする分割があったときは、根担保

権は、分割の時に存在する債権並びに分割をした会社及び分割によ

り設立された会社又は当該分割をした会社がその事業に関して有す
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る権利義務の全部又は一部を当該会社から承継した会社が分割後に

取得する債権を担保する。 

(ｲ) 債務者を分割をする会社とする分割があったときは、根担保権

は、分割の時に存在する債務並びに分割をした会社及び分割により

設立された会社又は当該分割をした会社がその事業に関して有する

権利義務の全部又は一部を当該会社から承継した会社が分割後に負

担する債務を担保する。 

(ｳ) 設定者は、根担保権者又は債務者を分割をする会社とする分割が

あったときは、分割があったことを知った日から２週間かつ分割か

ら１か月以内に、担保すべき元本の確定を請求することができる。

ただし、債務者を分割をする会社とする分割があった場合で、債務

者が設定者であるときは、この限りでない。 

(ｴ) 上記(ｳ)の請求があったときは、担保すべき元本は、分割の時に

確定したものとみなす。 

(5) 根担保権の全部譲渡、一部譲渡（注１）については、これを公示するた

めの制度を設けることができるか否かを含めて、引き続き検討する。 

(6) 債務者又は設定者が破産手続開始決定を受けたこと、設定から一定期間

経過した後に設定者の請求があったことなど（注２、３）を被担保債権の

元本確定事由とするものとする。 

（注１） 分割譲渡については、これを公示するための制度を設けることができる

か否かのほか、極度額の設定の要否と関連して、引き続き検討する。 

（注２） 担保権者等による実行の着手を元本確定事由とするか否かについては、

実行に関する規律（劣後担保権者による実行の可否及びその場合の先順位

担保権の消長等）や集合動産を目的とした担保の規律との関係も踏まえ

て、引き続き検討する。 

（注３） 元本確定事由に関するその他の規律については、根抵当権に関する規律

を参考にして、引き続き検討する。 

【意見】 

１ 根担保権の可否 

  賛成する。「一定の範囲に属する」は維持するべきである。 

２ 極度額の要否 

  極度額の定めは不要である。 

３ 元本確定前の被担保債権の譲渡による随伴性 

  賛成する。 



12 

４ 相続、合併、会社分割があったときの処理 

  【案 1.9.1】に賛成する。 

合併、会社分割のときの規定には賛成する。 

 ５ 根担保の全部譲渡、分割譲渡、一部譲渡の可否 

   対抗要件制度にもよるが、賛成か。 

 ６ 元本確定事由 

   根抵当と同様の規律でよい。 

【理由】 

１ 従来の実務でも根担保の譲渡担保権が活用されている。 

  包括根担保まであえて認める必要はない。 

２ 従来の実務において、必ずしも極度額の定めがなされているとは限らない。 

 占有改定による対抗要件を残すことからすると、極度額が常に公示されるわ

けではない。 

 ただし、極度額を任意に定めることは可能であり、これを登記事項とするこ

とは検討されてよい。 

３ 根担保である以上、随伴性を否定することでよい。 

４ (1)そもそも動産譲渡登記ができる譲渡人は法人に限定され（拡大されたと

しても商号登記がなされた商人に限られるし）、債務者は登記事項ともされて

いないことから、根担保権者や債務者に相続があったときを想定した規律をお

く必要性に乏しい。 

  (2)合併、会社分割による包括承継が生じた場合に、その事業を承継した者

との間で取引を継続するときには、その取引によって生じた債権を根担保の対

象とし、その順位を維持する必要がある。根抵当権と同じ規律を設けることで

よい。 

５ 協調融資や、倒産時のＤＩＰファイナンスなどに活用できる。 

６ 物に対する担保である根抵当と同じ規律でよい。 

 

第２ 個別債権を目的とする譲渡担保権の実体的効力 

１ 前記第１の２（果実に対する担保権の効力）、３（被担保債権の範

囲）、５（使用収益以外の設定者の権限）(1)、６（担保権者の権限）（(1)

に限る。）、７（物上代位）、８（その他）及び９（根担保権）は、債権譲

渡担保権にも適用されるものとする。 

【意見】 

 １について、賛成する。 
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【理由】 

１について、特段見解に対立はないものと思われる。 

 

２ 債権譲渡担保権が設定された場合、①債務者対抗要件が具備されたとき

は、第三債務者は設定者に対し弁済をすることが制限され、②設定者は、担

保権の目的財産である債権について、放棄、免除、相殺、更改など当該債権

を消滅させる行為をすることができないものとする。 

【意見】 

２について、①（第三債務者に対する弁済制限効）は、債務者対抗要件具備を前

提とすべきであり、②（設定者に対する担保目的債権消滅行為禁止効）は、規定を

設けるのであれば、債務者対抗要件具備を前提とすべきではない。 

【理由】 

２について、従前からの一般的な考え方によれば、上記が当然のことだと思わ

れ、それを変更する必要性はない。なお、「集合債権を目的とする担保を設定した

設定者の権限」の規律（通常の事業の範囲内で設定者が債権の取立て等の権限を有

するとの規律）は、債務者対抗要件具備前から、設定者に対する担保目的債権消滅

行為禁止効が及んでいるという原則論の存在を前提にした規律である。 

 

３(1) 債権譲渡担保権について、転担保、及び担保権又はその順位の譲渡・放

棄（以下転担保と併せて「債権譲渡担保権の処分」という。）並びに順位

の変更（以下債権譲渡担保権の処分と併せて「債権譲渡担保権の処分等」

という。）の全部又は一部をすることができるものとするか、これらのう

ち一部をすることができるものとする場合、その範囲をどのように考える

かについては、実務上のニーズや公示の観点から、引き続き検討する。 

(2) 上記(1)でできるものとされた債権譲渡担保権の処分等の対抗要件等に

ついては、次のとおりとする。 

ア (ｱ) 債権譲渡担保権の処分は、債務者に当該処分を通知し、又は債務

者がこれを承諾しなければ、これをもって債務者、保証人、担保権

設定者及びこれらの者の承継人に対抗することができないものとす

る。 

(ｲ) 債権譲渡担保権の処分は、登記をしなければ、これをもって第三

債務者以外の第三者に対抗することができないものとする。  

(ｳ) 債権譲渡担保権の処分は、その登記がされたことについて第三債
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務者に登記事項証明書を交付しなければ、これをもって第三債務者

に対抗することができないものとする。 

(ｴ) 担保権者が数人のために債権譲渡担保権の処分をしたときにおけ

る処分の利益を受ける者の権利の順位は、債権譲渡担保権の処分に

ついての登記の前後によるものとする。 

イ 債権譲渡担保権の順位の変更は、登記をし、かつ、その登記がされた

ことについて第三債務者に登記事項証明書を交付しなければ、その効力

を生じないものとする。 

【意見】 

(1)については全部をすることができるものとし、(2)については賛成する。 

【理由】 

(1)については、従前より全部をすることができるものと考えられており、それ

を変更する必要性はない。 

 (2)については、従前は確定日付ある証書による通知・承諾によっても第三者対

抗要件を具備できたものと思われるが、債権譲渡担保権の処分等のニーズを有する

のが実質的には金融機関等のプロユーザーに限定されることを踏まえ、取引安全の

見地から第三者対抗要件を登記に一本化することにつき賛成する。 

なお、債権譲渡の第三者対抗要件を確定日付ある証書による通知・承諾によって

具備された債権譲渡担保権について、これを処分する際の第三者対抗要件を支障な

く登記で具備できるように、登記制度が整備されるべきである。 

 

第３  集合動産・集合債権を目的とする担保権の実体的効力  

１ 動産の集合体に対する新たな規定に係る動産担保権の設定の可能性 

新たな規定に係る動産担保権は、種類、所在場所、量的範囲の指定その他

の方法により特定された範囲（以下「特定範囲」という。）に属する動産の

集合体（設定後に新たに動産がその集合体に加入（個別動産が特定範囲に新

たに入ることをいう。）をすることが予定されているものを含む。）を一括

して目的とすることができるものとする（注）。 

（注） 集合体として一括して担保権の目的となるためには、単に複数の動産に

よって構成されているだけでなく、経済的又は取引上の一体性など、一体と

して扱うことを正当化するための何らかの要件が必要であるという考え方が

ある。 

【意見】 

１ 「動産の集合体に対する新たな規定に係る動産担保権の設定の可能性」の規
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律については、設定後に動産がその特定範囲に入ることが予定されているが、

設定時には特定範囲に属する動産が存在しない場合にも、新たな規定に係る動

産担保権の設定が可能であるとの解釈論の余地を残すため、次のような規律に

すべきである。 

  『新たな規定に係る動産担保権は、種類、所在場所、量的範囲の指定その他の

方法により特定された範囲（以下「特定範囲」という。）に現に属する動産

又は将来属すべき動産の集合体を一括して目的とすることができるものとす

る。』 

２ 「注」の考え方については、反対する。 

【理由】 

 １(1)意見１について 

特定範囲に属する動産が設定時には存在しないが、将来入ることが予定され

ている場合にも、有効に集合動産譲渡担保権を設定できるようにすべきニーズ

は存在するものと考えられ、集合物論のドグマ以外にこれを否定すべき理由は

存在しないように思われる（特定範囲に、何が何でも１個以上の動産が存在し

なければ、担保権の設定すら有効になし得ず、第三者対抗要件を具備し得ない

ものとすべき実質的理由は存しない。）。 

 設定時に特定範囲に属しておらず、債務者が所有しておらず、さらには世の

中に存在すらしていない動産についても、上記のような規律により集合体とし

て特定されるのであれば、設定時点で特定範囲内の全ての動産について第三者

対抗要件具備を認め、当然に設定の効力が発生することを認めてよいと考えら

れる。 

(2) 意見２について 

集合動産譲渡担保権を有効に設定できる場面の限界が不明確となり、また、

そのような一体性を要求すべき積極的根拠を見出しがたい。 

 

２ 集合動産を目的とする新たな規定に係る担保権を設定した者の権限 

新たな規定に係る動産担保権の目的物が特定範囲に属する動産の集合体で

あって、設定後に新たに動産がその集合体に加入することが予定されている

もの（以下「集合動産」といい、集合動産を目的とする新たな規定に係る担

保権を以下「新たな規定に係る集合動産担保権」という。）である場合にお

ける設定者の処分権限や担保権者の権限について、次のような規定を設ける

ものとする。 

(1) 設定者は、通常の事業の範囲内で、集合動産の構成部分である動産につ
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いて、担保権の負担のないものとしての処分をし、又は集合動産から逸出

（特定範囲に含まれていた個別動産が、事実の問題として特定範囲から出

ることをいう。）をさせる権限を有する。ただし、設定行為に別段の定め

があるときは、その定めに従う。 

(2) 設定者が上記(1)の権限の範囲（以下「権限範囲」という。）を超えて

集合動産の構成部分である動産について、担保権の負担のないものとして

の処分をし、又は逸出をさせるおそれがあるときは、担保権者は、その予

防を請求することができる。 

【意見】 

 賛成する。 

【理由】 

特段異論のないところと思われる。 

なお、第 2、1 の「動産の集合体に対する新たな規定に係る動産担保権の設定の

可能性」についての規律につき、「特定範囲に将来属すべき動産」との表現を用い

る場合には、本規律における集合動産の定義についても、「新たな規定に係る動産

担保権の目的物が特定範囲に属する動産の集合体であって、設定後に新たに動産が

その集合体に加入することが予定されているもの」ではなく、「新たな規定に係る

動産担保権の目的物が特定範囲に将来属すべき動産を含む集合体」とすることが考

えられる。 

 

３ 集合動産の構成部分である動産の設定者による処分 

(1) 設定者が、その権限範囲を超えて、集合動産の構成部分である動産につ

いて、担保権の負担のないものとしての処分をした場合に、当該処分を受

けた者が、その動産が担保権の目的物であることを知らないで、かつ、知

らないことに過失がなかった時には、民法第 192 条の適用によって保護さ

れるものとする（注１）。 

(2) 設定行為に設定者の処分権限について別段の定めがない場合において、

設定者が、集合動産の構成部分である動産について、通常の事業の範囲を

超えて、担保権の負担のないものとしての処分をした場合には、当該処分

を受けた者は、その処分が設定者の通常の事業の範囲に含まれると信じる

について正当な理由があるときは、その動産について担保権の負担のない

権利を取得するものとする（注１、２）。 

(3) 設定行為に設定者の処分権限を制約する別段の定めがある場合におい
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て、設定者が、通常の事業の範囲内で、かつ、制約された権限範囲を超え

て、担保権の負担のないものとしての処分をした場合には、当該処分を受

けた者は、制約された権限範囲を超えていることを知らなかったとき（注

３）は、その動産について担保権の負担のない権利を取得するものとする

（注１、２）。 

(4) 設定行為に設定者の処分権限を制約する別段の定めがある場合におい

て、設定者が、通常の事業の範囲及び制約された権限範囲を超えて、担保

権の負担のないものとしての処分をした場合には、当該処分を受けた者

は、設定者による当該処分が通常の事業の範囲に含まれると信じるについ

て正当な理由があり、かつ、制約された権限範囲を超えることを知らな

かったとき（注３）は、その動産について担保権の負担のない権利を取得

するものとする（注１、２）。 

(5) 設定行為に設定者の処分権限を拡大する別段の定めがある場合におい

て、設定者が、通常の事業の範囲及び拡大された権限範囲を超えて、担保

権の負担のないものとしての処分をした場合には、当該処分を受けた者

は、設定者による当該処分が通常の事業の範囲又はその拡大された権限範

囲に含まれると信じるについて正当な理由があるときは、その動産につい

ての担保権の負担のない権利を取得するものとする（注１、２）。 

(6) 前記２(1)及び上記(1)から(5)までで処分を受けた者が集合動産の構成

部分である動産について権利を取得しない場合に担保権者のとり得る手段

ついては、引き続き検討する。 

（注１） 集合動産から逸出をした動産の処分については別異に考えるべきである

という考え方がある。 

（注２） 相手方が権利を取得するために、目的物が集合物から逸出をすることが

必要であるかどうかについては、引き続き検討する。 

（注３） 知らなかったことにつき過失がないことが必要であるという考え方、重

過失がないことが必要であるという考え方がある。 

【意見】 

 １ (1)の規律については、不要である。 

２ 注１の考え方には反対する。 

３ (2)～(5)の規律については、賛成する。注２の考え方には反対し、注３につ

いては、集合物から逸出することは不要である。ただし、規律の分かりやすさ

の観点から、(2)～(5)の末尾の「その動産について担保権の負担のない権利を

取得するものとする」を、いずれも「当該処分を受けた旨を担保権者に対抗す
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ることができる」に改めるべきである。 

４ (6)の担保権者のとり得る手段としては、担保権を実行して、当該処分の目 

的物を帰属清算ないし処分清算の対象にすることが考えられる。また、担保 

権者が、処分を受けた者に対し、目的物の設定者への返還等を請求できるもの

とする必要はないと考えられる。 

【理由】 

 (1) 意見１について 

 表見代理行為や無権代理行為が問題となる場面であっても、別途、即時取

得の要件を満たす場合にはその適用が否定されないことは当然であり、その

旨の確認規定は存しない。集合動産譲渡担保権の設定者が通常の営業の範囲

を超えて処分をする場面等についても、あえて(1)のような確認規定を設ける

必要はない。 

(2) 意見２について 

 注１の考え方は、動産が集合動産譲渡担保契約で規定される特定範囲から

逸出した時点で当該動産に担保の効力が及ばなくなり、あるいは対抗力が失

われるから、即時取得の要件を具備するまでもなく、処分を受けた者は当該

動産につき担保権の負担のない権利を取得できるとする考え方である。しか

しながら、実務的に通常用いられている集合動産譲渡担保契約を前提とする

限り、特定範囲への加入により当該動産に担保の効力が及び、設定者が通常

の事業の範囲内で動産を処分すると担保の効力が及ばなくなるとの効果は導

かれるものの、特定範囲から逸出した時点で担保の効力が及ばなくなる、あ

るいは対抗力を失うとの効果を導くことは契約の文理に反する。実質的に

も、目的物に担保の効力が及んでいることについて悪意有過失の譲受人を保

護すべき理由もない。なお、注１の考え方のうち、動産が特定範囲から逸出

すると担保権の対抗力を失うとする考え方は、抵当土地上の立木が伐採され

第三者に処分された場合にも伐木が抵当土地と場所的一体性を保っている限

り、抵当権の公示の衣に包まれているので抵当権を対抗できるが、搬出され

ると対抗力を失うとする考え方を参考にしていると考えられる。しかし、抵

当権については、抵当権実行時に目的土地との附加一体性を全く欠く分離物

に広く抵当権の効力を及ぼしかつ対抗力を認めることが民法３７０条の解釈

として無理があるように思われるのに対し、集合動産譲渡担保権について

は、上記のとおり、所在場所から搬出されると当然に担保の効力ないし対抗

力が及ばなくなるとの効果を導くことのほうがむしろ契約の文理に反するも

のであり、両社は前提を異にしているといえる。また、特定範囲が所在場所
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以外の要素によって規定される集合動産譲渡担保権にあっては、そもそも抵

当権の議論との前提の共通性を欠くという問題もある。 

(3) 意見３について 

 買主が、目的物が担保権の負担のあるものであることにつき善意無過失で

ある（担保権の負担がないと信じるにつき正当事由がある）ことを要するも

のとしつつ、設定行為に設定者の処分権限を制約する別段の定めがある場合

で、買主が、制約された権限範囲を超えていることを知らなかったことによ

り担保権の負担のないものであると信じたときには、そこの不知について無

過失を要求しないという考え方を採用するのは合理的であると考える。ただ

し、(2)～(5)における「担保権の負担のない権利を取得するものとする」と

の文言は、この規律に基づいて、目的物の物権取得の効果が発生するように

受け取られかねず、即時取得類似の規律であるとの誤解を招きやすい。(2)

～(5)の規律は、むしろ設定者がその権限を越えて第三者に対して処分行為

（契約）をした場合において、第三者が当該処分行為（契約）を担保権者に

対抗することができる場合（処分の効果を争えない場合）を定めた規律とし

て儲けるのが分かりやすいように思われる。 

 また、表見代理行為や無権代理行為の相手方が、目的物の占有取得等を要

件とせず、法律行為の時点の主観的態様を要件として保護されうることとの

均衡の観点から、本規律の対象場面における処分の相手方も、目的物の集合

物からの逸出を要さずに保護されうることとするのが適当と考える。 

(4) 意見４について 

 前記２(1)及び３(1)から(5)までで処分を受けた者が集合動産の構成部分

である動産について権利を取得しない場合、処分を受けた者は担保権の負担

のある権利を取得したことにほかならない。したがって当該場合に、担保権

者が担保権を実行したときは、処分を受けた者が取得した当該動産が、担保

権者による帰属清算ないし処分清算の対象となる（なお、当該動産は、集合

動産譲渡担保契約で規定される特定範囲から逸出している場合が多いものと

思われるが、そのことが担保権の効力ないし対抗力を否定すべき理由になら

ないことについて、上記(2)参照。また、一般的な譲渡担保契約において

は、設定者が権限を逸脱して担保目的物を処分した場合には被担保債務の期

限の利益が喪失するものとされているから、前記２(1)及び３(1)から(5)ま

での処分がなされた場合には担保権者は担保権実行をなし得る地位にあ

る）。 

 さらに、当該場合に担保権者のとりうる手段として、担保権者が、動産の
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処分を受けた者に対し、目的物の設定者への返還等を請求できるようにする

との手段も確保すべきかが問題となりうるが、消極に解すべきである。担保

権者が、担保権実行を行わず、通常の事業の範囲内での設定者による目的物

処分を引続き許容する意向を有している場合に、担保権者が時間やコストを

かけて処分を受けた者に対して目的物の設定者への返還等を請求するといっ

たニーズが存するとは考えられず、担保権者の保護としては処分を受けた者

のもとにある目的物を対象に担保権実行をできるようにしておけば十分だか

らである。 

 

４ 集合債権を目的とする譲渡担保権を設定した設定者の権限  

(1) 譲渡担保の目的債権が債権発生年月日の始期及び終期並びに債権発生原因

等によって特定され、特定された範囲に現に発生していない債権を含むもの

（以下「集合債権」といい、集合債権を目的とする債権譲渡担保によって債権

者が得る権利を以下「集合債権を目的とする譲渡担保権」という。）である場

合においては、設定者は、通常の事業の範囲内で、その特定された範囲に含ま

れる債権の取立て【、譲渡及び相殺、免除その他の債権を消滅させる行為】を

する権限を有するものとする。ただし、設定行為に別段の定めがあるときはそ

の定めに従うものとする（注）。 

(2) 設定者が上記(1)の権限の範囲を超えて取立て【、譲渡、免除等】をした

場合の譲受人及び第三債務者の保護に関する特別の規定を設けないものとす

る。 

（注） 集合債権を目的とする譲渡担保権であっても、設定者は、原則として、債権

の取立てをする権限を有さず、担保権者から取立権限を付与された場合に限っ

て債権を取り立てることができるとする考え方がある。 

【意見】 

 【】部分を含めた内容に賛成である。 

【理由】 

(1)については、設定者が集合債権譲渡担保を設定した場合であっても、その構

成部分である債権を回収し、回収した金銭を事業に使用できることを明確にする必

要があり、また、その使用範囲は通常の事業で使用する限りにおいて認めることが

相当である（事業に必要ない処分は認めるべきでない）ことから、「通常の事業の

範囲内」という枠組みで取立権限（さらに取り立てた金員の処分）を認めるという

枠組みは、相当である。 

なお、【】部分については、通常の事業の範囲で相殺処理や紛争発生時の債務免
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除を伴う和解等が行われる場合もあることから、その権限を認めることが相当であ

るため、【】部分は残すべきである。 

(2)については、譲受人は、即時取得の制度はなく、動産と異なり流通性が低い

ため、保護されないこととしても不合理ではない。また、第三債務者は、債務者対

抗要件が具備されていなければ設定者に弁済をすれば問題はなく、債務者対抗要件

が具備された場合には債権者に弁済等を行えば足りるため、保護の必要性は乏しい

（債権者の指示で設定者に弁済等を行った場合、その指示により設定者に権限が付

与されたと考えられるため、問題はない。）。  よって、権限外の取立て等につ

いて、譲受人及び第三債務者を保護する特別の規定は不要である。 

 

５ 担保価値維持義務・補充義務  

前記２及び４(1)に規定する場合について、担保価値維持義務や、特定された

範囲に含まれる動産又は債権について担保権の負担のないものとしての処分が

され、又は逸出をさせたときの補充義務に関する規定（注）を設けるか否かに

ついて、引き続き検討する。 

（注） 例えば、「新たな規定に係る動産担保権の目的財産が集合動産又は集合債権

である場合には、正当な理由がある場合を除き、設定者は、通常の事業が継続

されれば当該集合動産又は当該集合債権が有すると認められる価値を維持しな

ければならない」という趣旨の規定が考えられる。 

【意見】 

 倒産手続開始後の効力を踏まえ、引き続き慎重な検討が必要である。  

【理由】 

１ 担保価値維持義務や補充義務についての規定を設けるべきか  

中間試案においては、担保価値を維持する義務に関する規定を設けるべきか

否かについて定まった方向性は示されていない。  

抽象的な義務としては、集合動産や集合債権が担保権の目的財産である場合

には担保権の目的物が設定者の事業活動を通じて当然に変動されていることが

予定されており、設定者は、担保権者に対して担保価値を維持する義務を負っ

ているものと考えられる。  

したがって、担保価値を維持する義務に関する規定を設けることはあり得

る。 

もっとも、どのような場合に担保価値維持義務や補充義務が生じるのか、補

充義務を負う場合にどの水準までの補充が必要になるか等についてまで文言で

規定することは困難であり、中間試案における「正当な理由」、「通常の事業
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が継続されれば当該集合動産又は当該集合債権が有すると認められる価値」な

どの評価的な要素を含む要件を設けざるを得ない。  

２ （仮に規定を設けるとした場合の）倒産手続における効力  

(1) 管財人又は再生債務者が、破産者等が負っていた義務を承継するか 

倒産手続において管財人又は再生債務者が負うべき義務の内容は、管財人

等の地位及び職務内容に応じて独自に定められるべきものであり、破産者等

が負っていた義務をそのまま承継するというのは相当ではない。  

(2) デフォルト・ルールと異なる合意の効力  

担保権者と設定者がデフォルト・ルールと異なる合意をしていた場合の 

合意の効力については、コベナンツ条項に基づく請求権は、譲渡担保権設定

契約に伴う本質的な権利ではないので、破産債権にとどまるとすべきである。 

(3) 結論  

以上のとおり、倒産手続開始後の効力について検討すべき問題が残存して

おり、担保価値を維持する義務についての規定を設ける場合にも、慎重な議

論を経た上でなされるべきである。 

 

６ 新たな規定に係る集合動産担保権における物上代位等 

(1) 新たな規定に係る集合動産担保権は、設定者が通常の事業を継続し

ている間は、特定範囲に含まれる動産の売買、滅失又は損傷によって

設定者が受けるべき金銭その他の物に対し、行使することができない

ものとする。 

(2) 上記(1)につき、次のような例外を設けるかは、引き続き検討す

る。 

ア 当事者が別段の合意をした場合 

イ 権限範囲を超える処分がされた場合  

(3) 第三者が特定範囲に含まれる動産を滅失又は損傷させた場合におけ

る担保権者独自の損害賠償請求権については、特段の規定を設けない

ものとする。 

【意見】 

 規定の内容及び引き続き検討することについて、基本的に賛成である。 

 ただし、(2)イの必要性については疑問があり、反対である。 

【理由】 

１ 新たな規定に係る集合動産担保権については、当該集合動産を構成する物が

通常の事業の範囲内で処分され、その後新たに加入することを前提としている
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以上、通常の事業の継続中である限りは、物上代位できないとするのが妥当で

ある。 

２ 一方で、(2)イについては、権限範囲を超える処分があったとしても、

「通常の事業を継続」している場合には、集合動産に新たな物が加入すること

により集合動産の担保としての価値は維持されていると考えられる。そうする

と、そのような、通常の事業が継続し、担保価値が維持されている中で、単発

的に権限の範囲を超える処分された場合にまで直ちに物上代位によって物の交

換価値を確保できるとする必要性まではないと考えられる。これに対し、権限

範囲を超える処分の時点、あるいはその後の段階で、仮に、集合動産に新たな

物が加入せず、担保価値の維持が出来ない状態になるのだとすれば、そのとき

は、通常の事業が継続していないのであるから、本則通り物上代位が可能と解

される。そうであれば、結局は、単発的な処分が権限範囲を超える処分だった

かどうかの議論にはならないと考えられる。 

 

第２章 担保権の対抗要件及び優劣関係 

第４ 新たな規定に係る動産担保権の対抗要件等 

１ 新たな規定に係る動産担保権の対抗要件等（２の留保所有権の場合を除

く。）。 

(1) 新たな規定に係る動産担保権の対抗要件 

ア 個別動産を目的とする新たな規定に係る動産担保権（以下この章に

おいて「新たな規定に係る個別動産担保権」という。）の設定は、当

該個別動産の引渡し（占有改定を含む。以下同じ。）がなければ、こ

れをもって第三者に対抗することができないものとする。 

イ 集合動産を目的とする新たな規定に係る動産担保権（以下この章に

おいて「新たな規定に係る集合動産担保権」という。）の設定は、そ

の構成部分である動産の引渡しがなければ、これをもって第三者に対

抗することができないものとする。その構成部分である動産の引渡し

があった場合には、当該設定後に集合動産に加入した個別動産に及ぶ

当該担保権の効力についても、第三者に対抗することができるものと

する。 

ウ 新たな規定に係る個別動産担保権又は新たな規定に係る集合動産担

保権の設定については、登記をすることができることとし、登記がさ

れたときは、目的物である個別動産又は集合動産の構成部分である動

産について引渡しがあったものとみなすものとする。 
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(2) 新たな規定に係る動産担保権相互の優劣 

ア 同一の個別動産に数個の新たな規定に係る個別動産担保権が設定さ

れて競合したときは、その順位は、原則として、当該担保権について

対抗要件を備えた時の前後による。 

イ 同一の集合動産に数個の新たな規定に係る集合動産担保権が設定さ

れて競合したとき（その一部が重なり合って競合する場合を含む。）

は、その順位は、原則として、当該担保権について対抗要件を備えた

時の前後による。 

ウ 集合動産に１個の新たな規定に係る集合動産担保権が設定されてお

り、その設定後に、個別動産担保権が設定された個別動産が加入した

ときは、新たな規定に係る集合動産担保権（が当該個別動産に及ぶ効

力）と新たな規定に係る個別動産担保権等との順位については、原則

として、次のいずれの案によるものとする（注１）。 

【案4.1.1】新たな規定に係る個別動産担保権について対抗要件を備えた

時と新たな規定に係る集合動産担保権について対抗要件を備えた時の

前後による。 

【案4.1.2】新たな規定に係る個別動産担保権について対抗要件を備えた

時と当該個別動産が集合動産に加入した時の前後による。 

エ アからウまでにかかわらず、登記により対抗要件を備えた新たな規

定に係る動産担保権は、占有改定により対抗要件を備えた新たな規定

に係る動産担保権に優先するものとする（注２）。 

（注１） 新たな規定に係る集合動産担保権の設定後に集合動産に加入した個別

動産（加入時に、当該個別動産を目的とする新たな規定に係る担保権は

設定されていない。）があるときであっても、新たな規定に係る集合動

産担保権同士の競合が問題となる場面においては、設定後に加入した個

別動産についても、その順位は、原則として、新たな規定に係る集合動

産担保権について対抗要件を備えた時の前後による。 

（注２） 新たな規定に係る集合動産担保権に限ってエの規律を適用する考え方

がある。 

【意見】 

 １ (1)ア～ウのいずれも賛成する。 

 ２ (2)ア、イ及び（注１）に賛成する。 

３ (2)ウは、【案 4.1.1】に賛成する。 

４ (2)エは、登記優先ルールを採用すること自体には賛成するが、その対象は
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集合動産譲渡担保に限るとする（注２）の案に賛成する。 

【理由】 

１ (1)アについて 

  占有改定を含めた引渡しを対抗要件とする考え方、及び、対抗要件の具備

の前後で優劣関係を判断することは、判例・実務に従うものであり賛成す

る。なお、設定者において、コストをかけず、より簡便に対抗要件を充足し

たいというニーズも未だに存することから、登記に一元化するという見解に

は反対する。 

２ (1)イ及び(1)ウについて 

実務上、保管場所に動産が現に存在しない場合であっても集合動産譲渡担

保契約を締結することがあり、目的物の範囲が特定される場合には一個の集

合物として譲渡担保の目的とすることができるものとされていることや（最

判昭和６２年１１月１０日民集４１巻８号１５５９頁）、動産・債権譲渡特

例法においても、保管場所に動産が現に存在しない場合にも動産譲渡登記を

することができるとしていることとも整合するものであり、賛成する。 

３ (2)ア、イ及び（注１）について 

判例・実務に従うものであり賛成する。 

なお、登記制度よりも利用しやすいファイリング制度を設ける見解もある

が、担保ファイリング制度の導入により解決を図ろうとする問題点について

は、担保ファイリング制度の趣旨も取り込みつつ、既存の動産譲渡登記制度

を見直すことによっても一定程度対応することが可能であり、動産譲渡登記

制度とは別に担保ファイリング制度を併存させることは、公示制度の分かり

にくさや手続の煩雑さを生じさせることから、相当とはいえないとの意見も

あった。 

４ (2)ウについて 

加入時説（【案 4.1.2】）の提案理由として、「あらかじめ集合動産譲渡担

保権等について対抗要件を具備していれば、その後に集合動産に加入した動

産については、集合動産の構成部分になっていない時点で設定された他の動

産譲渡担保権等があったとしても、常に集合動産譲渡担保権等が優先するこ

とになるのは不自然である」点が挙げられる。しかし、現状においても動産

譲渡登記制度により、個別動産譲渡担保権者となろうとする者は集合動産譲

渡担保権設定の有無を確認することができる。また、「第４．１(2)エ」にお

いて、集合動産譲渡担保権について登記優先ルールを採用した場合、公示が

促進されることも想定される。そうすると、個別動産譲渡担保権者になろう
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とする者は、個別動産譲渡担保権が集合動産譲渡担保権に劣後するか否かに

ついて事前に把握することができるから、設定時説（【案 4.1.1】）を採用

し、集合動産譲渡担保権が優先することになったとしても、個別動産譲渡担

保権者の不利益は小さい。 

他方、例えば、悪意のある設定者や個別動産譲渡担保権者が出現し、見か

け上は集合動産の構成物が補充されていた場合、加入時説（【案 4.1.2】）に

よれば、集合動産譲渡担保権者は、担保権実行する時に存在する集合動産か

ら満足を得られない危険が生じるが、集合動産譲渡担保権者としては、その

ような状況を把握することは困難である。また、集合動産譲渡担保権者と個

別動産譲渡担保権が競合する場面としては、競合している物それ自体に相当

程度の担保価値があることが想定される。そうすると、加入時説（【案

4.1.2】）を採用した場合、集合動産譲渡担保権者の不利益が拡大することも

考えられる。 

このように、設定時説（【案 4.1.1】）を採用した場合における個別動産譲

渡担保権者の不利益よりも、加入時説（【案 4.1.2】）を採用した場合におけ

る集合動産譲渡担保権者の不利益の方が大きいと考えられるため、【案

4.1.1】に賛成する。 

なお、いわゆる輸入ファイナンスの事例のように被担保債権と担保目的物

との牽連性が強い担保権との関係については、「２ 留保所有権の対抗要件

等」(1)ア（注１）を前提に整理すべきである。 

５ (2)エについて 

占有改定は公示性が乏しく、第三者にとって先行する担保の存在の把握が

難しいなどの理由から、第三者（特に金融機関）が動産担保融資を積極的に

行うことに対する弊害となっている。このような弊害の解消し、動産譲渡担

保を利用しやすくするためにも、登記優先ルールを採用することに賛成す

る。 

他方、個別動産譲渡担保についてまで登記優先ルールを採用した場合、個

別動産譲渡担保の担保権者は、優先性を確保するために、逐一登記をするこ

とになると思われる。しかしながら、中小企業や個人にとっても利用しやす

い譲渡担保制度を考えた場合、個別動産譲渡担保についてまで登記優先ルー

ルを採用すると、現状よりも担保取引コストが増大する結果、動産譲渡担保

の利用を阻害することにつながりかねない。 

よって、登記優先ルールは集合動産譲渡担保に限って適用するべきであ

る。 
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２ 留保所有権の対抗要件等 

(1) 留保所有権等の対抗要件の要否 

留保所有権を第三者に主張するために対抗要件を必要とするかどうかにつ

いては、次のとおりとする。 

ア 目的物の代金債権を担保する留保所有権（以下「狭義の留保所有権」

という。）は、これを第三者に主張するために対抗要件を必要とするか

どうかについては、次のいずれかの案によるものとする（注１、２）。 

【案 4.2.1.1】狭義の留保所有権は、これを第三者に主張するために、特

段の要件を必要としないものとする（注３）。 

【案 4.2.1.2】狭義の留保所有権は、その動産の引渡しがなければ、これ

をもって第三者に対抗することができないものとする。 

イ （目的物の代金債権及び）目的物の代金債権（注１）以外の債権を担

保する留保所有権（以下「拡大された留保所有権」という。）は、その

動産の引渡しがなければ、これをもって第三者に対抗することができな

いものとする（注２）。 

（注１） 動産を購入するための資金の融資に基づく債権など、目的物である動産と

密接な関連性を有する一定の債権を新たな規定に係る動産担保権について

も、狭義の留保所有権と同様に取り扱う考え方がある。 

担保物権創設型によると、目的物の代金債権【及び上記債権】を担保する

新たな規定に係る動産担保権について、狭義の留保所有権と同様に取り 

扱うことが考えられる。 

（注２） 留保所有権については、登記できるとすることが考えられる。 

（注３） 【案 4.2.1.1】】によっても、第三者が関与する所有権留保売買等により目

的物の売主以外の者が留保所有権を有する場合には、その目的物の引渡しが

なければ、これをもって他の第三者に対抗することができないものとする考

え方がある。 

【意見】 

１ (1)アは【案 4.2.1.1】に賛成する。２ (1)イは、賛成する。なお、（注

１）については、目的物である動産と密接な関連性を有する一定の債権を担保とす

る留保所有権についても狭義の留保所有権に含めること、及び、一定の場合に輸入

ファイナンスも狭義の留保所有権と同様に取り扱うことに賛成し、（注２）には反

対する。 

３ (2)ア、イ及び（注５）に賛成し、（注６）に反対する。 
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【理由】 

 １ (1)アについて 

所有権留保の法的構成については、物権変動が生じているのか否かとい 

う観点から意見の対立があるものの、【案 4.2.1.1】の場合には、物権変

動があることを前提としたとしても、目的物の売買代金債権とする担保権

を優遇するという政策的な観点からの整合的な説明ができるのであるか

ら、基本的には、【案 4.2.1.1】に賛成する。 

ただし、留保所有権は実質的に見れば担保権と解されるので、これを第

三者に主張するためには対抗要件を要すると考えるのが自然である等の理

由から【案 4.2.1.2】に賛成する意見もあった。 

２ (1)イについて 

拡大された所有権留保については、担保目的物と被担保債権との牽連性 

が乏しく、実質的には譲渡担保であるとみることができるから、拡大され

た所有権留保は譲渡担保とみなすことを前提に（大阪提案 金融法務事情

２１７３号６５頁脚注１１）、対抗要件具備のために「引渡し」と要する

とすることに賛成する。 

（注１）について、例えば、ある売買契約に付随した修理代金や部品代 

金、公租公課の立替払金等については、目的物と被担保債権との間に一定

の牽連性があると考えられ、実務上も狭義の留保所有権として扱う事例も

ある。よって、これらの債権は、解釈上、「目的物である動産と密接な関

係性を有する一定の債権」に含め、狭義の留保所有権として扱うべきであ

る。また、輸入ファイナンスについて、外国から商品を輸入する業者に対

して金融機関が購入資金の融資を行う場合、狭義の留保所有権と同様に、

金融機関は新たな規定に係る集合動産担保権の目的である集合動産の増加

に直接寄与した立場であることからすれば、購入資金の範囲で、金融機関

を優先すべきであると考える。もっとも、第１に、被担保債権の規定の方

法に関して、①輸入ファイナンスにおいて、金融機関は単に購入代金の原

資を融資しているというよりは、輸出業者に立替え払いして、その求償権

を担保するために譲渡担保権を設定することが多いこと、②購入資金の範

囲のみで輸入ファイナンスを優遇した場合、形式的に物品を購入するよう

なファイナンスが広がる結果、他の担保権者の地位が不安定になるおそれ

があることからすれば、「被担保債権が求償金債権であること」も明確化

させるべきである。第２に、「目的物である動産と密接な関係性を有する

一定の債権を担保する新たな規定に係る動産担保権」とだけ規定した場
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合、事後的に購入代金原資を融資した者を他の担保権者よりも優先させる

結果となりかねない。また、所有権留保売買の場合、契約締結時に、買主

は所有権が完全に移転されず、債務者の責任財産には含まれていないので

あるから、輸入ファイナンスを狭義の留保所有権と同様の取扱いとする場

合、この点の平仄も合わせるべきである。そこで、「目的物が債務者の責

任財産に入る前に」という時的制限も設けるべきである。 

なお、（注１）については、融資の目的は一義的に明らかではないか

ら、ルールの適用の可否が不明確になるおそれがある等として、反対する

意見もあった。 

（注２）について、所有権留保売買の場合、個別動産を目的とする場合

も多く、逐一登記をすることは費用面等から現実的ではなく、動産担保の

利用を阻害する可能性が考えられるため、留保所有権について登記できる

とすることに反対する。 

３ (2)について 

所有権留保の法的構成については、物権変動が生じているのか否かとい 

う観点から意見の対立があり、【案 4.2.1.2】も有力な考え方ではあるも

のの、いずれの立場であったとしても、本来的な所有権留保の機能は、担

保目的物と被担保債権との牽連性があることを前提に、当該目的物の売買

代金債権（牽連性のある付随する債権を含む）の担保を図る点にあり、目

的物の売買代金債権以外の債権が被担保債権に含まれる場合にまで所有権

留保を優遇する必要性には疑問がある。 

よって、留保所有権等と新たな規定に係る動産担保権との優劣関係につ 

いては、所有権留保を優遇する範囲を狭義の所有権留保に限るとする案に

賛成する。 

なお、（注４）について、「第４．１(2)エ」のとおり集合動産譲渡担保

に限って登記優先ルールを採用することに賛成である。 

また、（注６）について、上記（注２）に対する意見のとおり、留保所 

有権について登記できるとすることは反対であるため、一定期間内に登記

を備えることを求める考え方にも反対である。 

 

(2) 留保所有権と新たな規定に係る動産担保権との優劣関係 

ア 留保所有権と競合する他の新たな規定に係る動産担保権との優劣は、

下記イによって留保所有権が当然に優先する部分を除き、これをもって

第三者に対抗することができるようになった時の前後によるものとする
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（注４）。 

イ 留保所有権は、【【案 4.2.1.2】によると引渡しがされていることを

前提として、】目的物の代金債権を担保する限度では、他の新たな規定

に係る動産担保権に当然に優先するものとする（注５、６）。 

（注４） この場合には、前記１(2)エと同様のルール（登記優先ルール）を採用す

ることが考えられる。 

（注５） なお、拡大された留保所有権について、目的物の代金債権を担保する部分

と目的物の代金債権以外の債権を担保する部分がある場合には、これと競合

する他の新たな規定に係る動産担保権との優劣は、本文(2)イにより目的物

の売買代金を担保する限度では拡大された留保所有権が優先し、それ以外の

部分については、原則として、それぞれが対抗要件を具備した時の前後によ

るものとなる。 

（注６） 他の新たな規定に係る動産担保権に優先するための要件として、一定期間

内に登記を備えることを求める考え方がある。 

【意見】 

 (2)ア、イ及び（注５）に賛成する。 

【理由】 

所有権留保の法的構成については、物権変動が生じているのか否かという観点か 

ら意見の対立があり、【案 4.2.1.2】も有力な考え方ではあるものの、いずれの立

場であったとしても、本来的な所有権留保の機能は、担保目的物と被担保債権との

牽連性があることを前提に、当該目的物の売買代金債権（牽連性のある付随する債

権を含む）の担保を図る点にあり、目的物の売買代金債権以外の債権が被担保債権

に含まれる場合にまで所有権留保を優遇する必要性には疑問がある。 

よって、留保所有権等と新たな規定に係る動産担保権との優劣関係については、

所有権留保を優遇する範囲を狭義の所有権留保に限るとする案に賛成する。 

なお、（注４）について、「第４．１(2)エ」のとおり集合動産譲渡担保に限っ

て登記優先ルールを採用することに賛成である。 

 

第５ 新たな規定に係る動産担保権と他の担保物権との優劣関係 

１ 動産質権と新たな規定に係る動産担保権との優劣関係 

(1) 動産質権と新たな規定に係る動産担保権とが競合する場合は、動産質権に

ついては設定時（引渡し時）を基準とし、新たな規定に係る動産担保権につ

いては第三者に対抗することができるようになった時を基準とし、優劣はそ
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の前後によるものとする。 

(2) 動産質権と留保所有権とが競合する場合は、動産質権については設定時

（引渡し時）を基準とし、前記第４、２(2)と同様に取り扱うこととする。 

【意見】 

 １ (1)について、賛成する。 

２ (2)について、賛成する。 

【理由】 

１ (1)については、質権の対抗要件についての現行法の規定（民法３４４条、

３４５条、３５２条）に合致している。 

２ (2)については、債務者の責任財産を直接的に増加させた留保売主の債権

は、売買目的物の代金債権の範囲においては、動産質権者との関係でも優先的

に取り扱われるべきである。 

 

２ 先取特権と新たな規定に係る動産担保権との優劣関係 

(1) 先取特権と新たな規定に係る動産担保権は競合するものとし、その優劣関

係については新たな規定に係る動産担保権を民法第 330 条に規定する第１順

位の先取特権と同一の効力を有するものと取り扱うものとする。 

(2) 新たな規定に係る動産担保権者については民法第 330 条第２項前段の規定

を適用しないこととし、担保権設定時に第２順位又は第３順位の先取特権者

があることを知っていたとしても、これらの者に対して優先権を行使できる

ものとする（注）。 

（注） 動産質についても、民法第 330 条第２項前段の規定を適用しないようにす

ることが考えられる。 

【意見】 

 １ (1)について 賛成する。 

２ (2)について 賛成する。 

３ (注)について 賛成する。 

【理由】 

１ (1)については、先取特権との競合及び順位については、同じ約定担保物権

である動産質権と同様に扱うこと（民法 334 条）が適切である。 

２ (2)については、約定担保物権は、対抗要件を備えた以上は法定担保物権に

優先されるべきであり、担保権者の主観により先取特権との順位が入れ替わる

べきではない。 

３ (3)については、(2)と同様である。 
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３ 一般先取特権と新たな規定に係る動産担保権との優劣関係 

雇用関係の先取特権を含む一般先取特権に、新たな規定に係る動産担保権に

対する一定の優先権を認めるかについては、担保法制全体に与える影響も考慮

しつつ、新たな規定に係る動産担保権に優先し得る一般先取特権の範囲（雇用

関係の先取特権に限るか、その他の一般先取特権にも優先権を認めるか）、新

たな規定に係る動産担保権の範囲（その目的物の性質等によって区別する

か）、優先権の具体的な内容、優先権を行使するための要件等を引き続き検討

する。 

【意見】 

 引き続き検討することに賛成する。 

ただし、労働債権の確保については、個別の担保権と先取特権の優劣の問題とし

てではなく、倒産法その他の法制全体の問題として取り扱うべきではないか。 

【理由】 

賃金が支払われることは市民生活の基本であり、労働債権が可能な限り確保でき

るような法制度を整備すべきことは当然である。しかし、「２の(2)」で述べた通

り、個別の担保権の効力としては、約定担保物権は法定担保物権に優先されるべき

であり、また、抵当権や債権担保権はそのまま確保され、新たな規定に係る動産担

保権のみが労働債権に劣後するとの取り扱いは、合理的ではないのではないか。 

なお、労働債権の保護を倒産法の制度のみにより図ることとすれば、倒産手続に

至らない事実上の倒産の場合における労働債権の保護に欠けるとして、少なくとも

雇用関係の先取特権については優先権を認める方向での検討をすべきとの意見も

あった。 

 

第６ 債権譲渡担保権の対抗要件等の在り方 

１ 債権譲渡担保権の対抗要件等 

(1) ア 債権譲渡担保権の設定は、設定者から第三債務者に対する通知又は

第三債務者の承諾（以下「通知又は承諾」という。）がなければ、こ

れをもって第三債務者に対抗することができないものとする。 

イ 債権譲渡担保権の設定は、確定日付のある証書による通知又は承諾

がなければ、これをもって第三債務者以外の第三者に対抗することが

できないものとする。 

(2) ア 債権譲渡担保権の設定については、登記をすることができることと
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し、登記がされたときは、第三債務者以外の第三者については、確定

日付のある証書による通知があったものとみなすものとする。 

イ 債権譲渡担保権の設定の登記がされたことについて設定者又は担保

権者が第三債務者に登記事項証明書を交付して通知をし、又は当該債

務者が承諾をしたときは、当該第三債務者についても、確定日付のあ

る証書による通知があったものとみなすものとする。 

【意見】 

 (1)(2)について、賛成する。 

【理由】 

通知・承諾についての第三債務者の認識及び登記が公示機能を果たしている現行 

法の規定及び定着した実務を踏襲するものであり、これを敢えて変更しなければな

らない理由はない。 

 

２ 債権譲渡担保権相互の優劣関係 

(1) 同一の債権について数個の債権譲渡担保権が設定されたときは、その順

位は、原則として、これをもって第三者に対抗することができるように

なった時の前後によるものとする。 

(2) 登記により対抗要件を備えた債権譲渡担保権と、確定日付のある証書に

よる通知又は承諾により対抗要件を備えた債権譲渡担保権との優劣関係に

ついて、特別の規定を設けないものとする（注）。 

（注） 登記により対抗要件を備えた債権譲渡担保権は、確定日付のある証書による

通知又は承諾により対抗要件を備えた債権譲渡担保権に優先するものとする考

え方がある。 

【意見】  

 (1)について、賛成する。 

(2)について、賛成する。 

（注）について、反対する。 

【理由】 

債権譲渡担保の実質が担保権設定であることからすれば、同一の債権に数個の譲

渡担保権が設定されることは認められるべきである。 

また、順位については、通知・承諾があった日時は、郵便配達時刻の記録等から

かなり正確に特定することが可能であるため、これと登記とを混在させること（登

記優先ルールを設けないこと）に特段の問題はない。 

（注）については、通知・承諾による第三債務者の認識も公示機能を果たしてい
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る。 

 

３ 一般先取特権と債権譲渡担保権との優劣関係  

雇用関係の先取特権を含む一般先取特権に、債権譲渡担保権に対する一定の優

先権を認めるかについては、前記第５、３と同様に、引き続き検討する。 

【意見】 

 賛成する。 

【理由】 

 第５の３と同じである。 

 

第７ 動産・債権譲渡登記制度の見直し 

１ 同一の動産又は債権を目的とする新たな規定に係る担保権に関する権利関係

を一覧的に公示する仕組みの導入の要否 

【案7.1.1】同一の動産又は債権を目的とする新たな規定に係る担保権に関す

る権利関係を一覧的に公示させる仕組みは、設けないものとす

る。 

【案7.1.2】新たに関連担保目録制度を導入し、同一の動産又は債権を目的と

する新たな規定に係る担保権に関する権利関係を関連担保目録に

できる限り一覧的に公示させるものとする。 

２ 新たな規定に係る担保権の処分等を登記できるようにすることの要否及びそ

の範囲並びにその公示方法 

新たな規定に係る動産担保権の処分等及び債権譲渡担保権の処分等（以下

「新たな規定に係る担保権の処分等」という。）を登記できるようにすること

の要否及びその範囲について、実務上のニーズや公示の分かりやすさの観点等

を踏まえて、引き続き検討する。その上で、登記できるとされた新たな規定に

係る担保権の処分等の公示方法については、以下のとおりとする。 

【案7.2.1】新たな規定に係る担保権の処分等に関する登記を、例えば個々の

動産・債権譲渡登記に付記するような形でできるものとする

（【案7.1.1】を前提とする。）。 

【案7.2.2】関連担保目録に登記された動産・債権譲渡登記に係る新たな規定

に係る担保権の処分等のみを登記できることとし、当該新たな規

定に係る担保権の処分等に関する登記は関連担保目録上に行うも

のとする（【案7.1.2】を前提とする。）。 
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３ 登記をすることができる動産若しくは債権の譲渡人又は新たな規定に係る担

保権の設定者の範囲 

登記をすることができる動産若しくは債権の譲渡人又は新たな規定に係る担

保権の設定者の範囲を、商号の登記をした商人にも拡大することについて、引

き続き検討する。 

【意見】 

 １について、【案 7.1.2】に賛成する。 

２について、引き続き検討することに賛成する。なお、案としては【案 7.2.2】

に賛成する。 

３について、引き続き検討することに賛成する。なお、設定者の範囲は商号登記

をした商人にも拡大すべきである。 

【理由】 

１及び２については、動産担保権については、登記の公示機能に鑑みると、でき

る限り多くの情報が載ったものが一覧的に公示されていることが好ましい。実体関

係が正確に反映されていることが保証されないという点は、従来の登記制度の建前

とは相容れないかもしれないが、「登記」本体と「関連担保目録」は別物であり、

許容すべきである。 

債権担保権についても、登記の公示機能の点からは同様である。権利関係が複雑

になり分かりにくくなるのではとの懸念も指摘されているが、供託等による第三債

務者保護が図られさえすれば、特に問題は生じないと考えられる。 

３について、登記制度が利用できることにより融資機会が拡大するのであれば、

商号登記をした商人にも利益となるのであるから、特に反対する理由はない。 

 

第３章 担保権の実行 

第８ 新たな規定に係る動産担保権の実行方法 

１ 新たな規定に係る動産担保権の各種の実行方法 

新たな規定に係る動産担保権の実行は、次に掲げる方法であって担保権者が

選択したものにより行うものとする。 

① 担保権者に被担保債権の弁済として目的物を帰属させる方式（帰属清算

方式） 

② 担保権者が目的物を処分し、その代金を被担保債権の弁済に充てる方式

（処分清算方式） 

③ 民事執行法第190条以下の規定に基づく競売 
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【意見】 

いずれも賛成する。 

【理由】 

従前の譲渡担保権の実行方法とされてきた帰属清算、処分清算によることで問題

ない。 

法制化することに伴って、民事執行法による手続がオプションとして加わること

で、より使い道が広まると思われる。民事執行法第１９０条に基づく競売の方法に

よる実行が可能か否かは、従来から明確ではなかったが、売却価格の適正さが一定

程度担保され、清算金に関する争いが生じるリスクを回避できることがあるほか、

設定者の協力が得られない場合等に備えた最終手段として裁判所による競売手続を

準備しておく点に意義があると考えられる。 

 

２ 新たな規定に係る動産担保権の私的実行における担保権者の処分権限及び実行

通知の要否 

新たな規定に係る動産担保権の担保権者が私的実行として目的物の所有権

を自己に帰属させ、又は第三者に処分する権限及び実行通知の要否について

は、次のいずれかの案によるものとする。 

【案 8.2.1】 

(1) 新たな規定に係る動産担保権の担保権者が私的実行をしようとすると

きは、被担保債権について不履行があった日以後に、設定者に対し、担

保権の私的実行をする旨及び被担保債権の額を通知しなければならない

ものとする。 

(2) 上記(1)の通知が設定者に到達した時から１週間が経過したときは、

担保権者は、後記３に従って目的物を自己に帰属させ、又は後記４に

従って第三者に対して目的物を処分することができるものとする

（注）。 

（注） １週間の猶予期間を設けず、担保権者は上記(1)の通知が到達した時に目

的物の処分権限を取得するものとする考え方がある。 

【案8.2.2】 

被担保債権について不履行があったときは、担保権者は、後記３に従って

目的物を自己に帰属させ、又は後記４に従って第三者に対して目的物を処分

することができるものとする。 

【意見】 
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「第８」の「３」及び「４」において後述の意見のとおりの立場を採用することを

前提として、【案 8.2.1】の（注）の案に賛成する。 

【理由】 

１ 実行通知の必要性 

  動産譲渡担保は、設定者の事業継続に不可欠な動産を目的として設定されるこ

とが想定されることからすると、受戻権行使の機会の確保や倒産手続及び担保権

実行手続中止命令の機会を確保することは重要である。 

そして、設定者側は、必ずしも被担保債権の金額を正確に認識しているとは

限らないから（物上保証の場合が典型であるが、債務者と設定者が同じ場合で

も正確に認識しているとは限らない）、実行通知によって被担保債権額を設定

者に知らしめる機会を確保することが必要である。また、譲渡担保権は被担保

債権の弁済期が経過したからといって直ちに実行されるとは限らないから、担

保権者の実行意思を明確にさせ、設定者の占有対抗権限を喪失させることを明

確にするため、実行通知を必要とすべきである（特に法的実行の場合は裁判所

への申立という明確な行為が存在するが、私的実行にはそれがないので、実行

通知を必要とするべきである）。さらに、第９の３の「簡易迅速な目的物の引

渡しを実現する方法」を制度化するのであれば、清算金の見積額算定の基準時

が必要となるが、これは実行通知到達時点とするのが合理的である。そして、

実務的にも、従来の譲渡担保の実務において、譲渡担保を実行するときには通

知を送付するのが一般的であるし、担保権者に不当な負担を課すものではない。 

この点、実行通知がされれば直ちに帰属清算や第三者への処分ができるとす

れば、実行通知をする意義に乏しいという指摘がある（部会資料22の４頁）。

しかしながら、受戻権については、担保権者に不利益がない形で、別途譲渡担

保権の実行手続の仕組みの中で確保することを考えるべきであり、帰属清算通

知によって直ちに受戻権が消滅するという制度にする必要はないから、実行通

知後に帰属清算ができるからといって、その意義が乏しいとはいえない。また、

処分清算についても、受戻権の行使のため、第三者への処分のみによって受戻

権を消滅させる必要はないし（この点は後述する）、仮に第三者への処分のみ

によって受戻権が消滅する制度とするとしても、そもそも設定者が占有した状

態でかつ設定者の協力もない中で第三者に適正な金額で処分することは容易で

はなく、実行通知後即第三者への譲渡という実行方法は想定しがたく（特に、

第９の３の「簡易迅速な目的物の引渡しを実現する方法」が制度化されれば、

処分ではなくまずは引渡しを求めるケースが増加する。）、実行通知の意義が

乏しいとはいえない。 
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２ 猶予期間の要否 

【案8.2.1】の本文は、実行通知を必要としたうえで、１週間の猶予期間が必要で

あるとする。 

この趣旨は、受戻権行使の機会の確保や、倒産手続及び担保権実行手続中止命

令の機会の確保等にあるといえる。確かにこれらの趣旨は妥当であり、特に譲渡

担保が設定者の事業継続に不可欠な動産に設定されることが想定されることから

すると、受戻権行使の機会を確保したり倒産手続の機会を確保することは重要で

ある。 

もっとも、そのための期間としては、特に弁済期が経過した後直ちに実行され

るような事案を想定すると、１週間というのは必ずしも十分な期間ではない。一

方で、一律に１週間の猶予期間が必要というのは、担保権者にとって機動的な対

応を困難なものとする。受戻権の確保等の方法は、担保権実行着手時点での猶予

期間をおくのではなく、担保権側に生じうる不利益を考慮しながら実行制度の仕

組みの中で別途その機会を確保することは可能であり（この点についての意見は

次項以下で述べる）、一律に実行通知後に猶予期間が必要とする制度は合理的と

は言えない。 

 

３ 帰属清算方式による新たな規定に係る動産担保権の実行手続等 

帰属清算方式による新たな規定に係る動産担保権の実行手続等については、

次のいずれかの案によるものとする。 

【案8.3.1】 

(1) 担保権者が帰属清算方式による私的実行をしようとするときは、担保

権者は、設定者に対し、目的物の所有権を担保権者に帰属させる旨、被

担保債権の額、担保権者が評価した目的物の価額及びその算定根拠の通

知（以下「帰属清算の通知」という。）をしなければならず、担保権者

が評価した目的物の価額が被担保債権額を超える場合にあっては、帰属

清算の通知に加えてその差額の支払又はその提供（以下「清算金の提供

等」という。）をしなければならない。 

(2) 担保権者が帰属清算の通知（担保権者が評価した目的物の価額が被担

保債権額を超える場合にあっては、これに加えて清算金の提供等）をし

たときは、被担保債権は、その時における目的物の客観的な価額の範囲

で消滅し、設定者は、その後に被担保債権に係る債務を弁済して担保権

を消滅させることができない（注１、２）。 
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(3) 担保権者が帰属清算の通知（担保権者が評価した目的物の価額が被担

保債権額を超える場合にあっては、これに加えて清算金の提供等）をし

た時における目的物の客観的な価額が被担保債権額を超えるときは、担

保権者は、設定者に対し、その超える額に相当する金銭を支払う義務を

負う（注１、２）。 

(4) 担保権者は、帰属清算の通知（担保権者が評価した目的物の価額が被

担保債権額を超える場合にあっては、これに加えて清算金の提供等）を

したときは、上記(1)に基づいて担保権者が通知した目的物の評価額と

被担保債権額の差額の支払と引換えに、設定者に対して目的物の引渡し

を請求することができる。 

(5) 上記(1)に基づいて担保権者が通知した目的物の価額が、目的物の種

類、性質等を考慮して担保権者が通常把握すべき当該目的物に係る事情

に照らして著しく合理性を欠くものであるときは、上記(2)から(4)まで

の効力は、生じない。 

【案8.3.2】 

(1) 【案8.3.1】(1)から（3）までと同じ。 

(2) 担保権者は、帰属清算の通知（担保権者が評価した目的物の価額が被

担保債権額を超える場合にあっては、これに加えて清算金の提供等）を

したときは、目的物の客観的な価額と被担保債権額の差額の支払と引換

えに、設定者に対して目的物の引渡しを請求することができる。 

(3) 【案8.3.1】(1)に基づいて担保権者が通知した目的物の価額が、目的

物の種類、性質等を考慮して担保権者が通常把握すべき当該目的物に係

る事情に照らして著しく合理性を欠くものであるときは、上記(2)並び

に【案8.3.1】(2)及び(3)の効力は、生じない。 

（注１） 設定者の受戻しの機会等を確保するために、被担保債権の消滅時期、清

算金算定の基準時及び設定者が目的物を受け戻すことができなくなる時期

を、帰属清算の通知及び清算金の提供等がされた時から一定期間が経過し

た時とする考え方がある。 

（注２） 設定者の受戻しの機会等を確保するために、設定者は、被担保債権が消

滅した後においても、担保権者に対して目的物を引き渡すまでの間は、被

担保債権が消滅しなかったものとすれば支払うべき額を支払うことによ

り、目的物を受け戻すことができるものとする考え方がある。 

【意見】 
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【案 8.3.2】に基本的に賛成するが、受戻権の消滅時期については反対である。 

具体的には、（注２）の現実の引渡しがなされるまで受戻権は消滅しないとする

か、（注１）と（注２）をあわせて、「帰属清算の通知等から一定期間が経過した

とき又は現実の引渡しがなされたいずれか遅いときまで」とするべきである。その

一定期間とは、「４週間」（「３週間」とする意見もあった。）とするのが妥当で

ある。なお、被担保債権の消滅時期と受戻権の消滅時期を分けることに反対し、

（注１）及び（注２）に反対する意見もあった。 

【理由】 

１ 基本的な枠組みについて 

従来の判例実務において、帰属清算においては、清算金の支払いまたはその提

供か、清算金が発生しないときにはその旨の通知をすることによって受戻権が消

滅するとされてきた。 

このことから、従来の実務において、帰属清算の場合、担保権者は自らその目

的物を評価し、その評価額を前提に設定者に帰属清算通知をし、清算金の支払い

をしたりまたは清算金が存在しない旨を通知して、譲渡担保権の実行を完了して

きたといえる。 

設定者としても、清算金の有無や金額を確認するためには、まずは担保権者か

ら担保権者としての評価額の通知を受け、それが妥当であるかどうかを判断する

ことが必要であるし、従来も設定者はその通知を受けて清算金の有無や金額の合

理性を判断してきたといえる。 

このように(1)は、従来の帰属清算の判例実務の方法をそのまま法制度化したも

のと評価できるし、帰属清算による実行方法としても合理的である。 

なお、誠実評価を用いた制度（部会資料15）は、自らの手元にないものを誠実

に評価させることは困難であり、合理的とは言いがたい。 

一方、中間試案では、第９の３の「簡易迅速な目的物の引渡しを実現する方法」

（以下「簡易な引渡し方法」という。）を制度化し、一定の要件のもとで、実行

着手段階での目的物の引渡しを認めている。 

担保権者として、帰属清算による実行を検討するにあたって、自らの手元に目

的物がなく評価が困難なのであれば、まずはこの簡易な引渡し方法によって目的

物の引渡しを受け、丁寧に目的物を評価し、帰属清算通知をすればよい。 

他方、設定者の協力が得られるとか、清算金見積額の供託が困難なときには、

設定者の受忍義務を前提に、担保権者は設定者の手元にある目的物を評価し、帰

属清算通知をし、清算金を支払って引渡しを受ければよい。 

(5)について、担保権者が帰属清算通知をするにあたって、不当に低い金額を通
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知したときに、それによって設定者の受戻権が消滅するというのは不合理であり、

(5)は合理的である。 

２ 清算金の同時履行の対象となる債権額（【案8.3.2】に賛成する理由） 

 【案8.3.1】と【案8.3.2】について、清算金請求権と引渡し義務とが同時履行

の対象となる債権額の考え方が異なるが、目的物の客観的な価額とする【案

8.3.2】に賛成する。 

 一般的に、担保権者として、支払う清算金は少ない方がいいし、目的物を積極

的に高く評価することはない。担保権者が通知した評価額との差額が同時履行の

対象となるとすれば、担保権者は、過分に支払ったときの不当利得の回収リスク

を負いたくはないので、できるだけ低く評価しようとする。目的物の評価額と客

観的な価額とは、前者の方が低くなる傾向があるといえるが、一方で担保権者に

資力があるとは限らず、設定者にとって同時履行の抗弁権は清算金確保のために

重要な手段であるから、担保権者の評価額との差額とすることは設定者の保護と

しては不十分である。 

 一方、担保権者としては、簡易迅速な引渡し方法が法制度化されれば、帰属清

算通知をすることなく、実行着手段階で目的物の引渡しを受けることができる。

このとき、清算金見積額を供託することが必要であるが、担保権者としては、あ

くまで供託であって、設定者からの不当利得の回収リスクを負うわけではない。

そうすると、担保権者として、リスクを負担することなく早期に目的物の引渡し

を受ける手段は確保されているから、目的物の引渡しを受けるために、目的物の

客観的な価額を巡って紛争が長期化し、担保権の実行が完了しないという事態を

避けることができる。したがって、同時履行の対象を目的物の価額としても、担

保権者に特段の不利益はない。 

 そもそも、担保権者による目的物の評価額という主観的な概念を法的な権利の

発生根拠（基準）として用いることは合理的ではない。上記のとおり、帰属清算

通知にあたって、担保権者としての評価額を通知すること自体は合理的ではある

としても、担保権者の評価額という主観的な要素によって同時履行の対象となる

金額が定まることは不確定要素が増えるだけで合理的とはいえない。 

３ 受戻権の消滅時期について 

譲渡担保が設定者の事業継続に不可欠な動産に設定されることが想定されるこ

とからすると、受戻権行使の機会を確保したり、倒産手続及び担保権実行手続中

止命令の機会を確保し、事業継続や事業再生の機会を確保することは極めて重要

である。 
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中間試案の本文の案は、帰属清算通知のみによって、それが一応合理的に評価

されているのであれば、受戻権が消滅するとしている。 

しかし、本文の案は【8.2.1】によって実行通知から１週間の猶予期間をとる

ことを前提にしているのかもしれないが、弁済期の経過後直ちに実行通知をする

ケースを想定すれば、その１週間後に目的物の評価額を通知することで受戻権を

消滅させることができることになるが、それは早すぎる（例えば民事再生の申立

の準備期間としては足りない）。 

一方、担保権者にとって、平時においては、受戻しには被担保債権全額の弁済

が必要なのであるから、受戻しがなされても被担保債権全額の回収ができるので

あって、受戻権をある程度広く認めても、不利益は小さい。倒産時においても、

少なくとも目的物の客観的な評価額の支払いを受けられるのであるから、やはり

不利益は大きいとはいえない。さらに、目的物が現実に引き渡されるまでは、担

保権者としてはその目的物を使用収益しているわけでもないから、受戻権を認め

ても特段の不利益は生じない。そうすると、少なくとも、目的物の現実の引渡し

を受けるまでは、受戻権を消滅させる必要はない。 

ところで、「簡易迅速な引渡し方法」が法制度化されるとしても、原則として

設定者の審尋が必要とされており、担保権者の同手続の申立や、設定者の審尋、

清算金見積額についての担保権者と設定者双方の疎明と裁判所の判断、担保権者

の供託手続などを考慮すると、現実の引渡しまである程度の期間が必要となるで

あろうから、現実の引渡しを受戻権消滅の終期としても、設定者側の時間の確保

として足りないということはない。 

さらに、設定者にとって受戻権確保の機会をより保障するために、現実の引渡

に加えて、帰属清算通知から一定期間を経過するまでは受戻権は消滅しないとい

う制度とすることも考えられる。担保権者としても、一定期間が明確に定められ

ているとすれば予測可能性は確保できるし、不利益は大きいとはいえない。その

期間とすれば、帰属清算通知から４週間程度が相当である。４週間あれば、民事

再生の準備と申立を行うことが可能となる。 

 

４ 処分清算方式による新たな規定に係る動産担保権の実行手続等 

処分清算方式による新たな規定に係る動産担保権の実行手続等について

は、次のいずれかの案によるものとする。 

【案 8.4.1】 

(1) 担保権者が担保権の実行として目的物を第三者に処分したときは、被
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担保債権は、その処分時における目的物の客観的な価額の範囲で消滅

し、設定者は、その後に被担保債権に係る債務を弁済して担保権を消滅

させることができない（注１）。 

(2) 担保権者が担保権の実行として目的物を第三者に処分したときは、担

保権者は、設定者に対し、その旨、処分時における被担保債権の額、担

保権者が評価した目的物の価額及びその算定根拠を通知しなければなら

ない。 

(3) 設定者は、担保権者又は目的物の処分を受けた第三者からその引渡し

を請求されたときは、担保権者が上記(2)の通知（担保権者が評価した

目的物の価額が被担保債権額を超える場合にあっては、これに加えてそ

の差額の支払）をするまでは、目的物の引渡しを拒むことができる。 

(4) 担保権者が担保権の実行として目的物を第三者に処分した場合におい

て、その処分時における目的物の客観的な価額が被担保債権額を超える

ときは、担保権者は、設定者に対し、その超える額に相当する金銭を支

払う義務を負う。 

【案 8.4.2】（注２） 

(1) 担保権者が担保権の実行として目的物を第三者に処分したときは、被

担保債権は、その処分時における目的物の客観的な価額の範囲で消滅

し、設定者は、その後に被担保債権に係る債務を弁済して担保権を消滅

させることができない（注１）。 

(2) 担保権者が担保権の実行として目的物を第三者に処分した場合におい

て、その処分時における目的物の客観的な価額が被担保債権額を超える

ときは、担保権者は、設定者に対し、その超える額に相当する金銭を支

払う義務を負う。 

(3) 設定者は、担保権者又は目的物の処分を受けた第三者からその引渡し

を請求された場合において、その処分時における目的物の客観的な価額

が被担保債権額を超えるときは、担保権者がその差額の支払をするまで

は、目的物の引渡しを拒むことができる。 

（注１） 設定者の受戻しの機会等を確保するために、被担保債権の消滅時期、清

算金算定の基準時及び設定者が目的物を受け戻すことができなくなる時期

を、目的物が処分された時から一定期間が経過した時と第三者が目的物の

引渡しを受けた時のいずれか早い時とする考え方がある。 

（注２） 【案 8.4.2】についても、担保権者が担保権の実行として目的物を第三者

に処分したときは、担保権者は、設定者に対し、その旨、処分時における
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被担保債権の額、担保権者が評価した目的物の価額及びその算定根拠を通

知しなければならないものとする考え方がある。 

【意見】 

【案 8.4.2】に賛成するが、受戻権の消滅時期については（注１）に賛成する。

一定期間とは、４週間（「３週間」とする意見もあった。）とするべきである。 

また、担保権者からの通知について、（注２）の案に賛成する。 

なお、この点も、被担保債権の消滅時期と受戻権の消滅時期を分けることに反対

する立場から、（注１）に反対する意見もあった。 

【理由】 

１ 同時履行の対象とするべき金額 

 帰属清算のところと同様に、設定者の清算金確保のためには、担保権者の評価

額ではなく客観的な目的物の価額によって算定される清算金と引渡し義務が同時

履行の関係に立つとするべきである。設定者において、清算金が発生するときに、

担保権者の無資力リスクを負担する理由はない。そもそも設定者は担保権者に与

信したり、与信判断をする関係にはないのに、無資力リスクを負担するのは合理

的ではない。 

 また、帰属清算のところと同様に、目的物の評価額という主観的な概念を同時

履行の権利の発生基準とすることは合理的とはいえない。 

したがって、【案8.4.2】に賛成する。 

２ 受戻権の消滅時期 

 受戻権の消滅時期について、帰属清算のところに記載したとおり、設定者に

とって受戻権行使の機会を確保することは事業継続や事業再生のためには重要で

ある。 

 そこで、担保権者や処分の相手方に不利益がない限りは、受戻権行使の機会を

認めるべきである。 

 処分清算の場合、第三者との取引の安全を考慮する必要があり、例えば第三者

が代金を支払った後に受戻権が行使されるといった事態は避ける必要がある。 

 注の案では、目的物が処分された時から一定期間が経過したときと第三者が目

的物の引渡しを受けたときのいずれか早いときに受戻権が消滅するとしている。

これが明文化されれば、譲渡担保目的物と認識して買い受ける第三者は、この要

件を満たして受戻権が消滅するまでは、代金の支払いを控えるであろうし、特段

の不利益は生じない。 

 また、簡易迅速な引渡し方法によって担保権者が目的物を占有している状態の

ときには、担保権者から譲渡担保対象であることの説明もなく買い受ける場合が
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想定されるが、このようなときには即時取得によって受戻権の負担のない所有権

を取得できるといえるから、特段の不利益は生じないものと思われる。 

 そこで、注１の案をとるべきである。 

３ 処分の通知の要否 

 案【8.4.2】は、担保権者が目的物を第三者に処分したとしても、その旨を設

定者に通知する義務の定めがない。 

 一般的に、従来の実務においても、担保権者は処分清算をしたときは、設定者

に対し、通常は第三者への処分金額と、そのことを前提にした清算金の有無や金

額等について通知をしている。 

 設定者としても、清算金の有無や金額について認識するためには担保権者から

目的物を処分したかどうかの通知を受けなければ知ることはできない。また、設

定者として目的物の評価額について一定の見解はあるとしても、まずは担保権者

から処分価額や評価額の通知を受けて、清算金の有無や金額（さらには同時履行

や留置権の有無）を認識することになる。 

 担保権者に目的物を処分したときに設定者に通知する義務を課すことは不当な

負担を強いるものではないし、従前の実務でなされてきたものであるとすれば、

通知義務を明文化するのが妥当である。 

 特に、簡易迅速な引渡し方法を法制度化すれば、担保権者が実行に着手した時

点で、担保権者に目的物の引渡しがなされ、担保権者の手元にある状態で第三者

に処分することが想定される。そのようなときには、設定者は第三者から引渡し

の請求を受けることもないし、目的物が処分されたのかどうかを知る契機となる

ものがない。しかも、例えば清算金見積額が１０００万円とされているとして、

第三者により高く売れてその処分価格を前提にすれば清算金の金額が２０００万

円となったときに、担保権者としては設定者に通知をするインセンティブに乏し

い一方、設定者としては、早期にその通知を受けて、担保権者から見積額以上の

金額を回収する必要がある。 

 以上からすると、担保権者に対し、目的物を処分したときには設定者に通知す

る義務を課す必要がある。 

 そのときに担保権者が通知すべき金額は、目的物の処分価額ではなく、担保権

者としての評価額（及び算定根拠）でよい。通常は、第三者に処分した金額を評

価額としてそのまま通知することになるといえるし、担保権者が何らかの事情で

低廉な金額で処分することが禁止されるわけではなく、そのような場合は自ら評

価した金額を通知させることでよいし、帰属清算と平仄が合う。ただし、担保権

者が評価額を通知すれば足りるとしても、設定者から要求があれば処分価額の開
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示義務を負うと解することは可能である（評価額の算定根拠の通知義務からその

開示義務を導くことができる。）。担保権者が高い金額での処分価額を秘して、

それより低い自らの評価額を通知していることがあり得るためである。 

 

第９ 新たな規定に係る動産担保権の目的物の評価・処分又は引渡しのための担保

権者の権限及び手続 

１ 評価・処分に必要な行為の受忍義務 

新たな規定に係る動産担保権の被担保債権について不履行があった場合に

おいて、担保権者が目的物の評価又は処分に必要な行為をしようとするとき

は、設定者は、これを拒むことができない（注）。 

（注） 設定者は、受忍義務に加えて、目的物の評価のために必要な情報を提供す

る義務を負うものとする考え方がある。 

【意見】 

賛成する。 

（注）について、情報提供義務までは不要である。 

なお、情報提供義務については、集合動産を目的とする担保権の場合等、担保権

者が担保目的物の価値を適切に把握するために重要であるとして、必要とする意見

もあった。 

【理由】 

被担保債権の弁済期を経過すれば担保権者はいつでも譲渡担保権の実行ができる

のであるから、設定者に受忍義務を課しても不当ではない。また、担保権者とし

て、簡易迅速な引渡し方法があるとしても、清算金見積額を供託することが必要

で、その見積額の主張立証は必要となるから、担保権者としても一定の評価をする

必要がある。 

ただ、情報提供義務について、特に誠実評価制度を導入するのであれば、必要性

は理解できなくもないが、誠実評価制度を導入しないのであれば、情報提供義務ま

では不要である。特に倒産時に管財人にこのような義務を課すのは合理的ではない

ため、設定者の法定の義務としては不要である。 

 

２ 実行完了前の保全処分 

新たな規定に係る動産担保権の被担保債権について不履行があった場合に

おいて、設定者又は占有者が、目的物の価格を減少させる行為若しくは実行

を困難にする行為をし、又はこれらの行為をするおそれがあるときは、裁判
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所は、担保権者の申立てにより、次に掲げる保全処分又は公示保全処分を命

ずることができるものとする。 

(1) 設定者又は占有者に対し、価格を減少させ、若しくは実行を困難にす

る行為を禁止し、又は一定の行為をすることを命ずること 

(2) 設定者又は占有者に対し、執行官への引渡しを命ずること及び執行官

に目的物の保管をさせること 

(3) 設定者又は占有者に対し、占有の移転を禁止することを命じ、その使

用を許すこと 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

動産譲渡担保権を法制化し、これを使いやすくＡＢＬの発展につなげるために

は、動産が処分や隠匿等が容易であることをふまえて、できるだけ簡易な手続によ

る保全処分や引渡の実現を可能とすることが必要である。 

価格減少行為がなされるおそれがあるときに保全処分が必要なことは当然であ

る。 

 

３ 簡易迅速な目的物の引渡しを実現する方法 

新たな規定に係る動産担保権の被担保債権について不履行があったとき

は、裁判所は、【担保権者が帰属清算の通知（担保権者が評価した目的物の

価額が被担保債権額を超える場合にあっては、これに加えて清算金の提供

等）又は第三者に対する目的物の処分をするまでの間／目的物の評価又は処

分のために必要があるときは】、担保権者の申立てにより、清算金の見積額

を供託させて、設定者又は目的物の占有者に対し、目的物を担保権者に引き

渡すべき旨を命ずることができるものとする。 

【意見】 

賛成する。 

「担保権者が帰属清算の通知等又は第三者に対する目的物の処分をするまでの

間」を要件とすべきである。 

念のため、民事執行法 55 条４項と同様の担保提供をさせることができる旨を明

示するべきである。 

なお、設定者の事業再生への悪影響が大きく、また、通常の所有権に基づく返還

請求等の場合よりも簡易な手続を設ける根拠が不明であるとして、この提案に反対
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する意見もあった。 

【理由】 

１ 提案に賛成する理由 

 動産譲渡担保権を法制化し、これを使いやすくＡＢＬの発展につなげるため

には、動産が処分や隠匿等が容易であることをふまえて、できるだけ簡易迅速

な手続による保全処分や引渡の実現を可能とすることが必要である。 

 現在はＡＢＬに積極的ではない金融機関がＡＢＬを利用し、中小企業にとっ

ての金融手段を拡充していくためには、担保権の実行手段として現行法よりも

担保権者にとって便利なものが必要である。ＡＢＬの拡充のためには、金融機

関が動産等を高く評価し、その評価額に準じた融資ができる体制を構築すべき

であるが、そのためには、確実で簡易な実行方法が用意されていることが必要

である。 

ＡＢＬによる中小企業金融が広がっていくとすれば、中小企業にとって、よ

り事業発展や事業継続の機会が確保できる。担保権者に便利な制度を設けるこ

とが、ひいては中小企業の融資機会を拡大することにつながるのであり、それ

は中小企業のためになる制度といえる。 

 そもそも帰属清算をするためには、目的物を担保権者が自ら適正に評価する

ことが必要であるが、そのためには目的物の引渡しを受けることが現実的であ

る。また、処分清算のときには、設定者が全面的に協力すれば別として、協力

がないときに、売主（担保権者）の手元にない動産を、第三者が適正な金額で

購入することは考えにくいので、担保権者が適正な金額で処分するためには、

処分の前に自ら目的物を占有していることが必要である。 

 そして、帰属清算にせよ、処分清算にせよ、設定者にとって、適正な金額で

評価されたり、適正な金額で第三者に処分される方が、被担保債権への充当額

や清算金の金額が適正なものになるのであって、不利益はない。しかも、適正

な金額での評価や処分ができる制度を作ることで、目的物の評価額を巡る無用

な紛争を防止することができる。 

 また、このような簡易迅速な方法での引渡しの制度がなく、現行法の断行の

仮処分のように厳しい要件でしか保全処分による引渡しができないとすれば、

通常の事案では保全処分によって引渡しを受けることができず、帰属清算をす

ることでしか引渡しを受けることができないことになる。そして、帰属清算通

知によって引渡しを受けるためには目的物の価額との差額の清算金を（あるい

は担保権者による評価額との差額の金額を）支払う必要があるが、目的物の引

渡しを受けてみたら、大きな欠陥があって想定していた評価額より著しく低い
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ということはあり得る。 

 一方、厳しい要件を満たすことなく清算金見積額の供託によって引渡しを受

けられるとすれば、担保権者は、引渡しを受けた後に目的物の評価額が著しく

低いことがわかったとしても、供託金を取り戻すことができ、設定者に過分に

支払いをしてしまうというリスクはない。 

 また、設定者側からしても、審尋によって目的物の評価額について主張立証

をすることができ、適正な金額の見積額が供託されることによって、清算金の

支払いを確保することができる。 

 このような事情からすると、譲渡担保権を法制度化するにあたって、この簡

易迅速な引渡方法を法制度化することが必要である。 

 なお、設定者にとっての負担が大きい面はあるので、設定者の審尋手続を必

要とするべきである。隠匿や費消のおそれがあるケースでは、第９の２の保全

処分によって対応するべきものとし（無審尋での保全処分が可能となる。）、

ここでは全件審尋が必要とするべきである（このように審尋の機会を必要的に

設けることで、設定者にとって現実の引渡しまでに時間を持つことができ、受

戻しの機会や民事再生の申立による対抗の時間を確保することができる。）。 

また、被担保債権の不存在や弁済期未到来などの違法執行（保全処分）のた

め、担保を立てさせることができる旨を明示しておくべきである。 

 

４ 実行終了後に目的物の引渡しを実現する方法 

裁判所は、帰属清算の通知（担保権者が評価した目的物の価額が被担保債

権額を超える場合にあっては、これに加えて清算金の提供等）をした担保権

者又は目的物の処分を受けた第三者（以下「担保権者等」という。）の申立

てにより、設定者又は目的物の占有者に対し、目的物を担保権者等に引き渡

すべき旨（担保権者が評価した目的物の価額が被担保債権額を超えるときに

あっては、その超える額に相当する金銭の支払と引換えに目的物を担保権者

等に引き渡すべき旨）を命ずることができるものとする。 

【意見】 

同時履行関係について目的物の価額との差額を基準とし、簡易迅速な引渡方法を

認めることを前提に、反対する。 

【理由】 

同時履行関係に立つのが目的物の客観的な価額とするときには、その客観的な価

額がいくらであって、引換給付の対象となる金額は訴訟手続の中で確定するべき事

柄である。 
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担保権者にとって、早期に引渡しを受ける方法としては、実行を完了させずに３

の簡易迅速な引渡方法によって実現することができ、完了後の引渡命令の制度が必

要とはいえない。 

仮に提案のように担保権者の評価額との差額の支払いと引き換えで引渡しが命じ

られるとすれば、担保権者は低めの評価しかせず、同時履行による清算金の確保手

段としては不十分である。 

 

第１０ 同一の動産に複数の新たな規定に係る動産担保権が設定された場合の取扱 

   い 

１ 劣後担保権者による私的実行の可否及び要件 

新たな規定に係る動産担保権が同一の動産について複数設定されている

ときは、担保権者は、優先する全ての担保権者の同意を得た場合に限り、

私的実行をすることができるものとする。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

担保権実行のバリエーションの一つとして、劣後担保権者の担保権実行を認める

のであれば、優先する全ての担保権者の同意を必要とすべきである。（最優先担保

権者の同意のみで足りるのであれば、それは最優先担保権者による授権に基づく担

保権実行に過ぎず、「劣後担保権者による実行」というバリエーションを認めたこ

とにはならない。） 

 

２ 優先担保権者の同意なくされた劣後担保権者による私的実行の効果 

前記１の同意なくされた劣後担保権者による私的実行の効果については、

次のいずれかの案によるものとする。 

【案 10.2.1】 

前記１の同意なくされた劣後担保権者による私的実行は、その効力を生じ

ないものとする。 

【案 10.2.2】 

劣後担保権者が前記１の同意なく帰属清算方式又は処分清算方式による私

的実行をしたときは、劣後担保権者又は第三者は、優先担保権の負担のある

目的物の所有権を取得するものとする。 

【意見】 

【案 10.2.1】に賛成する。 
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【理由】 

権利関係が複雑になることは避けるべきである。 

また、私的実行により目的物の所有権が移転するのは私的実行者に私的実行権限

があるからであり、要件を満たさない私的実行は無権限者による私的実行であるか

ら所有権移転の効果も生じないと考えるべきである。 

 

３ 新たな規定に係る動産担保権の私的実行に当たっての他の担保権者への通知 

新たな規定に係る動産担保権の担保権者又は設定者が私的実行に当たって

とらなければならない手続については、次のいずれかの案によるものとす

る。 

【案 10.3.1】 

新たな規定に係る動産担保権の担保権者は、私的実行に着手したときは、

遅滞なく、その設定者に対して担保権を有する旨の動産譲渡登記を備えてい

る全ての者に対して、その旨の通知をしなければならないものとする。この

場合において、その通知は、通知を受ける者の【登記簿上の住所又は事務所

／あらかじめ登記所に届け出た連絡先】に宛てて発すれば足りるものとす

る。（関連担保目録制度を導入しない【案 7.1.1】を前提とする。） 

【案 10.3.2】 

新たな規定に係る動産担保権の担保権者は、私的実行に着手したときは、

遅滞なく、その担保権に係る動産譲渡登記の関連担保目録上においてその担

保権に【関連する／後れる】担保権を有する者【（私的実行に着手した担保

権者の担保権が動産譲渡登記を備えていないときにあっては、その設定者に

対して担保権を有する旨の動産譲渡登記を備えている全ての者）】に対し

て、その旨の通知をしなければならないものとする。この場合において、そ

の通知は、通知を受ける者の【登記簿上の住所又は事務所／あらかじめ登記

所に届け出た連絡先】に宛てて発すれば足りるものとする（関連担保目特制

度を導入する【案 7.1.2】を前提とする。）。 

【案 10.3.3】 

設定者は、新たな規定に係る動産担保権の担保権者から私的実行をする旨

又は私的実行をした旨の通知を受けたときは、遅滞なく、【劣後担保権者／

その他の担保権者】に対してその旨の通知をしなければならないものとす

る。 

【意見】 

１ 【案 10.3.2】をベース(関連担保目録制度を導入することを前提とし、通知
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するのは私的実行者）とする。 

２ 通知の範囲は「その担保権に関連する担保権」を有する者、とする。 

３ 登記を備えていない担保権者が実行に着手した場合には、その設定者に対し

て担保権を有する旨の動産譲渡登記を備えている全ての者に通知する義務を定

めることに賛成する。（ただし、狭義の留保所有権者は「登記を備えていない

担保権者」に入らず、通知義務もないという前提である。） 

４ 通知の発送先は「あらかじめ登記所に届け出た連絡先」とする。 

【理由】 

 １ 【案 10.3.1】・【案 10.3.2】か、【案 10.3.3】か（通知をする者は私的実

行者か設定者か）について 

確かに、通知によって他の担保権者の権利行使機会を保証する、との観点か

らは設定者が通知義務を負うとすることが整合的である。しかし、設定者に

は、自らが受領する清算金に対し他の担保権者が差押をする機会を保証するこ

とにメリットがなく、また設定者は私的実行について受動的立場に立っている

ため、通知義務を課しても実効性がない。私的実行を行う当事者である担保権

者が、私的実行の実行行為の一環として通知を行う、という整理がよいと考え

られる。 

なお、関連担保目録に記載された住所やメールアドレスに通知することと

し、通知を行うべきものの負担を軽減すべきである（自動的に通知がされると

いう方法が採られればなおよい。関連担保目録による関連付けをしなかったこ

と、目録の担保権者の住所やメールアドレス情報を更新しないことによる不利

益は、関連付けを行わず、または情報更新をしなかったそれぞれの担保権者が

負えばよい。）。 

２ 通知すべき他の担保権者の範囲について 

関連担保目録が必ずしも実体関係を正確に反映できない場合もあるとの前提

や、実体関係を正確に反映しているとしても、権利関係が複雑で直ちに理解す

ることが困難である可能性があることからすれば、担保権の順位について「後

れる」といった実体関係についての判断をせず、機械的に、関連担保目録によ

り関連付けられているか否かで判断すべきである（自動通知システムを採用す

るのであれば、なおさらである。）。 

３ 登記のない担保権者の私的実行に際しての通知義務について 

登記のない担保権については、そもそも登記がある担保権に劣後している可

能性も高い。そうすると、「清算金への差押機会の確保」といった趣旨だけで

なく、他の担保権者に対し「優先担保権者である自己の同意を欠いている」と
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して担保権実行を中断させる機会を与える趣旨でも、担保権実行の通知がなさ

れるべきである。また、登記を促進するという政策的観点から、このような

（面倒な）通知義務を課すこともやむを得ない（登記がある担保権者の私的実

行時の通知義務とは、やや意味合いが異なることになる。）。 

４ 通知の発送先について 

登記簿上の住所又は事務所の調査義務を通知者に負わせるべきではなく、住

所変更等に伴う通知先の変更は、通知を受ける側が届け出ておくべきである。

また、通知を受ける側にとっても、本店ではなく担当支店や担保権の管理部門

を届け出ることによって、そこに直接連絡を受けた方が機動的に対処すること

ができ利益がある。 

 

４ 担保権者間の分配方法についての合意内容の通知 

劣後担保権者が優先する担保権者の同意を得て私的実行をしたときは、各

担保権者の被担保債権は、目的物の客観的な価額の範囲でその優先順位に

従って消滅する。ただし、各担保権者間にこれと異なる合意が成立した場合

において、劣後担保権者が、帰属清算の通知（担保権者が評価した目的物の

価額が被担保債権額を超える場合にあっては、これに加えて清算金の提供

等）の到達又は第三者への目的物の処分後遅滞なく、設定者に対してその合

意の内容を通知したときは、この限りでない。 

【意見】 

賛成する。 

なお、法定充当と異なる配分にする場合には、設定者の同意も必要とすべきであ

るとの意見もあった。 

【理由】 

１ 本文について 

担保権者間に特段の合意がない場合の標準ルールは定めておくべきであり、

その内容として、目的物の客観的な価額の範囲でその優先順位に従って消滅す

るというのは妥当である。たとえば、民法上の債権者による充当指定の考え方

（民法第 488 条第２項、第３項）を参考として、後順位の担保権者が優先する

担保権者の同意を得て私的実行をした場合には、原則として優先順位に従って

法定充当がされるものとし、各担保権者間にこれと異なる合意が成立し、劣後

担保権者が設定者に対して充当指定の意思表示としてその合意の内容を通知し

た場合には、その合意の内容のとおり各被担保債権に対する充当の効果が発生

するものとすることが相当である。 
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２ ただし書について 

被担保債権にどのように充当されたかについて設定者は重大な利害関係を有

しており、標準ルールと異なる充当がされた場合は、設定者への通知がその効

力要件とされるべきである。 

 

第 11 新たな規定に係る集合動産担保権の実行 

１ 新たな規定に係る集合動産担保権の実行の手続 

新たな規定に係る集合動産担保権の実行について、次の規定を設けるもの

とする。 

(1) 新たな規定に係る集合動産担保権の私的実行をしようとするときは、

担保権者は、帰属清算の通知（担保権者が評価した目的物の価額が被担

保債権額を超える場合にあっては、これに加えて清算金の提供等）又は

第三者への目的物の処分に先立って、設定者に対し、担保を実行する旨

を通知しなければならない。 

(2) 上記(1)の通知が設定者に到達した後に集合動産に加入した動産に

は、担保権の効力は及ばない。ただし、その動産が上記(1)の通知が到

達した時点で集合動産の構成部分であった動産と分別して管理されてい

ないときは、この限りでない。 

(3) 上記(1)の通知が設定者に到達したときは、設定者は、その時点で集

合動産の構成部分であった動産の処分権限を失う。 

(4) 上記(1)の通知は、設定者の承諾を得なければ、撤回することができ

ない。 

(5) 上記(4)の撤回は、上記(1)の通知の時に遡ってその効力を生ずる。た

だし、第三者の権利を害することはできない。 

【意見】 

１ 実行通知の要否（(1)） 

賛成する。 

２ 実行通知の効果－新規加入物への担保権の効力は及ばない（(2)） 

  本文、ただし書のいずれについても賛成する。 

３ 実行通知の効果－設定者の処分権限の喪失（(3)） 

  賛成する。 

４ 実行通知の撤回の可否（⑷） 

  賛成する。ただし、実行のいかなる段階であれば撤回できるのかについても

定めるべきである。 
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５ 実行通知の撤回の効力（(5)） 

  賛成する。 

【理由】 

 １ 集合動産を目的とする担保権は、設定者に対し通常の営業の範囲における構

成部分の処分を許すとともに、新規加入物もあるため日々その構成部分が変動

していくことを特質とする。したがって、実行通知は、私的実行の対象となる

動産の範囲の確定のために必要である。 

 ２ 本文は、新規加入物を私的実行の対象とする合意を認めない趣旨であると解

される。新規加入物も私的実行の対象とすることを認めると、２の実行後に特

定範囲に加入した動産に対する再度実行を認めないことを潜脱する結果となる

ため、新規加入物に担保権の効力は及ばないとする本文に賛成である。 

   ただし書については、実行通知の到達と実際の引渡し等との間にタイムラグ

があり、新規加入物が混入して実行手続に支障が生じるという実務上生ずる問

題に対する対応として有効であり、賛成である。 

 ３ 実行通知は、私的実行の対象となる動産の範囲の確定のためにされるもので

あり、実行通知の効果として、それが設定者に到達したときは、設定者は集合

動産の構成部分であった動産の処分権限を失うとすることに賛成する。 

 ４ 設定者は、実行通知を受けたことにより、集合動産の構成部分であった動産

の処分権限を失うとともに、新規加入物については分別管理により実行の対象

外となるものと考えていたところ、担保権者による実行通知の一方的な撤回を

認めると、その間、集合動産の構成部分であった動産の処分を制限されるとと

もに、分別管理していた新規加入物について、再度の実行通知により、担保権

の効力が及ぼされるなど、不安定な立場に置かれることになる。 

 他方、私的実行がいったん開始されると撤回の余地がないというのは、裁判

所に対する各種担保権実行の申立てにおいて取下げが認められることと比べて

も硬直的にすぎ、設定者の意思にも必ずしも合致しないと考えられる。 

 したがって、設定者の承諾があれば、担保権者は実行通知を撤回することが

できるという規律とすることに賛成する。 

 もっとも、例えば、一部を既に実行完了した後に撤回できるとすると、設定

者の承諾を得ているとしても、これを繰り返すと、後順位担保権者の利益を害

することになる。そこで、実行のいかなる段階であれば撤回できるのかについ

ても定めるべきである。 

 ５ 設定者の承諾を得た実行通知の撤回を認めるとしても、新規加入物に対して

新たに利害関係を有する第三者との間で複雑な法律関係が生じ得る。そのた
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め、設定者の承諾による実行通知の撤回も、無制限に認めるべきではなく、第

三者の権利を害することはできないとの規律を設けることに賛成する。 

 

２ 実行後に特定範囲に加入した動産に対する再度実行の可否 

新たな規定に係る集合動産担保権の担保権者は、実行の時点で存在する構

成部分である動産全部について実行をした後に新たに特定範囲に加入した動

産に対して、当初の担保の効力が及んでいるものとして再度の実行をするこ

とはできないものとする（注）。 

（注） プロジェクト・ファイナンス等の現在の実務に影響を与えることがない

か、事業担保等の他の制度との関係にも留意しつつ、引き続き検討する。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

設定契約により定められた集合動産に担保権が設定されている場合、担保権者が

担保権の範囲として期待すべきは設定者の通常の営業の範囲内で処分されて加入し

た結果存在する集合物であり、当該集合物が１度すべて実行された以上は、その後

の新規加入物は、当初の担保権により想定された通常の営業の範囲を超えて加入し

てきたものといえ、担保の効力を及ぼすべきではない。 

なお、賛成する立場から、理由について以下のような意見もあった。 

「この問題は、実行方法そのものの問題ではなく、集合物を目的財産とする担保

権が一旦実行されても、その後に構成部分となった動産を含む集合物に担保権の実

体的な効力が更に及ぶという趣旨での累積的な担保権設定の合意をした場合に、そ

の合意内容のとおりの効力を認めるかどうかという問題といえる。 

確かに、プロジェクト・ファイナンスにおいては、所定の事業を実施するために

事業用の設備資金等をファイナンスし、事業の遂行に伴って生じるキャッシュフ

ローで長期的に分割返済するものとされているところ、ここでは、ファイナンス期

間にわたって発生したり入れ替わったりする動産に対して継続して担保権が及ぶこ

とが想定されているから、累積的な担保設定の合意の効力を認めるニーズは存す

る。 

しかしながら、このようなニーズは、プロジェクト・ファイナンスに限定された

ものであって、集合動産担保一般にそのようなニーズがあるとはいえない。 

これに加えて、以下の理由で、累積的な担保設定の合意の効力は認めるべきでは

ないものと考える。 

第１に、累積的な担保権設定を認めると担保権が強大になりすぎることや、濫用
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的な担保権者が現れるおそれがあること、第２に、担保権が一度実行されれば事業

継続が困難となるのが通常であるとすると、実行後に新たに実行の対象となる目的

物が生じることは期待できず、担保権者側もそれを認識しているから、再度実行を

認めることによって融資額が増えるとは考えにくく、これを認める必要性も乏しい

こと、第３に、担保実行の段階に至ると事業継続が困難となるのが通常であり、再

度実行まで認めるとすると設定者は対抗的に法的整理に入ることになることも想定

されるから、そうすると、再度実行を認める実益がなくなること、第４に、担保権

を一度実行した後に、事業を継続する局面では、任意売却などの形で、債務者の協

力を得て、必要な範囲で換価することができることが多いことなどである。 

もっとも、再度実行を禁止することによって、プロジェクト・ファイナンス等の

現在の実務に影響が生じることが懸念されることから、事業担保等の他の制度を利

用することができるものとすることによって現在の実務に影響が生じないようにす

る必要があることから、事業担保等の他の制度との関係にも留意しつつ、引き続き

検討する（注）には賛成する。」 

 

３ 集合動産の一部について実行がされた場合に固定化が生ずる範囲 

前記１(1)の通知の到達による前記１(2)及び(3)の効果は、その集合動産全

体について生ずるものとし、ただし、その通知において、【所在場所により

特定された範囲／種類、所在場所、量的範囲の指定その他の方法により特定

された範囲】を実行の対象として指定したときは、この限りでないものとす

る。 

【意見】 

前段について賛成する。 

後段について、実行通知において集合動産の一部を実行の対象として指定した場

合に、当該一部についてのみ実行通知の効果が生じる場合としては、所在場所によ

り特定された範囲を実行の対象として指定したときのみとするべきである。 

【理由】 

１ (1)前段について 

 仮に担保権者が担保の設定を受けた集合動産の一部についてのみ効果を持つ

ような実行通知が可能であるとすると、残部について、なお流動性を残存さ

せ、担保権者に有利な都合のよい時期に残部の実行通知による実行を認めるこ

ととなる。これは、再度実行を認めないことを潜脱する結果になりかねない。 

   したがって、原則として、かかる集合動産の一部についてのみ効果を持つよ

うな実行通知は認めるべきではなく、前段に賛成する。 
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   なお、実行通知により、その集合動産全体について実行通知の効力が生じた

場合であっても、その効力が生じる範囲とは別に、その集合動産の一部につい

てのみ私的実行することは、特段、妨げられないというべきである。被担保債

権額を大幅に超過する動産が存在し、過剰執行になることが明らかなときに、

かかる一部についてのみ私的実行をすることを許容することは、担保権者に

とっても、設定者にとっても有益である。また、例えば、私的実行の途中に、

見込んだ動産の量を超えたためにすべて搬出できない場合も考えられる。 

   そして、この一部実行後の残部について、改めて実行できるか否かは、実行

対象の特定の問題であり、残部について、それが実行通知による私的実行の対

象となる動産であることを特定できる限りは、実行も可能であると考えられ

る。 

２ (2)後段について 

   例えば、担保の目的物が地理的に離れている複数の保管場所に所在している

場合、各保管場所について同時に実行することは事実上困難であるなど、一方

の保管場所についてのみ実行を認める必要性は高い。 

この点、かかる場合は、契約の解釈又は担保権の成立の仕方として、流動性

の単位ごとに複数の担保が設定され、そのうちの一つが全部実行されたと理解

し、所在場所によって区別できる場合に関する規定を設ける必要性がないとの

考え方もあり得るが1、明らかに１つの設定契約において地理的に離れている

複数の保管場所に所在している集合動産を担保目的物としている場合におい

て、かかる解釈が可能であるのか疑問である。 

したがって、実行通知において、所在場所により特定された範囲を実行の対

象として指定したときは、当該一部についてのみ実行通知の効力が生じるとす

る考え方に賛成する。 

   これに対し、所在場所以外の要素によって他の部分と区別することができる

場合にも残部の流動性が維持されるとの考え方も示されているが、反対する。 

   この考え方は、例えば、優先担保権者が商品Ａを、劣後担保権者が倉庫Ｂを

それぞれ担保の目的としている状況下で優先担保権者が実行した場合におい

て、「倉庫Ｂ内の商品Ａ」と「倉庫Ｂ内の商品Ａ以外の物」を所在場所によっ

て区別することはできないから、倉庫Ｂ全体について実行通知の効果が生じて

しまうこととなるが、このような結論は劣後担保権者にとって不当であって、

この場合には「倉庫Ｂ内の商品Ａ」という担保の目的が重なり合っている範囲

 
1 部会資料 16 の 25 頁 10 行目～14 行目 
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で実行通知の効果が生じるとするのが結論としては妥当であるとするものであ

る。2 

   しかしながら、当該事例において、実行通知の効果が商品Ａ以外の物も含め

た倉庫Ｂ全体について生じてしまうことになるという前提が疑問である。優先

担保権者が担保の目的としているのは倉庫Ｂ内にあるあくまでも商品Ａであ

り、実行通知により、倉庫Ｂ内において流動性を失うのは商品Ａのみであっ

て、倉庫Ｂ内の商品Ａ以外の物についてまで流動性を失わせる理由はない。 

   むしろ、所在場所以外の要素によって他の部分と区別することができる場合

にも残部の流動性が維持されるとの考え方を採った場合には、前記(1)アで指

摘した再度実行を認めないことを潜脱する結果になりかねない。また、上記事

例で、固定化後にＡ商品が新規加入した場合には、さらに複雑な法律関係が生

じることになりかねない。 

   したがって、所在場所以外の要素によって他の部分と区別することができる

場合にも残部の流動性が維持されるとの考え方には、反対である。 

 

第 12 新たな規定に係る動産担保権の競売手続による実行等 

１ 新たな規定に係る動産担保権は、民事執行法第 190 条以下の規定に基づ

く競売によって実行することができるものとする。 

２ 新たな規定に係る動産担保権の担保権者は、設定者に対する他の債権者

が申し立てた動産に対する強制執行手続及び他の担保権者が申し立てた担

保権実行としての動産競売手続において、配当要求をすることができるも

のとする。 

３ 新たな規定に係る動産担保権の担保権者は、その担保権者に劣後する他

の担保権者又は一般債権者がその目的物を差し押さえたときは、その強制

執行の不許を求めるために、第三者異議の訴えを提起することができるも

のとし、ただし、目的物の価額が手続費用並びに第三者異議の訴えを提起

しようとする担保権者の債権及びこれに優先する債権の合計額を超えると

きは、この限りでないものとする（注）。 

４ 【執行官／差押債権者又は担保権者】は、強制執行手続又は担保権実行

としての動産競売手続に係る動産の差押えをしたときは、遅滞なく、その

執行債務者に対して担保権を有する旨の動産譲渡登記を備えている全ての

者に対し、その旨を通知しなければならないものとする。この場合におい

 
2 部会資料 22 の 17 頁 4 行目～14 行目。 
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て、その通知は、通知を受ける者の【登記簿上の住所又は事務所／あらか

じめ登記所に届け出た連絡先】に宛てて発すれば足りるものとする。 

５ 強制執行手続又は担保権実行としての動産競売手続において、その目的

である動産の上に存する先取特権、質権及び新たな規定に係る動産担保権

の帰趨については、次のいずれかの案によるものとする。 

【案 12.5.1】 

強制執行手続又は担保権実行としての動産競売手続において、その目的

である動産の上に存する先取特権、質権及び新たな規定に係る動産担保権

は、売却により全て消滅するものとする。 

【案 12.5.2】 

強制執行手続又は担保権実行としての動産競売手続において、その申立

てに係る担保権者の担保権、配当要求をした担保権者の担保権及びこれら

の担保権に劣後する担保権は、売却により消滅するものとし、買受人は、

その余の担保権の負担のある目的物の所有権を取得するものとする。 

（注） 劣後担保権者又は一般債権者が集合動産の構成部分である動産を差し押さ

えた場合に、同様の規律を適用するかどうかについては、更に検討する。 

【意見】 

１～３について賛成する。 

４ (1)通知の主体 

執行官又は執行裁判所とすべきである。 

(2)通知の時期 

   賛成する。 

（3）通知の相手方 

賛成する。 

（4）通知の送付先 

     あらかじめ登記所に届け出た連絡先とすることに賛成する。 

５ 【案 12.5.1】（消除主義）に賛成する。 

  なお、一般的に競売に参加して買い受ける人は無過失であることが大半で、

その場合には、即時取得が成立しうることから、これにより、買受人が現れな

くなるという問題はそれほど起こらない等として、【案 12.5.2】に賛成する

意見もあった。 

【理由】 

１ 法的実行は換価の公正さが担保されることから、一定のニーズが想定され

る。 
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２ 譲渡担保権者は実体法上の優先権を有しており、競売手続において優先弁済

を受けられてしかるべきである。 

３ 現行判例上認められており、否定しなければならない理由はない。 

 ４ (1) 通知の主体 

手続の安定を重視すべきである（不動産競売の場合は裁判所書記官が 

通知することも参照（民事執行法４９条２項））。執行官又は執行裁判

所を主体にしても、登記に従って形式的に通知を郵送するだけであり、

過大な負担とはいえない。 

(2) 通知の時期 

申立て時点とすると執行妨害の可能性があることから、差押え後とす 

ることに賛成する。 

（3）通知の相手方 

登記上、目的物が共通する担保権を必ずしも特定することができず、 

また、関連担保目録において、その優劣が必ずしも明らかでないのであ

れば、全員に対して通知せざるを得ない。 

（4）通知の送付先 

あらかじめ登記所に届け出た連絡先とすることに賛成する。手続上の 

負担を増大させるものでもなく、登記簿上の住所又は事務所に限定する

よりも、担保権者にとって便宜であると考えられる。 

５ (1) 優先担保権の負担付きの所有権しか取得できないとすれば買受人が現れ

なくなる。 

(2) 登記を備えている担保権者に対してその旨の通知がされるとすれば、登

記を備えた優先担保権者が配当を受けるための機会等は原則として確保さ

れる。他方、登記を備えていない優先担保権者は、通知を受けられず、結

果として配当を受けるための機会等が与えられないまま担保権を失うこと

も生じ得るが、登記を具備しなかった以上はやむを得ない（これにより登

記の利用が促進されると考えられる。）。 

 

第 13 質権の実行方法に関する見直しの要否 

動産質について流質契約の有効性を認めるか否かについては、次のいずれ

かの案によるものとする。 

【案 13.1】 

目的物の価額が被担保債権額を超える場合にその差額を清算させるなどの

設定者の利益を保護する措置を採るとともに、民法第 349 条を改正し、動産
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質について流質契約の有効性を認めるものとする。 

【案 13.2】 

質について流質契約の有効性を否定する民法第 349 条を維持するものとす

る。 

【意見】 

【案 13.2】に賛成である。流質を認める必要はない。 

【理由】 

譲渡担保の場合、通常設定者に占有があり、同時履行や留置権（あるいは簡易な

引渡し手続に対する清算金見積額の供託）によって清算金の支払いを確保できる。

一方質権は占有が質権者にあり、設定者に清算金確保の手段がない。 

動産譲渡担保と同様に考えることはできないし、設定者保護の観点から流質を認

める必要はない。 

 

第 14 所有権留保売買による留保所有権の実行 

所有権留保売買による留保所有権の実行方法として、前記第８、３及び４

の帰属清算方式及び処分清算方式による私的実行並びに前記第 12の民事執行

法の規定に基づく競売を認めるものとする。 

【意見】 

 賛成する。 

【理由】 

動産譲渡担保権の実行と同様の規律とすることにより、ルールを明確化する方向 

をすることが望ましいといえる。 

なお、留保所有権が実質的には担保権であることを捉えると、留保所有権の実行

には解除は不要であると解するべきである。 

 

第 15 債権譲渡担保権の実行 

1 債権譲渡担保権者による債権の取立て 

債権譲渡担保権者は、その目的である債権を直接に取り立てることができる

ものとする。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

実務上、債権譲渡担保においては、担保権者が直接取立てをすることが前提であ
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ることから、法制度としても直接取立てを認める必要がある。 

債権譲渡担保では、担保権者に債権が移転していることから、直接取立てを認め

ることに問題はない。 

 

２ 債権質権者及び債権譲渡担保権者の取立権限及び実行通知の要否 

(1) 債権譲渡担保権者の取立権限及び実行通知の要否については、次のいずれ

かの案によるものとする。 

【案 15.2.1.1】 

ア 債権譲渡担保権者が実行をしようとするときは、被担保債権について債務

不履行があった日以後に、権設定者に対し、担保権を実行する旨及び被担保債

権の額を通知しなければならないものとする。 

イ 上記アの通知が設定者に到達した時から、１週間が経過したときは、債権

譲渡担保権者は、前記１に従ってその目的である債権を直接に取り立て、又は

後記６に従って実行することができるものとする（注）。 

（注）1 週間の猶予期間を設けず、債権譲渡担保権者はアの通知が到達した時にその

目的である債権の取立て権限を取得するものとする考えが方がある。 

【案.15.2.1.2】 

被担保債権の債務不履行があったときは、債権譲渡担保権者は、前記１に従っ

てその目的である債権を直接に取立て、又は後記６に従って実行をすることが

できるものとする。 

(2) 債権質権者の取立て権限及び実行通知の要否については、次のいずれかの

案によるものとする。 

【案 15.2.2.1】 

上記(1)について【案 15.2.1.1】を採用する場合には、これと同様にする。 

【案 15.2.2.2】 

上記(1)についていずれの案を採用するかにかかわらず、現在の規律を維持す

る。 

【意見】 

(1)について、【案 15.2.1.2】に賛成する。ただし、設定者が実行を全く認識で

きない状況を避けるべく、通知することは要すると考える（実行の有効要件ではな

い。）。 

(2)について、【案 15.2.2.2】に賛成する。 

【理由】 
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(1)について、債務者（設定者）は、既に債務不履行の状態であることから、さ

らに受戻の機会を設けるために実行通知を要件とする必要はない。 

実務上は、既に債務不履行になっていたとしても、受戻の可能性を踏まえて実行

時期が判断されているので、実行通知を要件としなくても、不合理な結果になる可

能性は低い。 

担保権者による実行を設定者が全く認識できない事態を避けることが望ましいこ

とから、担保権者の設定者に対する情報提供義務として、実行通知を要するとする

べきである。 

【15.2.1.2】の（注）については、実行通知が到達した時点で初めて取立権限を

有すると解する点で、賛成できない。 

(2)について、債権質の実行にあたっては、実行通知は不要であると解されてい

る。 

 

３ 債権譲渡担保権の目的が金銭債権である場合に債権譲渡担保権者が取り立てる

ことができる範囲 

(1) 債権譲渡担保権者は、債権譲渡担保権の目的が金銭債権であるときは、そ

の全額を取り立てることができるものとする。 

(2) 民法第３６６条第２項を改め、債権質権者についても、質権の目的が金銭

債権である場合には、その全額を取り立てることができるものする。 

【意見】 

１ (1)について、賛成する。 

２ (2)について、反対する。 

  なお、(2)についても、第三債務者が取立てに際し債権質と債権譲渡担保を

区別して対応することを求められるのは負担になるとして、賛成する意見も

あった。 

【理由】 

１ (1)について、第三債務者は、被担保債権の額を正確に把握することは困難

であるから、担保権者が被担保債権額の範囲内のみの直接取立てしかできな

いとすると、第三債務者が実際の被担保債権の額よりも多い金額を支払って

しまう事態が生じうる。この場合、第三債務者は、民法４７８条によって保

護される場合もあるが、例えば、過失がある等して保護されない場合も生じ

うる。そこで、第三債務者保護の見地から、担保権者に担保債権全額の取り

立てを認めるべきである。 
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担保権者が、一つの被担保債権の担保のために複数の債権について譲 渡

担保を設定している場合、被担保債権額の範囲内のみの直接取立てしかでき

ないとすると、担保権者は複数の担保目的債権のうち、どの債権をいくら取

り立てることが可能か分からなくなる。 

担保権者に全額取立てを認めたとしても、担保権者が設定者に対する 清

算義務を負うのであれば、問題はない。 

２ (2)について、債権譲渡担保とは別に債権質を認めるのであれば、同じ規 

律にする必要はない。 

 

４ 債権譲渡担保権の目的である金銭債権の弁済期が被担保債権の弁済期前に 

到来した場合に、債権譲渡担保権者が請求することができる内容 

(1) 債権譲渡担保権の目的である金銭債権の弁済期が被担保債権の弁済期よ

りも先に到来する場合に、債権譲渡担保権者が請求することができる内容

について、次のいずれかの規定を設けるものとする。 

【案 15.4.1.1】 

債権譲渡担保権の目的である金銭債権の弁済期が到来したときは、債権譲

渡担保権者は、被担保債権の弁済期が到来する前であっても、目的債権を

直接に取り立てることができるものとする（注）。 

【案.15.4.1.2】 

債権譲渡担保権の目的である金銭債権の弁済期が被担保債権の弁済期前に

到来したときは、債権譲渡担保権者は、第三債務者にその弁済をすべき金

額を供託させることができるものとした上で、第三債務者は、対抗要件を

具備した債権譲渡担保権者に対する弁済その他の債務を消滅させる事由を

もって設定者に対抗することができるものとする（注）。 

(2) 債権質の目的である金銭債権の弁済期が被担保債権の弁済期よりも先に

到来する場合に、債権質権者が請求することができる内容については、次

のいずれかの案によるものとする。 

【案 15.4.2.1】 

上記(1)について【案 15.4.1.1】を採用する場合には、民法 366条第３項を

改め、これと同様とする。 

【案 15.4.2.2】 

上記(1)について【案 15.4.1.2】を採用する場合には、民法 366 条第３項を

改め、これと同様とする。 
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（注）第三債務者が債権譲渡担保権者に対して弁済した場合において、担保権の実効性を

確保するためのその金銭の処理方法については、引き続き検討する。 

【意見】 

 １ (1)について 

【案 15.4.1.2】に賛成する。 

２ (2)について 

いずれの案にも反対する。現行民法３６６条３項の規律を維持すべきである。 

なお、債権質についても債権譲渡担保と異なる扱いにする必要はないとして

【案 15.4.2.2】に賛成する意見もあった。 

３ （注）について 

（注）について、引き続きの検討に賛成する。第三債務者が、債務者対抗要

件を具備した担保権者に弁済した場合において、担保権者が弁済を受けた金銭

の処理方法については、①被担保債権の弁済期前に取り立てた金銭を被担保債

権に充当することはできない、②担保権者は取り立てた金銭を設定者に返還す

る義務を負う、③この返還義務の弁済期は、被担保債権の弁済期までは到来し

ない、④被担保債権の弁済期においてこれを被担保債権に充当することができ

る、といった方法を制度化して規律すべきである。 

【理由】 

１ 債権譲渡担保について 

(1) 【案 15.4.1.2】に賛成する理由 

担保という性質から、被担保債権の弁済期が到来していない段階では実行

できないことを原則とすべきである。また、現行法上債権質について供託請求

のみが認められているところ、この方法によれば担保権者に不利益を与えずに

担保権の効力を維持することができる以上、債権を目的とする譲渡担保におい

ても同様の規律を設ければ足りる。 

第三債務者との関係では、担保権者が真の債権者であると信じ、又は、被担

保債権の弁済期が既に到来していて担保権者に取立権があると信じて、担保権

者に弁済してしまう場合も想定しうるところ、第三債務者は担保権者と設定者

との法律関係という無関係の事情に巻き込まれた立場にあることからすると、

その主観的事情の主張立証を要せずに第三債務者を保護すべきと考えられる。

そのため、第三債務者が、債務者対抗要件を具備する譲渡担保権者に目的債権
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を弁済した場合には、この弁済をもって設定者に対抗することができるとする

ことに支障はない。 

(2) 【案 15.4.1.1】に反対の理由 

上記【案 15.4.1.2】との違いは、①原則として供託させられるにすぎない

か、②第三債務者が、債務者対抗要件を具備していない担保権者への直接弁

済を認めるか、という点にあると考えられる。 

【案 15.4.1.1】のように原則として直接の取立てを認めることは、担保

としての性質から逸脱し、理論的な説明が困難である。 

債権譲渡担保の目的債権の弁済期が被担保債権の弁済期前に到来した場合

に、担保の目的物が滅失することを根拠として、担保権者が取り立てた金銭

を弁済期到来前の被担保債権に充当することまで認めることは、担保の性質

からの逸脱が大きいといえる。 

仮に第三債務者が担保権者に対して弁済した場合に、担保権の実効性確保

の方策を検討したところで、担保権者にその金銭管理を委ねることになれば、

相殺による事実上の優先弁済効を認める結果を招きうる。そうすれば、担保

権者の保護に厚くなりすぎる。そもそも債務者対抗要件を具備しておらず、

被担保債権の弁済期未到来の担保権者に対してまで直接の弁済を認める必要

性はないと考えられる。 

 (3) 集合債権譲渡担保の場合にどうか 

    集合債権譲渡担保が設定された場合、この規律の適用をどう考えるか。た

とえば設定者が通常の営業の範囲で第三債務者から継続して支払いを受けて

いたが、目的債権の弁済期が到来した場合に、被担保債権の弁済期が到来し

ていないにもかかわらず、譲渡担保権者による直接取立てまたは供託請求が

できるとしてよいか、といった問題がある。 

集合債権を目的とする担保権は、①担保権者への債権譲渡がされた旨の第

三債務者への通知を留保しておき、実行段階で通知をする類型（実行着手ま

では第三債務者に対する債務者対抗要件を具備しない／債務者対抗要件実行

時具備型）と、②譲渡担保権設定契約と同時に、債権譲渡がされた旨の通知

を行ったうえで、その取立権限を設定者に付与する類型（担保設定段階で第

三債務者に対する債務者対抗要件を具備する。／債務者対抗要件先行具備型。

なお、この場合には設定時に債権譲渡の通知とともに取立委任の通知をして

おく。）があると考えられる。 

    ①の場合には、第三債務者は、設定者を債権者として認識している（担保

権者を債権者として認識していない）以上、設定者による目的債権の取立てに
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応じるしかない。担保権者として、被担保債権の債務不履行後、第三債務者へ

の通知によって債務者対抗要件を具備することによってはじめて、第三債務者

は担保権者の存在を認識するに至り、また設定者は取立権を失って、担保権者

が目的債権の取立権を有することになる。 

②の場合には、第三債務者は、担保権者を債権者として認識しつつ、担保権

者の設定者への取立権限付与を理由に、設定者による目的債権の取立てに応じ

ることとなる。担保権者は、被担保債権の債務不履行後、設定者に対する取立

委任を解除することによって、設定者から担保権者に取立権限が移ることとな

り、その旨を第三債務者に通知することになる。 

上記いずれの類型でも、もとより担保権者が目的債権の弁済期の到来を所与

の前提として、設定者による取立てを容認している以上、目的債権の弁済期が

到来したという理由をもって、債務者対抗要件を具備する、あるいは、設定者

への取立委任を解除する、といった事態は想定し難い。 

そのため、集合債権譲渡担保の場合にも、特別な規律を設ける必要はない。 

２ 債権質について 

民法第３６６条第３項の規律を維持すべきである。 

債権質については、譲渡担保と異なり、債務者対抗要件の通知において債権質

であることが明らかにされれば、少なくとも真正譲渡と誤解するという事態は考

え難い。第三債務者としては、弁済義務があるか供託義務があるかに留意して行

動することが期待できると考えられる。そこで、第三債務者は、対抗要件を具備

した担保権者に対する弁済その他の債務を消滅させる事由をもって設定者に対抗

することができるとの規律を設ける必要性はない。 

この点について、「第三債務者は、担保権者が真の債権者であると信じ、又は

被担保債権の弁済期が既に到来していて担保権者に取立権があると信じて、担保

権者に対する弁済をすることがあり得るところ、この場合の第三債務者の保護を

無過失を要求する民法第４７８条のみに委ねるとすれば第三債務者の保護に欠け

る」との指摘がある。 

しかし、上記のとおり、債権質の性質からすれば、「担保権者が真の債権者と

信じる」、または、「担保権者に取立権があると信じる」ということはほとんど

想定しえず、仮にあるとしても民法第４７８条の規律により保護することで足り

る。 

３ （注）について 

上記１について【案 15.4.1.2】によるとしても、第三債務者が対抗要件を具

備した担保権者に対して譲渡担保の目的である金銭債権を弁済した場合に、担保
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権者が取り立てた金銭を弁済期到来前の被担保債権に充当できないとすれば、そ

こでの金銭の処理方法を検討する必要がある。 

この処理方法として、①被担保債権の弁済期前に取り立てた金銭を被担保債権

に充当することはできない、②担保権者は取り立てた金銭を設定者に返還する義

務を負う、③この返還義務の弁済期は、被担保債権の弁済期まで到来しない、④

被担保債権の弁済期においてこれを被担保債権に充当することができる、といっ

た規律が考えられる。 

 

５ 債権譲渡担保権の目的が非金銭債権である場合の実行方法 

債権譲渡担保権の目的が非金銭債権である場合に、債権譲渡担保権者は、弁

済として受けた物について【譲渡担保権(新たな規定に係る動産担保権)／動産

質権】を有するものとする。 

【意見】 

賛成する。【】については「譲渡担保権（新たな規定に係る担保権）」としたう

え、設定者の使用収益権限を排除して、担保権者が引き続き受領した物を占有する

ことができるとの規定を設けるべきである。 

【理由】 

規律を設けることに異論はない。 

担保権者が弁済とした受けた物の性質について、動産質権につき、流質に関する

規律を設けて処分を認めることにすれば、とくに問題ないようにも思われる。しか

し、そもそも動産質権につき流質に関する規律を設けるべきかどうかには疑問があ

る（上記第１３の意見のとおり。）。 

一方、「譲渡担保権（新たな規定に係る担保権）」を取得するとした場合には、

担保権者に使用収益権原が認められるのかが問題となりうるが、この点については、

設定者の使用収益権限を排除して、担保権者が引き続き受領した物を占有すること

ができるとする規定を設けることで対応可能であると考えられる。 

 

６ 直接の取立て以外の私的実行方法 

(1) 債権譲渡担保権者は、目的債権を直接取り立てる方法によるほか、帰属

清算方式又は処分清算方式の私的実行をすることができるものとする。 

(2) 債権譲渡担保権を民事執行法第 193 条の規定に基づく債権執行によって

実行することができる物とするか否かについては、引き続き検討する。 

【意見】 

１ (1)について、私的実行を認める方向に賛成する。そのうえで、それぞれの
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清算方法について検討されるべきである。 

２ (2)について、賛成する。 

【理由】 

１ (1)について 

とくに私的実行を認める方向には賛成するが、それぞれの清算方法について

検討する必要がある。 

２ (2)について 

仮に後順位債権譲渡担保の設定を可能とした場合には、民事執行法上の債権

執行手続が配当手続の整備された手続であるから、劣後担保権者は優先担保権

者の同意がなくとも同法上の債権執行手続による実行をすることができるとい

う利点がある。また、動産について新たな規定に係る担保権の競売手続による

実行を認めることからも、同法上の債権執行手続による実行を認めるのが整合

的である。 

この点について、後順位債権譲渡担保が設定された場合において、目的債権

は優先債権譲渡担保権者に帰属していると考えるのであれば、やはり劣後債権

譲渡担保権者は設定者を執行債務者として目的債権を差し押さえたとしても、

いわゆる空振りとなり、執行手続を進行させることはできないとの考えもある。

しかし、あくまで目的債権は担保の目的で優先債権譲渡担保権者に帰属するに

すぎないとすれば、差押えが空振りになるとする必要性はないと考えられる。 

ただし、第三債務者からすれば、真正譲渡と債権譲渡担保を的確に区別する

ことは困難であるため、真正譲渡の場合には債権執行手続が空振りとなる一方、

債権譲渡担保の場合には債権執行手続は空振りとならないということになれば、

第三債務者の負担を増加させるともいえるが、この点については民執法上の執

行手続において手当てされるべきである。 

 

７ 集合債権を目的とする譲渡担保権の実行 

集合債権を目的とする譲渡担保権の私的実行については、特別な規定を設け

ないものとする。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

現行法のいわゆる集合債権譲渡担保について、個々の債権が一物としての「集合

債権」を介することなく直接譲渡の対象になるとの理解を前提に、集合債権が担保

目的で譲渡された場合であっても、個々の債権について個別に直接取立てによる実
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行を行えば足りる。 

そのため、特別な規定を設けないとすることについて、特に異論はない。 

 

第４章 担保権の倒産手続における取扱い 

第 16 別除権としての取扱い 

破産手続及び再生手続において、新たな規定に係る担保権を有する者を別

除権者（破産法第２条第 10 項、民事再生法第 53 条）として、更生手続にお

いて、新たな規定に係る担保権の被担保債権を有する者を更生担保権者（会

社更生法第２条第 11 項）として、それぞれ扱うものとする。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

現行法の理解とも整合するものであり合理的である。実務上も、破産・再生手続

上は別除権者として、更生手続上は更生担保権者として処遇されており、また、判

例でも、所有権留保について再生手続上別除権として扱われることを前提とした判

断をしたもの（最判平成２２年６月４日民集６４巻４号１１０７頁）や、譲渡担保

権者が更生手続上更生担保権者として扱われるとしたもの（最判昭和４１年４月 

２８日民集２０巻４号９００頁）がある。 

 

第 17 担保権実行手続中止命令に関する規律 

１ 担保権実行手続中止命令の適用の有無 

(1) 新たな規定に係る担保権の実行手続（私的実行手続を含む。下記

(2)において同じ。）を民事再生法上の担保権実行手続中止命令

（同法第 31 条）の対象とする。 

(2) 新たな規定に係る担保権の実行手続を会社更生法、会社法及び外

国倒産処理手続の承認援助に関する法律に基づく担保権実行手続中

止命令（会社更生法第 24条、会社法第 516条及び外国倒産処理手続

の承認援助に関する法律第 27 条）の対象とする。 

(3) 債権質の実行手続（私的実行手続を含む。）を上記(1)及び(2)の

手続の対象とする（注）。 

（注） 契約による質物の処分を可能とする場合には、当該処分を(1)及び(2)に規

定する担保権実行手続中止命令の対象とするかも問題となる。 

【意見】 

(1)から(3)につきいずれも賛成する。 



72 

(3)の（注）については、契約による質物の処分を可能とする場合には、当該処 

分を(1)及び(2)に規定する担保権実行手続中止命令の対象とすべきである。 

【理由】 

別除権協定に向けた時間を確保するという担保権実行手続中止命令の趣旨は、新

たな規定に係る担保権の実行方法を問わず、（再建型）倒産手続の種別を問わずに

妥当するため、(1)(2)の提案に賛成する。 

また、債権譲渡担保権に類似する債権質権の実行手続、動産譲渡担保権に類似す

る契約による質物の処分の場合にも上記の趣旨は妥当するため、(3)に賛成であ

り、当該処分を(1)及び(2)に規定する担保権実行手続中止命令の対象とすべきであ

る。 

 

２ 担保権実行手続禁止命令 

(1) 再生手続において、新たな規定に係る担保権の【実行手続／私的実行

手続】を対象とする、実行手続の開始前に発令される担保権実行手続禁

止命令の規定を設けるものとする（注１）。 

(2) 新たな規定に係る担保権についての再生手続における担保権実行手続

中止命令及び担保権実行手続禁止命令の要件は、現行の担保権実行手続

中止命令と同様とする。 

(3) 更生手続、特別清算手続及び承認援助手続において、上記(1)と同様

に、新たな規定に係る担保権の【実行手続／私的実行手続】を対象とす

る、実行手続の開始前に発令される担保権実行手続禁止命令の規定を設

けるものとする（注１）。 

(4) 新たな規定に係る担保権についての更生手続、特別清算手続及び承認

援助手続における担保権実行手続中止命令及び担保権実行手続禁止命令

の要件は、現行の担保権実行手続中止命令と同様とする。 

(5) 債権質の【実行手続／直接取立てによる実行】を上記(1)及び(3)の手

続の対象とする（注２）。 

（注１） 担保権実行手続禁止命令の対象となる手続に関しては、担保権実行手続

中止命令と担保権実行手続禁止命令とを区別しない形で法制化すべきとい

う考え方がある。 

（注２） 契約による質物の処分を可能とする場合には、当該処分を上記(1)及び

(3)に規定する担保権実行手続禁止命令の対象とするかも問題となる。 

【意見】 

本文につきいずれも賛成する。【】の点はいずれも「実行手続」とすべきであ
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る。 

（注 1）については、担保権実行手続中止命令と担保権実行手続禁止命令とを区

別しない形で法制化すべきである。 

（注 2）契約による質物の処分を可能とする場合には、当該処分を(1)及び(3)に

規定する担保権実行手続禁止命令の対象とすべきである。 

【理由】 

１ 本文について 

民事執行法による競売手続についても、禁止命令の対象とすべきである。確

かに、競売手続中であれば中止命令を申立てる時間的な猶予があることが多い

と思われるが、禁止命令後、担保権者が競売を申立てた場合、わざわざ新たに

中止命令を申立てる必要が生じてしまい、無駄に手続的コストが発生してしま

う。また、少なくとも不当な損害が生じないことが要件とされる以上、担保権

者の保護に欠けるものでもない。 

２ 注１について 

禁止命令が必要であることは、比較的短時間に実行が完了してしまう私的実

行からすれば明らかである。禁止命令は実質的に中止命令と同じ効果を持つも

のであるから、その要件も中止命令と同じでよい。債務者としても、中止命

令・禁止命令の申立てについては１つの手続でなしうるものとしておかない

と、禁止命令申立後発令前に担保権者が実行に着手した場合（あるいは中止命

令申立後発令前に担保権者が実行に着手していなかった場合）、債務者側が、

再度の申立てや申立の趣旨の変更等の手続を行うことを強いられるが、これに

よって担保権者の利益が保護されるというものでもなく、不合理である。 

３ 注２について 

動産譲渡担保権に類似する契約による質物の処分の場合にも禁止命令を要す

る趣旨は同様に妥当する。 

 

３ 担保権実行手続中止命令等を発令することができる時期の終期 

担保権実行手続中止命令又は前記２に規定する担保権実行手続禁止命令の

うち、新たな規定に係る担保権の私的実行に係るものについては、被担保債

権に係る債務が消滅する時までにしなければならないものとする（注）。ま

た、債権質の取立てに係る担保権実行手続中止命令又は前記２に規定する担

保権実行手続禁止命令についても同様の規定を設けるものとする。 

（注） 新たな規定に係る動産担保権については、被担保債権に係る債務の消滅後

も、担保目的動産が担保権者に引き渡されるまでの間設定者による担保目的
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動産の受戻しを認めつつ、被担保債権に係る債務の消滅時と担保目的動産の

担保権者への引渡し時のいずれか遅い方を担保権実行手続中止命令等の終期

とすべきという考え方がある。 

【意見】 

第１文については注の方向性に対して基本的に賛成である。第２文については賛

成する。 

なお、別除権協定締結のための時間の猶予という担保権実行手続中止命令の趣旨

からすれば、受戻権の消滅時までは担保権実行手続を中止・禁止できてしかるべき

であるとして、本文に反対したうえ（注）の考え方に賛成する意見もあった。 

【理由】 

新たな規定に係る担保権実行手続は早期迅速に行うことのできる制度とされるこ

とが想定される。他方で、債務者に対しては、事業の維持継続に必要不可欠な担保

目的物について、中止命令等を申し立てて受戻しに向けた協議を行う機会を確保す

べきである。 

処分清算の場合、目的物の現実の引渡前に担保権者が目的物を第三者に売却して

代金決済を行うことは通常考えられず、受戻しを認めても担保権者の利益を害する

ことはないと思われる。帰属清算の場合にも、現実の引渡前であれば受戻しを認め

ても、物の価値により弁済を受けるのか債務者から任意に弁済を受けるのかという

違いが生じるに過ぎないから、担保権者にとっては支障がないはずである。 

そのため、少なくとも担保権実行手続中止命令等の終期は、被担保債権に係る債

務の消滅時と担保目的動産の担保権者への引渡し時のいずれか遅い方とすべきであ

るという注の方向性に基本的には賛成である。ただし、帰属清算の場合の受戻権消

滅時期については、第９のとおり、帰属清算の通知等から４週間が経過したときま

たは現実の引渡しがなされたいずれか遅いときまでとすべきというのが当会の意見

であり、これを前提に、中止命令等の終期もそのときまでとすべきである。 

 

４ 担保権者の利益を保護するための手段 

担保権実行手続中止命令及び前記２に規定する担保権実行手続禁止命令

は、担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要な条件を付して発するこ

とができる。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

現行の実務でも条件が付されているところでありその裏付けを与えるものであり
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合理的である。 

 

５ 審尋の要否 

新たな規定に係る担保権の【実行手続／私的実行手続】（注１）に対する

担保権実行手続中止命令及び前記２に規定する担保権実行手続禁止命令は、

あらかじめ担保権者の意見を聴くことなく発することができ、ただし、あら

かじめ担保権者の意見を聴くことなくこれらの命令を発したときは、裁判所

は、発令の後に（注２）担保権者の意見を聴かなければならないものとす

る。 

（注１） 動産質及び債権質などの実行手続をも対象とすることが考えられる。 

（注２） 担保権者の意見を聴くべき時期の定め方（直ちに、速やかに、遅滞なく

など）については、引き続き検討する。 

【意見】 

本文に賛成。【】の点は「実行手続」とすべきである。 

（注 1）については、動産質権及び債権質権などの実行手続をも対象とすべきで

ある。 

（注 2）については、時期の定め方については引き続き検討することでよい

（「遅滞なく」という程度で良いのではないか）。 

【理由】 

実務の二段階発令方式を法制化するものであり賛成である。私的実行手続に限ら 

ず実行手続も含めるべきこと、譲渡担保と同様の機能を果たす動産質権及び債権質

権についても同じ規律に服させるべきことは既に述べたとおりである。 

 

６ 担保権実行手続中止命令等が発令された場合の弁済の効力 

債権譲渡担保権の実行に当たって担保権者が担保目的債権の取立権限を取

得したが、その後に担保権実行手続中止命令又は前記２に規定する担保権実

行手続禁止命令が発令された場合の弁済の効力等に関して、次のいずれかの

案によるものとする（注）。 

【案 17.6.1】 

担保権実行手続中止命令又は担保権実行手続禁止命令が発令された場合

にも、第三債務者が担保権者に対して弁済することは妨げられないものと

する。 

【案 17.6.2】 
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担保権実行手続中止命令又は担保権実行手続禁止命令が発令された場合

において、第三債務者がこれらが発令されたことを知っていたときは、担

保権者に対する債務消滅行為の効力を設定者に対抗することができないも

のとする。この場合において、第三債務者は、担保目的債権の全額に相当

する金銭を供託して、その債務を免れることができるものとする。 

（注） 債権質に基づき担保権者が担保目的債権の取立権限を取得したが、その後

に担保権実行中止命令又は前記 2 に規定する担保権実行禁止命令が発令され

た場合の弁済の効力等に関して規定を設ける必要があるかどうかについて、

引き続き検討する。 

【意見】 

 【案 17.6.2】に賛成する。 

引き続き検討するという（注）についても賛成である。 

【理由】 

案 17.6.1 は中止命令・禁止命令の効力が非常に弱まる。中止命令又は禁止命令

が発令されていることを知った第三債務者を保護する必要まではないはずであり、

第三債務者には供託権を与えれば十分である。 

なお、（注）に関しては引き続き検討することでよいが、債権譲渡担保権と同様

の機能を果たす債権質権についても同様の規律を設けるべきである。 

 

７ 担保権実行手続取消命令 

次のような担保権実行手続取消命令の規定を設けることについて、引き続

き検討する。 

(1) 裁判所は、新たな規定に係る集合動産担保権の実行通知がされた場合に

おいて、再生債権者の一般の利益に適合し、かつ、担保権者に不当な損害

を及ぼすおそれがない（注１、２）ときは、実行通知の効力を取り消すこ

とができるものとすること（注３）。 

(2) 裁判所は、集合債権を目的とする譲渡担保権が設定された場合における

設定者に対する取立権限の付与が解除された場合において、再生債権者の

一般の利益に適合し、かつ、担保権者に不当な損害を及ぼすおそれがない

（注１、２）ときは、取立権限の付与の解除の効力を取り消すことができ

るものとすること（注３） 

（注１） 再生債務者の事業の継続のために特に必要があると認めることや、担保

を立てさせることなどをも要件とすべきという考え方がある。 
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（注２） 担保権実行手続取消命令について、担保権実行手続中止命令及び担保権

実行手続禁止命令に関する前記４と同様に、担保権者に不当な損害を及ぼ

さないために必要な条件を付して発することができることとするかどうか

については、条件違反があった場合の効果などを踏まえて、引き続き検討

する。 

（注３） 担保権実行手続取消命令が発令された場合における第三債務者による弁

済の効力に関して、６のような規律を設けるべきかについては、引き続き

検討する。 

【意見】 

取消命令の制度を設けるべきである。 

（注 1）については、「事業継続のために特に必要である」という要件を要求し

てもよいが（内容が抽象的であるとして、これも不要とする意見もあった。）、担

保については「不当な損害を及さないために必要な条件」として検討すれば足りる

ため不要である。 

（注 2）については、担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要な条件を付

して発することができることとすべきである。 

（注 3）については、中止命令と同様の規律を設けるべきである。 

【理由】 

１ 本文について 

実行通知がされた場合、処分権限、取立権限を喪失してしまい、そのまま中

止命令を得たとしても債務者は担保目的物の継続利用が不可能となり、事業継

続が困難となる可能性がある。そのことは、別除権協定までの時間の猶予を与

えるという中止命令の趣旨に反するため、処分権限、取立権限を回復させる取

消命令の制度を設けることには賛成である。 

２ 注１について 

民事再生法26条3項と平仄を合わせて「事業継続のために特に必要である」

という要件を要求しても良いと思われる。担保を立てさせることについては

「不当な損害を及さないために必要な条件」として検討すれば足りるため不要

である。 

３ 注２について 

中止命令ですら条件を付して発することができるとするなら、取消命令でも

条件を付して発することができるとすることは必要である。 

４ 注３について 

中止命令と同様に、第三債務者による弁済の効力に関する規律を設けておか
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ないと、命令の効力が曖昧になりかねない。 

 

第 18 倒産手続開始申立特約の効力 

１ 設定者についての再生手続開始の申立て又は更生手続開始の申立てを理

由に（注）新たな規定に係る担保権の目的物を設定者に属しないものと

し、又は属しないものとする権利を担保権者に与える契約条項（新たな規

定に係る担保権の目的財産を設定者の責任財産から逸出させることになる

契約条項）は、無効とする。 

２ 設定者についての再生手続開始の申立て又は更生手続開始の申立てを理

由に設定者が新たな規定に係る担保権の目的の範囲に存する動産の処分権

限や債権の取立権限を喪失させる契約条項を無効とする旨の明文の規定を

設けるかどうかについて、引き続き検討する。 

（注） 再生手続開始の申立て又は更生手続開始の申立て以外を理由に前記１に

規定する効果を発生させる契約条項を無効とする旨の規定を設けるべきか

どうかについては、引き続き検討する。 

【意見】 

 １ 第１項について 

   賛成する。 

 ２ 第２項について 

   明文の規定を設ける方向で「引き続き検討する」ことに賛成する。 

   なお、民事再生等の手続による事業等の再生に支障を生じさせないよう明文

規定を設けるべきとの意見もあった。 

 ３ （注）について 

第１項及び第２項の契約条項については、破産手続開始申立てを理由とする

ものについても無効とする旨の明文の規定を設ける方向で「引き続き検討す

る」ことに賛成する。なお、破産手続においても、破産管財人により事業を継

続しながら目的財産を譲渡する必要性がある場合もあるとして、明文規定を設

けるべきとの意見もあった。 

【理由】 

１ 最高裁判例（最判昭和５７年３月３０日民集３６巻３号４８４頁、最判平成

２０年１２月１６日民集６２巻１０号２５６１頁）に照らした当然の帰結で

あって、担保取引に関する予見可能性を高める見地からも、かかる明文規定

を設けることが必要かつ適切である。 

２ 最高裁判例（最判昭和５７年３月３０日民集３６巻３号４８４頁、最判平成
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２０年１２月１６日民集６２巻１０号２５６１頁）の趣旨に照らしても、この

ような契約条項は無効であることが確認されるべきであって、担保取引に関す

る予見可能性を高める見地からも、明文規定を設けることが必要かつ適切であ

る（なお、このような条項は当然に無効であるため、明文規定は不要であると

の意見もあった。）。 

３ 倒産手続開始申立特約の効力の問題は、再生手続や更生手続による事業継続

の場合に限られるものではない。倒産手続開始申立特約の効力については、①

事業の継続又は再生に必要な資産を逸出させる点に問題があるだけでなく（な

お、破産手続の場合にも、事業継続する場合［破産法第３６条］には、必要な

資産が確保される必要がある。）、②当事者間の合意に基づく解除によって売

主に取戻権を発生させて特定債権者だけが完全な満足を受けるという不平等な

事態を防止する必要があることや、③契約を履行するかどうかに関する管財人

等の選択権を確保して倒産手続を円滑に遂行する必要があることとの関係で問

題があるといえる。これらに照らせば、破産手続の場合を含めて、第１項及び

第２項の契約条項の効力は否定されるべきであって、担保取引に関する予見可

能性を高める見地からも、明文規定を設けることが必要かつ適切である。 

なお、仮に再生手続開始の申立て又は更生手続開始の申立ての場合に限って

明文規定が設けられることとなった場合には、その反対解釈によって破産手続

開始申立てを理由とする契約条項が有効とされるものではなく、なお解釈に委

ねる趣旨であることが、部会資料や部会での審議（議事録）その他の方法に

よって明確化される必要がある。 

 

第 19 倒産手続開始後に生じ、又は取得した財産に対する担保権の効力 

１ 倒産手続の開始後に生じた債権に対する担保権の効力 

将来発生する債権を目的とする譲渡担保権の設定者について倒産手続

が開始された場合に、当該担保権の効力が、管財人又は再生債務者を当

事者とする契約上の地位に基づいて倒産手続開始後に発生した債権に及

ぶか否かについては、次の４案のいずれかによるものとする（注）。 

【案 19.1.1】 

倒産手続が開始された後に発生した債権にも無制限に担保権の効力

が及ぶ（なお、設定者は、担保権の効力が及ぶ債権について、倒産手

続の開始によっては、取立権限を失わない。）。 

【案 19.1.2】 

倒産手続が開始された後に発生した債権には担保権の効力が及ぶ
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が、優先権を行使することができるのは、倒産手続開始時に発生して

いた債権の評価額を限度とする（なお、設定者は、担保権の効力が及

ぶ債権について、倒産手続の開始によっては、取立権限を失わな

い。）。 

【案 19.1.3】 

倒産手続が開始された後に発生した債権であっても、担保権者が担

保権を実行するまでに発生したものには、担保権の効力が及ぶ（な

お、設定者は、担保権の効力が及ぶ債権について、倒産手続の開始に

よっては、取立権限を失わない。）。 

【案 19.1.4】 

倒産手続開始後に発生した債権には、担保権の効力は及ばない（な

お、設定者は、担保権の効力が及ぶ既発生の債権について、倒産手続

の開始によって取立権限を失う。）。 

（注） 目的債権の取立権限や目的債権の弁済又は対価として受けた金銭等の利用

権限等何らかの基準によって場合分けをし、それぞれについて異なる規律を

適用するという考え方がある。 

【意見】 

 【案 19.1.3】に賛成する。 

なお、【案 19.1.2】については、倒産手続開始時に発生していた債権の評価額

をどのように算定するのかという問題はあるものの、設定者は、倒産手続開始に

よっては担保権の効力が及ぶ債権について取立権限を失わず、事業継続のための運

転資金の確保が可能となり最も適当であるとして、賛成する意見もあった。 

【理由】 

将来債権譲渡担保の効力につき、公序良俗に反するような特段の事情のない限

り、担保契約の内容に即した効力を認め、担保契約によって特定される将来債権が

担保契約によって確定的に譲渡されているとの平時における判例理論を前提とする

と、倒産手続の開始後に発生する債権に対して担保の効力を制限する理論的な説明

が困難であり、倒産手続における担保権の効力を検討するための出発点としての考

え方は【案 19.1.1.1】であることになる。 

しかし、【案 19.1.1.1】の考え方を何らの制限も加えずに貫徹するならば、広

範な売掛金を担保に供していたような場合に、ひとたび担保権が実行されてしまう

と、（担保権の実行が取り消され設定者の取立権が回復される仕組みが創設され、

機能しない限り）設定者はその後にいかに事業努力によって売上を拡大し売掛金を

発生させようとも、被担保債権を完済しない限り、これを取立てて事業資金に充て
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る途がなくなり、事業再建は事実上完全に不可能となってしまう。設定者について

法的倒産手続が開始されているにもかかわらず、担保権の実行により事業再建の途

がほぼ必然的に絶たれるとするならば、そのような担保権の効力は過大であるもの

といわざるを得ないであろう。他方で、事業再建が不可能であるにもかかわらず、

担保権実行後も継続して売掛金を発生させ続けるような債務者は通常は存在しない

から、担保権者としても、担保権実行後に発生する債権に担保権の効力が及ぶこと

をもって得られる実際上のメリットはそれほど大きくなく、当該債権への担保権の

効力制限は正当化しやすいものといえる。以上によれば、集合債権を目的とする担

保権について、その効力に何らの制約も加えないことは再生手続・更生手続の趣旨

目的に反する結果となる場合があり、かかる場合には当該担保権につき倒産法的公

序に基づき、担保権実行後に発生する債権に原則として担保権の効力が及ばないも

のと解するのが妥当である。そして、立法に際してもその旨を明文化するのが望ま

しく、立法論として【案 19.1.1.3】の考え方が妥当である。 

【案 19.1.1.4】の考え方は、譲渡担保権の目的債権を集合財産論によって捉え

ることとしたうえで、倒産手続開始時をもって集合動産が「固定化」すると解する

場合と同様の結論となる（担保の範囲が倒産手続開始時において現存する債権に限

定されると解する。）ものである。有力説からは、設定者が譲渡することができる

のは設定者が処分権を有する債権に限られるところ、管財人等は設定者とは別個の

法的地位に立つから、倒産手続開始後に管財人等のもとで発生した債権には設定者

の処分権は及んでおらず、したがって譲渡担保権も及ばないとの説明がなされてい

る。しかし、管財人等の取引行為によって売掛債権が発生する場合は、事業譲受人

の行為による場合等と異なり、当該売掛債権は、設定者（倒産者）に帰属するもの

として発生するものと捉えざるを得ない。そして最判平成１０年２月１５日民集６

１巻１号２４３頁の立場からすると、管財人等の行為により発生し、同時に設定者

に帰属した債権は、設定者の特段の行為を要することなく当然に担保権者に取得さ

れるものであり、債権発生時点で設定者が設定者帰属財産全般について管理処分権

を有していないことが、担保権者による当該債権の取得の障害になると見ることも

できない。そうすると、管財人等が設定者と別個の法的地位に立つこと、および、

管財人等のもとで発生した債権に設定者の処分権が及んでいないことを前提として

も、管財人等の行為に基づき発生した債権に担保の効力が及ばないとの結論を導く

ことはできないものと解される。 

【案 19.1.1.2】は、【案 19.1.1.1】の考え方を基礎に、優先権を行使すること

ができるのは、倒産手続開始時に発生していた債権の評価額を限度とするとの規律

を加える点に特色がある。しかし、再生手続を前提とする場合に、なにゆえ担保権
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者が把握できる担保価値が、再生手続開始時に発生していた債権に限定されるのか

の理論的根拠が明らかでない。再生手続において担保権は別除権とされ、担保権者

は、原則として、再生手続開始後も任意の時期に担保権を実行することが許容され

ており、再生手続開始後に債権残高が増加することが見込まれるときはその増加後

に担保権実行をすることも倒産実体法的に可能なのである。にもかかわらず、担保

権者の価値把握が、手続開始時に発生していた債権の評価額に限定されるのは整合

性を欠くものといわざるを得ない。また、更生手続においても、更生担保権者は、

開始時における当該担保権の価額の限度で優先権が認められるはずである（会社更

生法 2 条 10 項）。集合債権を目的とする譲渡担保権の開始時の価額は、開始時に

発生していた債権額にほぼ等しい場合が多いものと考えられる。しかし、開始後に

債権残高が大きく増加することが相応に見込まれる場合等のように、開始時の価額

を、開始時債権残高より高額に評価することが相当である場合も十分にありうるも

のである。よって、常に開始時債権残高をもって評価すべきものとすることはその

根拠を欠くものといわざるを得ない。 

ところで、中間試案においては、倒産法に基づく担保権の効力制限ルールの適用

の開始時期を倒産手続開始時とすることが前提になっているように思われるが、倒

産手続開始申立後・手続開始までの間の担保権の効力について制限しなければ、倒

産法上の公序に反する結果となるような場面も想定されるから、当該時期をもう少

し前に設定すべきものと考えられる。この点については、倒産手続開始申立て後、

あるいは申立てと同時に、保全処分や監督命令が発令され倒産申立ての取下げが制

限される状況に至っていれば、債務者が、倒産法上の規制から容易に抜け出すこと

はできず、債務者の透明性が確保されることから、当該時点をもって担保権の効力

制限ルール適用の開始時点とすることが適当であるものと考えられる。また、当該

ルール適用の開始時点よりも前に、将来債権譲渡担保権が実行されている場合も、

倒産手続開始等の時点以降は、倒産法的公序に基づく担保権の効力制限がなされる

のが適当であると考えられるところ、かかる取扱いについても規定を設けて、規律

を明確化するのが適当である。 

なお、譲渡担保権者が取立権限や弁済充当権を有する類型の債権譲渡担保につい

ては、倒産法の公序に反するとまではいえない類型もあることから、（注）に記載

されているとおり、そのような類型に限って【案 19.1.1】が採用されることもあ

り得ると考えられる。 

 

２ 倒産手続の開始後に取得した動産に対する担保権の効力 

 新たな規定に係る集合動産担保権の設定者について倒産手続が開始された場
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合に、当該担保権の効力が、管財人又は再生債務者を当事者とする契約に基づ

いて倒産手続開始後に取得した動産に及ぶか否かについては次の３案のいずれ

かによるものとする。 

【案 19.2.1】 

倒産手続が開始された後に取得した動産には担保権の効力が及ぶ（注）

が、優先権を行使することができるのは、倒産手続開始時までに取得した

動産の評価額を限度とする（なお、設定者は、担保権の効力が及ぶ動産に

ついて、倒産手続の開始によっては、処分権限を失わない。）。 

【案 19.2.2】 

倒産手続が開始された後に取得した動産であっても、担保権者が担保権

を実行するまで（実行通知が設定者に到達するまで）に取得したものに

は、担保権の効力が及ぶ（注）（なお、設定者は、担保権の効力が及ぶ動

産について、倒産手続の開始によっては、処分権限を失わない。）。 

【案 19.2.3】 

倒産手続開始後に取得した動産には、担保権の効力は及ばない（なお、

設定者は、担保権の効力が及ぶ動産について、倒産手続の開始によって処

分権限を失う。）。 

（注）ここで「担保権の効力が及ぶ」とは、倒産手続が開始した後に取得した動

産の換価価値から担保権者が優先弁済を受けることができるという趣旨であり、

個別の動産が担保権の目的になることを必ずしも意味しない（集合物論を前提と

すれば、倒産手続が開始した後に取得した動産を含む集合物が担保権の目的にな

ると構成される。）。 

【意見】 

 【案 19.2.2】に賛成する。 

 なお、【案 19.2.1】についても、倒産手続開始時までに取得した動産の評価額

をどのように算定するのかという問題はあるものの、設定者が事業継続のための手

元資金を確保することが可能となり最も適当であるとして、これに賛成する意見も

あった。 

【理由】 

集合動産を目的とする担保権については、集合物論により理解するのが一般的で

ある。集合物論を採用する場合には、破産清算の必要性あるいは継続企業価値の観

念的清算の必要性から倒産手続開始決定の効果として集合物の固定化を導く理論

（【案 19.2.3】）が成り立ちうる。 

しかし、倒産手続開始後に取得した動産に対し担保権の効力が及ばないものとす
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る場合には、担保権者保護のバランスから必然的に、倒産手続開始をもって当然に

設定者の通常の営業の範囲内での動産搬出権限が失われるものと取扱わざるを得な

いことになるが、かかる搬出権限の喪失は、現状の再建型倒産実務のニーズに適合

していない。今日の倒産実務においては、担保権者の利益に配慮しつつも、担保権

実行手続中止命令制度の活用により、担保権者に対して担保権の実行を禁止し、設

定者による通常の営業の範囲内での動産の搬出を認めて事業継続を図るアプローチ

がとられているからである。 

以上によれば、集合動産を目的とする担保権についても、倒産手続が開始された

後に取得した動産にも担保権の効力が及び、設定者は担保権の効力の及ぶ動産につ

いて、倒産手続開始によって処分権限を失わないとの考え方を、検討の前提におく

べきである。 

ところで、集合動産については、上記のとおり、集合物論が支持されている背景

から、平時において担保権実行後の新規加入物に担保権の効力は及ばないものと解

されており、倒産手続開始後に担保権が実行された場合も同様に解されるところで

ある。そうすると、集合動産を目的とする担保権について、倒産手続開始後に担保

権が実行された場面にフォーカスして、担保権実行後の新規加入物に担保権の効力

が及ばない旨の規律を敢えて設けることについては、その必要性が高くないように

も思われる。しかし例えば、譲渡担保契約において再度実行を可能とするような条

項が設けられた場合に平時において当然にこれを無効と解することはできないよう

に思われる。倒産手続開始後の担保権実行に関わる規律が設けられると、かかる場

合に平時とは別の取扱いを導く根拠となり得るところであり有用である。また、か

かる規律を設けることにより、倒産手続開始後に取得した動産に対し担保権の効力

が当然に及ばなくなるわけではないことが明確となる以上、今日の倒産実務におい

て採られている、担保権者に対して担保権の実行を禁止し、設定者による通常の営

業の範囲内での動産の搬出を認めて事業継続を図る運用の安定化にも資することに

なる。 

以上を踏まえると、集合動産を目的とする担保権についても、集合債権を目的と

する場合と同様に、倒産手続開始前後に担保権が実行された場合に、その後の特定

範囲への加入物に担保の効力が及ばない旨の規律（【案 19.2.2】）を設けるのが

妥当である。 

 

第 20 担保権の実行がされた担保目的財産に係る費用の負担 

（本項は、前記第 19、１において【案 19.1.1】を採用した場合の試案であ

る。）将来発生する債権を目的とする譲渡担保権が設定されている場合におい
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て、設定者について倒産手続が開始された後に目的債権を発生させる費用

（注）を設定者が支出し、当該担保権の実行が行われたときの規律については

次の２案を引き続き検討する。 

【案 20.1】 

当該担保権が設定された債権のいずれかについて担保権の実行（担保権

者による取立てを含む。）が行われた場合、当該債権の代価又は弁済とし

て受けた金銭等から、担保権者より先に設定者（管財人又は再生債務者）

が当該費用の償還を受けることができる。 

【案 20.2】 

当該目的債権について担保権の実行（担保権者による取立てを含む。）

が行われた場合、当該目的債権の代価又は弁済として受けた金銭等から、

担保権者より先に設定者（管財人又は再生債務者）が当該費用の償還を受

けることができる。 

（注） 目的債権を発生させる費用の内容については、引き続き検討する。 

【意見】 

 反対する。 

【理由】 

第１９．１において【案 19.1.1】を採らないことから、提案自体に反対であ

る。 

仮に【案 19.1.1】を採る場合には、費用償還（担保権者からすれば優先弁済権

の実質的な縮減）は権利調整のために必要な事項である。また、その場合の「目的

債権を発生させる費用」は、設定者の行う事業における実績を踏まえ、合理的な範

囲又は割合を算定するほかないのではないかと思われるが、【案 20.1】は各債権

と費用を紐づけしないもの、【案 20.2】は各債権と費用の紐づけを求めるもので

あるため、いずれを採っても実務上混乱を招くと考えられる。 

 

第 21 否認 

新たな規定に係る集合動産担保権又は集合債権を目的とする譲渡担保権に

おいて、個別の動産や債権が次のような態様で担保権の目的の範囲に加入し

た場合、これを偏頗行為否認の対象とすること（注１）について、引き続き

検討する（注２、３）。 

(1) 通常の事業の範囲を超えるなど、客観的に異常な動産又は債権の担保

権の目的の範囲への加入 
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(2) 専ら担保権者に債権を回収させる目的で行われたなどの設定者の主観

的要件を満たす（注４）動産又は債権の担保権の目的の範囲への加入 

（注１） 偏頗行為否認の対象とするのではなく、実体法上担保権の効力が及ばな

いこととすべきという考え方がある。 

（注２） 偏頗行為否認の対象とする場合に、設定者の支払不能等に関する担保権

者の主観的要件を不要とすべきであるという考え方がある。 

（注３） 加入後に個別動産や個別債権の処分等が行われた場合に、それを否認の

成否において勘案すべきかどうかについて、引き続き検討する。 

（注４） 設定者の主観的要件に加えて、担保権者の主観的事情を要件とすべきで

あるという考え方がある。 

【意見】 

 １ 偏頗行為否認の対象とすること 

   賛成する。 

 ２ 要件を(1)(2)のいずれにするか 

   「(1)または(2)」を要件とすべきである。 

 ３ 設定者の支払不能等に関する担保権者の主観的要件を不要にすべきか 

   不要とすることに賛成する。 

 ４ 加入後に個別動産・債権の処分等が行われた場合、それを否認の成否におい 

て勘案すべきか 

   勘案すべきではない。 

 ５ 設定者の主観的要件に加えて、担保権者の主観的事情を要件とすべきか 

   要件とすべきではない。 

【理由】 

１ 債務者が危機時期に入った後に、設定者が担保権者に債権を回収させる目的

で、あえて合理的な事業活動の範囲を超えて、個別の動産や債権を担保権の目

的に加入させることなども考えられるところであり、このような場合には、一

般債権者の引当てとなるべき財産の負担において特定の債権者が利益を得る結

果となり、不平等が生じうるから、否認の成立を認める必要がある。注１に関

し、実体法上担保権の効力が及ばないとすることでもよい。 

２ 部会資料１７において、(1)と(2)で否認の成否が異なる場面が挙げられてい

るが、いずれの場合も本来であれば担保の目的とはならなかった財産であり、

価値判断として否認の成立を認めるべきであると考えられるし、またそうして

も、担保権者に不測の損害を与えることもない。 

３ 偏頗行為否認の場合、担保権者は弁済または担保の供与の相手方となってい
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て、弁済行為又は担保の供与行為があったことは、行為の時点で担保権者が認

識しているのが通常である。その前提で債務者の支払不能等についての担保権

者の悪意が要件とされているが、新たな規定にかかる担保権の目的物を増大さ

せる行為は、担保権者の知らない間に設定者単独で行うことが可能であり、担

保権者が否認対象行為の存在すら認識していない場合がありうる。それにもか

かわらず債務者が危機時期にあることについての担保権者の悪意を要件とする

ことに合理性があるのか、疑問である。担保目的物を増大させる行為が、弁済

ではなく、担保の新規設定でもなく、目的物の追加にとどまるものであり、支

払不能等の後に問題となることをも考慮すれば、無償行為否認の類型に近いと

整理するのが妥当である。 

担保権者の主観的要件を要求しない場合、担保権者の保護に欠けるのではな

いか、との疑問も生じるところである。しかし、偏頗行為否認において受益者

である債権者の悪意を要件とする趣旨は、債務者の経済状況について善意の債

権者に対する弁済等を保護し、取引の安定性を確保することにあるところ、担

保目的物の増減は設定者の単独行為によって可能であり、担保権者が認識しな

い場合もあることを考えれば、必ずしも取引の安全を考慮する必要はない。担

保権者が期待しているのは通常の取引の範囲内での「自然な」目的物の増減で

あり、それを超えたイレギュラーな増加について担保権者が期待する場面も考

えにくいし、仮に期待したとしても、保護に値するとは言いがたい。客観的に

支払不能の状態にあることは否認の前提とされており、また、担保権者として

も通常の取引の範囲内であれば担保目的物は確保できる建て付けであり、担保

権者の主観を不要としても担保権者に不測の損害を与えるものではない。 

仮にこの否認の成立に主観的要件を必要とするとしても、目的物を増加させ

る行為は、無償行為否認と同類型とまでは言えないとしても、少なくとも非義

務行為には該当するから、破産法１６２条２項に準じ、担保権者の悪意は推定

されるものとすべきである。 

４ 行為後の事情で否認該当行為がそうでなくなるというのは相当ではないし、

一般債権者の引当てが減少していることには変わりがないので、否認の成否に

おいて加入後の目的物の処分等の事情を勘案すべきではない。 

５ 第３項と同様である。 

担保目的物を増加させる行為は担保権者が関与することなく設定者が単独で

行えるものであることからすれば、担保権者の、債務者による目的物の増加行

為の存在についての悪意が要件となれば、多くのケースが否認の対象外となっ

てしまう。 



88 

 

第 22 担保権消滅許可制度の適用 

１ 破産法上の担保権消滅許可制度の適用 

(1) 新たな規定に係る担保権について、破産法上の担保権消滅許可制度

の適用の対象とする。 

(2) 担保権消滅許可の申立てに対する対抗手段としての「担保権の実行

の申立て」（破産法第 187 条第１項）として、私的実行を認めるかど

うかについて、次のいずれかの案によるものとする。 

【案 22.1.2.1】 

対抗手段としての「担保権の実行の申立て」として私的実行を認

め、その帰属清算方式における評価額又は処分清算方式における処分価

額についての要件を課さない。 

【案 22.1.2.2】 

対抗手段としての「担保権の実行の申立て」として私的実行を認め

るが、その帰属清算方式における評価額又は処分清算方式における処分

価額（注１）は、担保権消滅許可申立書に記載された売得金（破産法第

186 条第３項第２号）の額以上である必要があるとする。 

【案 22.1.2.3】 

対抗手段としての「担保権の実行の申立て」として私的実行を認め

ない（担保権者は、競売手続の実行の申立てによるほか、買受けの申出

（破産法第 188 条第１項）により対抗することとする。）（注２）。 

（注１） 帰属清算方式及び処分清算方式のいずれの場合でも、清算金の発生又は

被担保債権の消滅の効果は、担保目的物の客観的な価額を基準として生ず

ることになること等を踏まえ、帰属清算方式における評価額又は処分清算

方式における処分価額を基準とするかどうかについては、引き続き検討す

る。 

（注２） 対抗手段としての「担保権の実行の申立て」として私的実行を認める

が、その帰属清算方式における評価額又は処分清算方式における処分価額

を、担保権消滅許可申立書に記載された売得金の額に５パーセントを加え

た額以上である必要があるとするという考え方がある。 

【意見】 

 (1)について、賛成である。 

(2)以下について、破産債権者の利益と担保権者の利益保障との調整のため、

【（注 2）】の考え方に賛成する。 
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なお、【案 22.1.2.1】は売得金額を下回る評価での私的実行を認めることにな

り、また【案 22.1.2.2】も破産管財人が申し出た売却先により有利な条件で売却

処分等をすることにより破産財団への組み入れを阻止することができてしまい、い

ずれも相当ではないとして、【案 22.1.2.3】に賛成する意見もあった。 

仮に、【案 22.1.2.1】が採用される場合であっても、担保権者の対抗手段とし

ての「担保権の実行の申立て」として私的実行を認める場合に、①集合動産を目的

とする担保権に関する私的実行については、「担保権の実行の申立て」として実行

開始通知がなされたのみでは足りず、担保目的物の占有移転への着手等の一定の行

為を要求すべきである。または、②担保権実行から一定期間が経過する前に占有移

転への着手等の一定の行為がなされない場合には、担保権実行証明文書が提出され

なかったものとみなすものとすべきである。一定期間については、「１か月」とす

るのが妥当である。 

【理由】 

(1)については、新たな規定に係る担保権について、破産法上の担保権消滅許可

制度の適用対象としない理由がない。 

(2)以下については、以下、集合の動産を目的とする譲渡担保の場合を想定す

る。 

１ 【（注２）】を採用すべき理由 

(1)【案 22.1.2.3】の「対抗手段としての『担保権の実行申立て』として私的実

行を認めない」考え方は、担保権消滅許可の申立てに対して担保権の実行によって

対抗できるのは、競売によって適正な価格による担保目的物の売却がなされるため

であるから、適正な価格による取引が保障されない私的実行は、「担保権の実行申

立て」として認めるべきではないとし、担保権者は、買受けの申出（破産法第 188

条第 1 項）により対抗することとする。 

しかし、例えば、動産譲渡担保権であれば、裁判上の手続きによらずに私的実行

できる点がその本質ともいうべきものであるから、対抗手段としての私的実行も認

められるべきである。 

(2)担保権消滅請求の対抗手段を競売手続の実行の申立と買受けの申出のみに制

限し、私的実行を認めないとすることは、担保権者にとって不利益となる。 

対抗手段として私的実行が認められる場合に、「担保権消滅許可の申立てに対抗

するためには担保権者がどのような行為を行っている必要があるのか」について、

部会資料１７において、実行開始通知がされたことを証する書面（具体的には、そ

の通知をした書面及びこれが到達したことを証する書面）を提出することによって

対抗手段とすることが考えられるとされている。 
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一方、買受けの申出（破産法第１８８条第１項）は、売買契約の申込みとされて

おり、担保権消滅請求の申立書が送達された日から 1 か月以内に、買受希望者の氏

名・名称、買受希望者の申出の額などを書面に記載して行わなければならない。 

よって、担保権者が、一定期間をかければより高く売却できる先を見つける見込

みがあるときであっても、すぐに売却できる先を探すか競売を申し立てるほかなく

なってしまい、不利益となる。なお、これに対しては、一定期間をかければより高

く売却できる先を見つける見込みがある担保権者としては、そのことを見越して、

担保権者自身が買受けの申出をして一旦高値で買い受け、時間をかけて第三者に売

却するという選択肢があるから、【案 22.1.2.3】を採用しても担保権者の利益保

護に欠けるところはないとの反論も考えられる。しかし、担保権者によっては、担

保目的物を一時的とはいえ自己の資産に計上することを好まない者（ないし、見込

み違いにより売却損を発生させるリスクを一切許容しない者）も存在するところで

あり、担保権者自身が買受けの申出をする選択肢があるというだけでは保権者の利

益保護に十分ではない。 

(3)以上の理由から、対抗手段として私的実行を認めるべきである。 

【案 22.1.2.3】を採用する理由が、私的実行では適正価格を担保できないこと

にあるならば、私的実行を認めたうえで、評価額又は処分価額において売得金の額

に５％を上乗せする【（注 2）】によるべきである。 

破産法上の担保権消滅制度について、破産債権者の利益の存在、担保権者の利益

保障と調整の中で迅速な換価・破産財団の充実という政策目的が指摘されている

（大コンメンタール７６４頁）ところであり、【（注 2）】のように、競売申立と

買受けの申出以外の対抗手段として、担保権者に私的実行を認めて売却先を探す時

間的猶予を与える代わりに、担保権者が私的実行を行う際にはその価額に制限を設

けて、評価額又は処分価額において売得金の額に 5％を上乗せした額以上とすべき

であるとすることも、破産法の担保権消滅制度の制度設計として合理的である。 

この点、【（注 2）】の留意点としては、担保権者が管財人の見つけた売却先へ

の売却代金額について異議はないが、財団組入額が高すぎるとして、それを争いた

い場合に（管財人が見つけた売却先への売却代金＞担保権者が見つけてきた売却先

への売買代金額＞売買代金額から財団組入額を控除した額）に争う術がない点が挙

げられる。この点を考慮して、「売得金の額に 5％を上乗せする」のではなく、

「売得金から組入額を控除した額」に５%を上乗せした額以上である必要があると

する考え方もありうると考えられる。 

２ 仮に【案 22.1.2.1】が採用される場合に一定の制限を設けるべきこと 

(1)例えば、集合動産譲渡担保の場合に、管財人が、担保権消滅許可請求を行
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い、これに対して、担保権者が私的実行を行い、実行開始通知がなされたが、その

後、なかなか引き上げを行わない場合が考えられる。担保権者が、実行開始通知を

行っただけで、その後目的物の引上げも行うことなく、いつまでも売り先を探し続

け、見つからなければ断念するということが事実上可能となってしまう。 

このような場合、以下のような問題が生じる。 

① 破産手続の遅延を招き、動産管理コストが増加する可能性 

競売による実行の場合であれば、申立てがなされれば一定の手続を経て一定

の期間内に完了することが想定される。 

しかし、私的実行の場合、実行開始通知がされたとしてもいつ担保権者が実

行するかが分からず、これにより、例えば、集合動産を保管している倉庫の賃

料など動産管理コストなどを、破産財団から負担しなければならなくなる。 

② 担保権実行証明文書提出に対する対抗手段が不十分であること 

現行法では、担保権者の競売申立の証明が担保権実行証明文書とされ、それ

が提出された場合、予納金を納付しなければ却下され、担保権実行証明文書が

提出されなかったものとみなされる（破産法 184 条 5 項）。また、担保権実行

証明文書提出により担保権消滅許可請求が不許可となった後に、担保権実行の

申立てが取り下げられ、または（費用を予納せずに）却下された場合には、再

度の担保権消滅許可申立に対しては担保権実行証明文書を対抗手段として提出

できないこととされている（破産法第１８５条第６項）。 

しかし、私的実行の場合は、実行開始通知だけを行い、引上げをしなくて

も、実行が却下される仕組みがないことから、担保権者による担保権消滅許可

請求の妨害が容易にできてしまう。 

他方で実行開始通知のみをして様子をうかがうような担保権者は保護に値し 

ない。 

(2) 部会資料１７の考え方について 

部会資料１７においては、上記 1 に指摘した問題点である、競売と異なり私

的実行においては担保権の実行時期が定まらず、破産手続が遅延し、管理コス

トが増大する可能性があるとの意見に対して、下記のような考え方が示され

た。 
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しかし、部会資料１７の考え方に対しての当会の意見は、次のとおりであ 

る。 

 ① 破産法第１８４条第２項の競売対応は実務的でない。 

  実務的に破産法第１８４条第２項の競売制度は、手続に必要な費用は破産

管財人が予納しなければならず、これは財団債権となるために、破産財団の

負担となる。破産管財人の負担が重く、かつメリットがなく、全く利用され

ていない。動産管理負担コスト回避のために、破産管財人に競売申立てを強

いるのは現実的ではない。 

そもそも、担保権者が実行開始通知を行い、私的実行に着手しているに 

もかかわらず、破産管財人は別途破産法第１８４条第２項に基づく競売申立

てをすることができるのかについては、疑問である。競売申立てができない

というのであれば、部会資料の考え方で問題を解決することはできなくな

る。さらに、仮に、破産管財人が競売申立てをすることが可能であるとした

場合に、担保権者が、先行して着手している私的実行手続についても、当該

競売手続と並行して、進捗させることが可能であるように思われる。もしそ

うであれば、例えば、競売手続における売却期日の直前に、担保権者が私的

実行手続に基づく目的物の引き上げ、換価等が行われるリスクを排除でき

ず、したがって競売手続は空振りで終わってしまうリスクを排除できない。

そのときの競売申立て費用は、担保権者が負担してくれるとは思われず、破

産財団からの無駄な支出となる可能性が高い。 

また、そのようにいつでもキャンセルされうる不安定な競売手続の売却 

もっとも、担保権が別除権とされている以上、担保権者が破産手

続においてどのようなタイミングで担保権の実行を行うかが分か

らないのは、担保権消滅許可の申立てがされた場合に限った問題

ではない。実際に、破産法において、別除権者が担保権の実行を

急がない場合を念頭に、破産管財人は別除権の目的である財産の

換価をすることができ、別除権者はその換価を拒むことができな

いとされている（破産法第 184 条第２項）から、上記のスケ

ジュールの問題をもって、私的実行を担保権消滅許可の申立てに

対する対抗手段としての「担保権の実行の申立て」として認めな

いとしたり、私的実行における「担保権の実行の申立て」に相当

する行為として担保目的物の占有移転への着手等を要求したりす

る必要はないように思われる。 
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期日まで、破産管財人が任意売却先候補をつなぎ止めることができるか（つ

なぎ止めることができないなら、結局私的実行も様子見で推移した場合に、

手続費用が破産財団負担となりかねない）などの諸問題が発生するように思

われる。 

② 目的物が集合動産である場合の特殊性（破産財団からの放棄不可・管理コ

スト過大である。） 

  目的物が不動産の場合は、破産財団からの放棄（破産規則 56 条後段参

照）により管理コストを免れる対応をすることが極めて一般的であるが、在

庫一式の動産の場合にかかる対応が事実上許容されない場面が多い。しか

も、担保目的物が在庫一式の場合に、その管理コストの負担は過大なものに

なりがちである。結局、破産管財人としては、担保権者に任意売却へ協力し

てもらうか目的物を引き上げさせるかのいずれかの対応によらざるを得ない

のが実情である。担保権者にいずれかの対応を促す制度とするのが望まし

い。 

③ 許容性 

 破産管財人の任意売却に協力せず、競売申立ても選択せず、かつ、開始

通知のみをして目的物の引き上げにも着手せずに様子をうかがうような担保

権者を保護すべき合理的理由は見当たらず、そのような場面でむしろ破産管

財人の任意売却を促進することとしたほうが、破産法第１８４条第２項の例

外として任意売却を促進・補完するための制度として設けられた担保権消滅

許可の制度趣旨に適うというべきである。 

④ 担保権消滅許可制度採用の趣旨 

  担保権消滅許可制度採用の趣旨は、破産管財人が別除権者の合意によ 

り、別除権の目的である財産の受戻しをしたうえで任意売却を行い、一定額

を破産財団に組み入れるという運用を促進、補完することにあり、破産法第

１８４条第２項の例外として設けられたものである。これに問題が生じる場

合に、同条同項があるからそれを利用すればよいというのは、担保権消滅許

可制度創設の趣旨に反するものであると思われる。 
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(3) 【案 22.1.2.1】の場合に加えるべき制限の内容 

  担保権者が実行開始通知を送付したのみで、担保権消滅許可請求を妨害

し、いつまでも売り先を探すことができる事態を防ぐため、担保権実行証明

文書提出のみで担保権消滅許可請求を不許可とするのではなく、①集合動産

を目的とする担保権に関する私的実行については、「担保権の実行の申立

て」として実行開始通知がなされたのみでは足りず、担保目的物の占有移転

への着手等の一定の行為を要求すべきである。 

  かかる考え方に代わる方法として、下記の方法も考えられる。 

現行法においても、担保権実行申立が却下や取消しなどされる可能性が 

強いと認められるときは、直ちに（担保権消滅許可請求を）不許可とするこ

となく、しばらく担保権実行手続を見守る運用が行われるべきであるとする

考え方がある（論点解説(上)５６頁服部敬）。 

これと同様に、担保権実行消滅文書提出のみでただちに不許可とすること

なく、手続を留保し、②担保権実行証明文書の提出によって、担保権消滅許

可担保権実行から一定期間が経過する前に占有移転への着手等の一定の行為

がなされない場合には、担保権実行証明文書が提出されなかったものとみな

すものとすべきであるとの考え方もあり得ると考えられる。 

 

２ 民事再生法及び会社更生法上の担保権消滅許可制度の適用 

新たな規定に係る担保権について、民事再生法及び会社更生法上の担保権

消滅許可制度の適用の対象とするものとする。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

現行法上、譲渡担保等の非典型担保も担保権消滅許可制度の対象となると解され

ていることを踏まえた提案であり、賛成である。 

なお、評価方法については、担保権者の把握する価値は債務者の協力なしに実現

「新破産法は、…（売主である管財人、買主及び別除権者の合意により任意売却、売却代

金の別除権者に対する弁済及び担保権の消滅を一括して行い、その際売却代金の一部を破

産財団に組入れて破産債権者に対する配当の原資とするという）運用の定着を踏まえてそ

の運用を促進し、又は補完するために担保権の消滅の制度（186 条~191 条）を採用した。

担保権の消滅の制度は…（184 条）2 項の例外として新たに認められた任意売却の類型であ

る。」（大コンメンタール破産法 744 頁。括弧は追記。） 
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できる価値であるから「早期処分価格」として評価するのが妥当である。 

 

第５章 その他 

第 23 事業担保制度の導入に関する総論的な検討課題 

１ 事業担保制度導入の是非 

事業のために一体として活用される財産全体を包括的に目的財産とする担保

制度（事業担保制度）を設けるか否かについて、引き続き検討する。 

【意見】 

事業担保制度を設けることに賛成する。 

なお、事業担保権は目的財産の範囲が広範であり、その設定から実行に至るまで

の間にさまざまな形で濫用されるおそれがあること、これにより、労働債権者を含

む一般債権者との関係で課題があることなどから、これらの点で、弊害が生じない

ような制度を設けることができるか、導入の要否も含め、具体的な制度設計につい

て、引き続き検討することが必要であるとする意見や、現時点での拙速な導入には

反対するとの意見もあった。 

【理由】 

債権者側の選択肢を増やし、スタートアップを含めた中小企業の資金調達手段の

多様化を図るという観点から、新たな選択肢として事業担保制度を創設することに

賛成する。 

 ただし、後記２で述べるとおり、事業担保権を利用することができる者の範囲 

等は限定すべきである。 

なお、事業担保権を利用することができる者の範囲を金融機関等の適格性を満た

した業者のみに限定したとしても、事業財産を包括的に担保に取るという事業担保

権の性質上、事業担保権の設定により事業担保権設定者の事業活動には一定の制約

が生じ得る。事業担保権の内容次第では、事業担保権者による積極的な事業展開や

既存の事業再生スキームへの障害になるおそれもある（例えば、事業担保権実行前

の段階で、目的財産の処分一般について処分権限が制約されるとする場合には、そ

の制約の内容次第では、新規事業の立ち上げにあたって事業担保権者の同意が必要

となる事態も考えられる。主に金融機関が想定される事業担保権者が、仮にこの同

意の可否について保守的な運用をするとすれば、事業担保権者による積極的な事業

展開（果敢なリスクテイク）が妨げられ、スタートアップを含めた中小企業等の活

性化という趣旨につながらない可能性もある。）。 

また、事業担保権が設定された場合には、他の金融機関等による融資が困難にな

るケースも想定される。現在の金融実務では、通常、一定規模の事業主は複数の金
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融機関から借り入れを行っている。事業主は複数の金融機関と交渉し、金利その他

の諸条件を勘案して取引を行う金融機関を選んで借入れを行うことが可能である。

事業担保権の設定によりかかる金融機関間の競争原理が低下すれば、借入れの可否

や金利その他の借入条件等についての事業主の交渉力が低下し、不利な内容での借

入れに応じざるを得なくなる場合、追加融資を拒否された結果、望まない事業譲渡

に応じざるを得なくなる場合等、事業担保権設定者が不利益を受けるおそれも考え

られる。 

事業担保権の内容については、このような懸念があることも踏まえて、慎重に検

討されたい。 

 

２ 事業担保権を利用することができる者の範囲 

(1) 事業担保権者となり得る者の範囲については、制度の趣旨が適切に発

揮されるためには適切なモニタリングや経営支援の知見等が必要である

ことや、経営への不当な介入を防ぐ観点から、金融機関などに限定する

方向で、その具体的な範囲を更に検討するものとする。 

(2) 事業担保権を設定することができる者については、個人を除外して法

人等に限定する方向で、組合による設定を認めるかなどその具体的な範

囲については、事業担保権の設定を公示する手段の有無にも留意しなが

ら更に検討するものとする（注）。 

（注） 個人事業者がその事業用の財産に事業担保権を設定することも認めるという

考え方がある。 

【意見】 

(1)事業担保権者となり得る者の範囲につき、登録制度等を設けて金融機関その

他の業者のうち適格性を満たした業者のみを対象とする制度とすべきである。 

(2)商業登記簿への登記により事業担保権の対抗要件を具備することを前提に、

事業担保権を設定することができる者を、株式会社その他の商業登記簿において公

示がされる法人に限定すべきである（（注）の考え方には反対する。）。 

【理由】 

(1)事業担保権の内容次第では、反社会的勢力等により会社の乗っ取り等の濫用

的な利用がされる可能性等も考えられるため、不適切な当事者による事業担保権の

利用を排除する観点から、事業担保権者となり得るものの範囲を限定する必要があ

る。 

また、事業担保権の導入の趣旨（スタートアップや事業承継・再生企業等への円

滑な資金供給を促す観点から、事業性に着目した融資実務のあり方も視野に入れつ
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つ、事業全体を担保に金融機関から成長資金等を調達できる制度について検討を行

うこと）からすれば、事業計画等に基づき事業の将来性を理解し（事業価値等を適

切に評価して担保設定し）、事業者の実態を継続的にモニタリングしていく能力を

有する当事者（金融機関等）でなければ当該趣旨に沿った運用は困難だと考えられ

る。 

このような適格性を有する当事者として、金融機関のほか、一部の貸金業者、保

険会社、信用保証協会等が想定されているが、業種により一律に規定するのは適切

ではないと考えられることから、登録制度等を設けて個別に適格性を審査するのが

妥当である。 

(2)個人事業主の場合は、事業用資産（事業のために一体として活用される財産

全体）とその余の資産とを区別するのが困難である。仮に事業用資産以外の資産も

事業用担保の対象に含まれ得ることになると、破綻時の生活再建が阻害されるおそ

れがある。 

事業用資産とその余の資産とを明確に区別し、公示の問題もクリアできるのであ

れば個人事業主を対象にしても問題がないようにも思えるが、そのような区別・公

示が可能かどうかは疑問である。 

個人事業主について事業担保制度を創設するニーズがあるかどうかが不明な中

で、無理に個人事業主を対象にする必要はない。仮に個人事業主が事業担保権を活

用して融資を受ける必要があるのであれば、法人を設立したうえで融資を受ける方

法等、別途対応が可能であり、個人事業主を対象としなくても特段の不利益はない

と思われる。なお、個人事業主と変わらないような法人の場合には、私生活を脅か

す危険があるから、法人の中でもさらに限定が必要であるとの指摘もあった。 

組合についても組合の資産と個人資産とを明確に区別し、公示することができる

かどうかは疑問がある。また、組合についても事業用制度を創設するニーズがある

かどうかは不明であり、無理に対象にする必要はないと思われる。事業担保制度

を、利用されやすいシンプルな制度とする観点からは、まずは商業登記簿において

公示がされる法人に限定して導入すべきだと考えられる。 

(3)なお、金融庁 WG では極度額の設定の要否・可否についても議論されている。

極度額は後順位担保権の設定による追加融資を促進するためには有用であるが、事

業担保権の場合には後順位担保権の設定（他行による追加融資）はあまり想定でき

ないため、極度額の設定を必須とする必要はないと思われる。ただし、任意設定事

項として極度額を設定すること（登記事項とはしない）は認めて良いと思われる。 

(4)また、消費者保護委員会から「債権者が法人から事業担保権の設定を受ける

場合には、個人を保証人とする保証契約をすることについて、保証人となろうとす
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る者が取締役その他の役員であり、又は公証人による保証人の意思確認があるとき

であっても、全て禁止すべきである。」との意見もあった。 

 

３ 事業担保権の対象となる財産の範囲 

(1) 事業担保権は、原則として、のれん、契約上の地位（※）、事実上の

利益などを含む、設定者の有する全ての財産に及ぶものとする。 

(2) 当事者の合意によって一部の財産に事業担保権が及ばないようにする

ことができるかどうかについては、その旨の公示の可否などに留意しつ

つ、更に検討する。 

（注） 労働契約について何らかの特別な考慮が必要であるとの意見がある。 

【意見】 

(1)賛成する。但し、労働契約については、会社分割に伴う労働契約の承継等に

関する法律を参考として、事業担保権の実行時において労働者保護を図る規定を設

けるべきである。 

(2)事業担保権の対象となる財産の範囲は「設定者の有する全ての財産」とすべ

きであり、「当事者の合意によって一部の財産に事業担保権が及ばないようにする

ことができる」制度にすることに反対する。 

【理由】 

(1)事業担保権の実行方法と関連するが、事業担保権の趣旨からすれば、「設定

者の有する全ての財産」を対象とするシンプルな制度とした方が利用されやすいと

思われる。また、のれん、契約上の地位等についても事業担保権実行後に事業を継

続していくには、事業の継続に必要な契約上の地位等を担保権の目的財産に含くめ

る必要がある。なお、労働契約については、労働者保護の観点から、会社分割に伴

う労働契約の承継等に関する法律を参考に事業担保権の実行において労働者保護を

図る規定を設けるべきである。 

(2)かかる当事者の合意が認められるためには、事業担保権の対象となる財産と

それ以外の財産とを区別し、公示することができる必要があるが、そのような区

別・公示が現実的に可能なのかどうかは疑問がある。 

仮に区別・公示が可能だとしても、当事者の合意で特定の財産を事業担保権の対

象から除外できることになってしまうと、事業に必要な財産が事業担保権の対象が

漏れてしまい、事業担保権の実行に支障が生じる事態も考えられる。また、除外す

る財産の範囲によっては「事業」とは評価できない財産だけを対象とする事業用担

保権が設定される事態も考えられる。他にも、例えば、事業用担保権設定時点では

遊休資産だった不動産を対象から除外して事業用担保権を設定した後に、当該不動
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産を工場敷地として事業に利用するようになった場合に、当該不動産が事業用譲渡

担保権の対象外としてしまうと事業担保権の実行に支障が生じる可能性もある。 

このような問題があることを踏まえると、事業担保権の目的財産は「設定者の有

する全ての財産」とするシンプルな制度にすべきである。 

(3)なお、金融審議会ＷＧでは、物上保証の可否、合併・分割の可否、信託契約

による事業担保権の設定の可否についても議論されている。 

１ 物上保証の可否については、前述の事業担保制度の趣旨（事業全体を担保に

金融機関から成長資金等を調達できる制度）からすれば、債務者と担保設定者

は同一であることが前提であり、物上保証は認めるべきではない。ただし、グ

ループ会社全体の財産を担保に取るようなケース（親会社の債務を担保する目

的で親会社とともに子会社が事業担保権を設定するようなケース等）では物上

保証の必要性も考えられる。一定の場合に物上保証を許容するかどうかは慎重

に検討すべきである。 

２ 設定者による合併の可否については、「設定者の全ての財産」を対象とする

観点から、合併後の存続法人が有する全ての財産が事業担保制度の対象となる

場合に限り認めるべきである。なお、消滅法人及び存続法人のいずれもが事業

担保権を設定している場合には事業担保権の競合が生じ得るため、同順位の担

保権者間の利益を調整する規定を設けるべきである。 

設定者による分割の可否については、担保権者保護の観点からは分割後の担

保目的財産は分割法人及び承継法人（又は設立法人）の全ての財産と考えるべ

きであるが、このように考える場合には債務を負わない担保設定者が生じるこ

とになる。前述のとおり物上保証を認めないのであれば、設定者による分割に

ついては、①分割後の担保目的財産は被担保債権を承継した法人の全ての財産

とすること、かつ、②そのように担保目的財産を限定することについて担保権

者の同意を得ることができた場合に限るべきである。 

前記規律に違反する合併・分割が事業担保権設定者によって行われた場合に

は、債権者保護手続を行わずに合併・分割が実行された場合と同様に、合併等

の無効事由となり、事業担保権者は、出訴期間内に合併等の無効の訴えを提起

することで合併等の有効性を争うことができるとすべきである。 

３ 信託契約による事業担保権の設定については、公示方法と併せて慎重に検討

すべきであるが、仮に信託契約による事業担保権の設定を認める場合であって

も、事業担保権の対象となる財産は「設定者の有する全ての財産」とすべきで

ある。 
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第 24 事業担保権の効力 

１ 事業担保権の設定  

事業担保権の設定に当たって必要な手続的要件については、事業担保権の設

定による影響を受け得る者の利害にも配慮しつつ、更に検討を要する 。 

【意見】 

事業担保権の設定契約にあたっては、事業担保権設定者における株主総会の特別

決議を要件とすべきである。 

【理由】 

設定契約にあたって必要な手続的要件は、株主保護の要請と資金調達の迅速性の

要請とのバランス、企業担保権とのバランス、実行時における株主保護の可能性を

踏まえつつ、引き続き検討することが望ましい。但し、設定契約の締結によって実

質的に事業担保権者が担保権設定者に対する支配を確保できてしまうことに鑑みれ

ば、資金調達の迅速性の要請よりも、株主保護の要請に重きを置くべきであり、そ

の観点から、事業担保権の設定契約にあたり、事業担保権設定者における株主総会

決議を要件とすべきである。 

さらに、事業担保権の実行方法としては、事業譲渡の実行が想定されており、後

記第 25・４のとおり、事業担保権の実行に際しては、株主総会決議は不要と考え

る以上、設定契約にあたって必要となる株主総会決議は、特別決議であるべきであ

る。 

 

２ 事業担保権の対抗要件及び他の担保権との優劣関係 

(1) 事業担保権の設定は、商業登記簿に登記しなければ、第三者に対抗す

ることができないものとする。 

(2) 物的に編成された登記登録制度がある個別財産について事業担保権の

効力が及ぶことを第三者に対抗するための要件として、商業登記簿への

登記で足りるものとするか、登記登録をしなければ事業担保権の効力が

及ぶことを第三者に対抗することができないものとするかについて、引

き続き検討する。 

(3) 事業担保権と他の約定担保権との優劣関係については、対抗要件具備

の先後によって定めるものとする。 

(4) 事業担保権と先取特権との優劣関係について、引き続き検討する。 

【意見】 

(1)賛成する。 

(2)物的に編成された登記登録制度がある個別財産について事業担保権の効力が
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及ぶことを第三者に対抗するためには、商業登記簿への登記に加えて、個別に登記

登録が必要になるものとすべきである。 

(3)賛成する。 

(4)動産先取特権、不動産先取特権及び一般の先取特権と分けて検討することが

望ましい。 

まず、事業担保権設定者が有する動産について特別の先取特権を有する者がいる

場合、事業担保権については、第 1 順位の先取特権と同順位と扱うべきである。 

次に、事業担保権設定者が有する不動産について特別の先取特権を有する者がい

る場合、事業担保権を抵当権と同様に扱い、不動産の先取特権との優劣を決定すべ

きである（結果的に、不動産保存及び不動産工事の先取特権は、登記することによ

り、かかる登記よりも前に対抗要件を具備した事業担保権に優先することとなる

（民法３３９条参照）。）。 

一般の先取特権は、一律に事業担保権に劣後するものとするべきである。なお、

共益の費用や未払賃金などの雇用関係によって生じる債権に関する一般の先取特権

については、例外的に事業担保権に優先するとすべきとの意見もあった。 

【理由】 

(1)事業全体に担保権が設定される以上、事業担保権を公示するという観点から

は、商業登記簿への登記を事業担保権の対抗要件とするべきである。 

(2)物的に編成された登記登録制度がある個別財産について、商業登記簿への登

記のみで第三者に対して事業担保権を対抗できるとするならば、従前の取引慣行及

び登記実務に大きな影響を与えることが予想される。この点に関しては、例えば、

不動産取引に際して、単に商業登記簿を確認すれば足りるので、実務に与える影響

は必ずしも甚大ではないという考え方もあり得るが、輾転譲渡の場合を想定する

と、不動産を買い受ける者としては、所有者を遡って事業担保権の有無を確認しな

ければならず、やはり従前の取引慣行及び登記実務に大きな影響を与えることは否

定できない。 

もっとも、商業登記簿への登記に加えて、物的に編成された登記登録制度がある

個別財産については、別途個別に登記登録しなければ事業担保権の効力が及ぶこと

を第三者に対抗できないものとするならば、極めて煩雑になる蓋然性があり、事業

担保権設定者が有する資産の内容によっては、登記費用や登録免許税が膨大になる

可能性がある（この点、事業担保権者がかかる費用を負担するのであれば、そもそ

も事業担保権の利用は進まないことが予想され、また、事業担保権設定者が負担す

るのであれば、成長企業等への融資を想定して検討されている事業担保権の趣旨に

も反するものと考えられる。）。そのため、この場合における登記費用や登録免許
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税については、軽減する方向で併せて検討することが必要になると考えられる。 

この点に関して、「金融審議会 WG」論点 4-1 は、個別の登記登録を不要とする

見解であるため、かかる見解には反対である。 

(3)物権の優劣関係に関する原則的な考え方に沿うものであって、特段違えて考

えるべき必要もないため、事業場担保権と他の約定担保権との優劣関係についても

同様と考えるべきである。 

(4)まず、動産先取特権については、他の担保権との優劣関係において矛盾が生

じないようにするため、また、非占有型の担保権である譲渡担保権についても第 1

順位の担保物権とする見解が有力であることを踏まえ、事業担保権についても第 1

順位の先取特権と同順位と扱うべきである。 

次に、事業担保権は、不動産については、約定担保権である抵当権に近しいこと

から、不動産先取特権との優劣に関しては抵当権と同様に扱うことが望ましいと考

えられる。 

最後に、一般先取特権は、特別の先取特権に劣後することから（民法 329 条 2 項

参照）、事業担保権との関係では一律に劣後すると考えるべきである。 

 

３ 事業担保権の優先弁済権の範囲（一般債権者に対する優先の範囲） 

労働債権や商取引債権は、無担保であっても一定の範囲で事業担保権の被担

保債権に優先することとし、具体的にどのような範囲の債権を優先させるか、

各債権に分配する額をどのように算出するか、優先させる債権への分配額を実

行開始後に随時弁済することができるかなどについて、引き続き検討する。 

【意見】 

実行後の発生した債権については、一律に、事業担保権の被担保債権に優先させ

るべきであり、随時弁済も可能とすべきである。 

実行前に発生した債権のうち、金融債権（及びこれに類する債権）以外の債権に

ついては、事業担保権の被担保債権に優先させるべきである。なお、共益費用、雇

用によって生じた債権、商取引債権についても事業担保権の被担保債権に優先させ

るべきとの意見もあった。 

【理由】 

事業担保権の実行後に発生した債権は、実行から売却までの間、事業の価値を維

持するために必要になるものであり、共益的な性格を有するものである。したがっ

て、一律に、事業担保権の被担保債権に優先させるべきであり（民事再生法１１９

条２号参照）、かつ、随時弁済も可能とすべきである。 

次に、事業担保権が担保価値として把握したのは、その事業が継続的に生み出す
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フリーキャッシュフローであることに鑑みれば、事業担保権の被担保債権の弁済に

充てられる原資はこれを生み出すために必要な費用を控除したものと考えられると

ころ、実行前に発生した債権のうち、事業担保権設定者が事業を行うために負担し

た費用は事業担保権の被担保債権に優先する、換言すれば、金融債権（及びこれに

類する債権）以外の債権は、事業担保権の被担保債権に優先すると考えるべきであ

る。 

これに対して、裁判所や管財人などの実行主体又は事業担保権者の判断により、

優先する債権を決定するという考え方も示されているが、事業担保権者の予見可能

性を害するほか、法的安定性も損なわれる。 

また、債権ごとにそれが事業担保権の被担保債権に優先するかどうかを決めるの

ではなく、事業担保権の目的財産のうち一定割合を一般債権者のための責任財産と

して残しておくという考え方も示されているが、かかる割合の決定方法が問題とな

るほか、責任財産の一定割合を一般債権者のために残すという考え方自体、（現在

担保法の改正について検討しているとしても）従前の民法からすると、あまり馴染

みがないところである。 

以上からすると、実行前に発生した債権のうち、金融債権（及びこれに類する債

権）以外の債権については、事業担保権の被担保債権に優先させるべきである。 

 

４ 事業担保権設定者の処分権限 

事業担保権が実行される前の段階において、事業担保権設定者がどのような

範囲で事業担保権の目的となっている財産を処分することができるかについ

て、①事業担保権の目的である財産の処分一般について何らかの制約を設ける

か、②事業担保権の目的である財産のうち一部について処分権限を制約する

か、③後順位の担保権の設定に制約を設けるかなどの点を引き続き検討する。 

【意見】 

①事業担保権の目的である財産の処分一般については、一定の制約を設けること

が妥当であり、かかる制約については、集合動産譲渡担保と同様に「通常の事

業の範囲内」とすることが考えられる。 

②事業担保権の目的である財産のうち一部についての処分権限を何らか制約する

必要はない。 

③後順位の担保権の設定につき制約を設けるべきではない。 

 なお、②及び③については、事業が継続するために不可欠な財産が処分されれ

ば事業の継続自体が困難になり、担保価値が大きく毀損することになるため、当

事者が合意した財産について、公示の方法について留意しつつ、設定者の処分権



104 

限を他の財産の処分権限と異なるものとする制度を設けることは考えられるとの

意見もあった。 

【理由】 

(1)事業担保権は、事業活動から生まれる将来キャッシュフローを担保とするも

のであるため、設定者が一定の範囲で担保権の及ぶ財産の処分権を有している

ことが前提となっているが、事業担保権も担保権である以上、担保価値を害す

るような処分は認めるべきではない。この点、設定者が事業を継続していく過

程で担保権の効力が及ぶ財産権の入れ替わりが予定されているという点では、

事業担保権と集合動産譲渡担保とで変わることはないことから、集合動産譲渡

担保と同様に、事業担保の目的である財産の処分一般については、「通常の事

業の範囲内」という制約を設けることが考えられる（なお、集合動産譲渡担保

の場合には、「通常の『営業』の範囲内」という要件が一般的であるが、事業

担保権の対象は全事業とすることが相当であり、事業担保権設定者は、株式会

社その他の商業登記簿において公示がされる法人に限定されるべきことからす

れば、事業担保権における制約に関しては、「通常の『事業』の範囲内」とす

ることが妥当である。）。 

ただし、集合動産譲渡担保は個々の財産の価値を把握するものであるのに対

し、事業担保権は事業の価値そのものを担保として把握するものであることか

ら、おのずから「通常の事業（営業）の範囲内」という要件の解釈には違いが

生じることとなる。仮に個別財産の処分が、集合動産譲渡担保の関係で「通常

の営業の範囲」に属さないものであったとしても、当該処分の時点において、

経営判断として不合理でない取引なのであれば、事業担保権との関係では「通

常の事業の範囲」に属すると評価される場合もあると考えられる。 

なお、事業担保権の目的である財産の処分について、「通常の事業の範囲」

という制約を設ける以上、当該範囲を超える取引が行われた場合、取引の相手

方の信頼を保護する必要が生じる。そこで、通常の事業活動の範囲を超えた取

引であることについて善意である第三者には、事業担保権者は取引が無効であ

ることを対抗できないといった規律を併せて設けることが望ましい。 

(2)特定の財産について事業担保権設定者の処分権限を否定する場合、その点を

どのように公示するかが問題となる。また、物権的に処分権限を制約せずと

も、事業担保権者と譲渡担保権設定者との債権的な合意により、さらには、処

分権限に制約を加えたい個別財産について、別途約定担保権を設定し、追及力

を与えることで、十分に目的は実現できると考えられる。 

(3)事業担保権が設定された特定の事業について、担保余剰を構成する個別財産
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が存在する場合、事業担保権設定者として、当該担保余剰を利用し、さらなる

融資を受けられる余地は残しておくべきと考えられることから、後順位の担保

権の設定につき制約を設けるべきではない。 

 

５ 一般債権者が差し押さえた場合の担保権者の保護 

事業担保権が及ぶ個別の財産について設定者の一般債権者が強制執行を申し

立てた場合や、当該財産について抵当権等の担保権を有する担保権者がその実

行を申し立てた場合に、事業担保権者がどのような手段を取り得るかについ

て、引き続き検討する。 

【意見】 

この場合において、事業担保権者としては、第三者異議の訴えを提起することは

できないが、配当要求を行うことができる。ただし、特段の規定を設ける必要はな

い。 

【理由】 

事業担保権は、設定者による事業の運営の過程で担保の目的である総財産の構成

が変動することが予定されているものであるから、民事執行法第３８条第１項にい

う「目的物の譲渡又は引渡しを妨げる権利」には該当しないと考えられる。よっ

て、事業担保権者として、第三者異議の訴えを提起することはできないとすべきで

ある（但し、後記のとおり、配当要求を認めることで、実質的に強制執行を食い止

めることが可能である。）。 

次に、事業担保権が及ぶ個別の財産について抵当権等の担保権を有する担保権者

がその実行を申し立てた場合、事業担保権者（第２４．２(1)で商業登記簿に登記

されていることを前提とする。）としては、かかる担保権実行手続から配当を受け

ることができると考えるべきである。この点、事業担保権は、その実行がされる時

点の総財産から優先弁済を受けるものであり、原則として、実行前の段階で事業の

運営は設定者に委ねられていて、事業担保権者は総財産の構成の変動について原則

として介入することはできないという考え方もあり得るが、事業担保権に後行して

設定された抵当権等が優先することになりかねない。 

もっとも、事業担保権の被担保債権は通常多額であることが多く、一般債権者が

差し押さえた場合や、劣後する担保権者が担保権を実行した場合でも、結局は無剰

余であると判断される場合が多いと考えられる。よって、事業担保権者としては、

配当要求ができると考えられるが、結局は無剰余を理由に取り消される可能性が高

く、敢えて特別な規定を設けなくとも特段の不都合はないと考えられる。 

以上の観点から、「金融審議会ＷＧ」論点 7 の整理には反対である。 
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第２５ 事業担保権の実行 

１ 実行開始決定の効果 

(1) 事業担保権の実行開始決定がされたときは、その目的財産の管理処分

権は裁判所の選任する管財人に専属するものとする。 

(2) 管財人は、善良な管理者の注意をもって、その職務を行わなければな

らないものとする。 

(3) 管財人は、債権者に対し、公平かつ誠実に、上記(1)の権利を行使し、

実行手続を追行する義務を負うものとする。 

(4) 事業担保権の実行開始がされたときは、設定者の個別財産に対する強

制執行、仮差押え、仮処分、事業担保権に劣後する担保権の実行等の手

続は事業担保権の実行手続との関係で失効するものとし、事業担保権に

優先する担保権は、事業担保権の実行手続によらないで行使することが

できるものとする（注）。 

（注） 事業担保権の被担保債権に先立って弁済を受けることができる一般債権に基

づく強制執行及び仮差押えは、失効しないものとする考え方がある。 

【意見】 

(1)～(4)について、賛成する。 

なお、事業担保権の被担保債権に優先する債権に基づく強制執行等も事業担保に

優先する担保権と同様に失効しないものとすべきであるとして、（注）の考え方に

も賛成する意見があった。 

【理由】 

(1)事業継続により、可能な限り高い事業価値を維持しつつ、換価することを目 

指す観点から、裁判所が選任する管財人のもとで手続きを行うべきである。 

 (2)破産管財人等と同様に善管注意義務を課すのが妥当である。 

 (3)事業担保権の実行手続の中で、被担保債権に優先する債権の金額等を調査 

し、随時弁済等を行うのであれば、管財人は、事業担保権者だけでなく、その 

他の債権者に対しても一定の法的義務を負うことになる。その点を明確にする 

観点から公平誠実義務を明記することに賛成する。 

 (4)事業担保権に優先する担保権については、担保権者保護の観点から、事業担 

保権の実行手続によらないで行使することができるようにすべきである。ただ

し、このような制度にした場合には、金融機関が融資するにあたって、個別の

不動産等に事業担保権に優先する根抵当権等を設定したうえで、これに遅れる

事業担保権を別途設定するといった運用がされる可能性があるとに思われる
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が、このような運用が事業担保制度の趣旨に沿うかどうかは検討が必要だと思

われる（このような運用により、金融機関等は、個別の担保権の行使によって

融資金を回収するか、事業担保権を行使することによって融資金を回収するの

かを実行段階に選択可能となる。）。 

 

２ 事業担保権の目的財産の一部に対する実行及び個別財産の換価の可否 

(1) 事業担保権の裁判上の実行手続において、事業担保権の目的財産の一部

のみを対象として実行手続を開始することはできないものとする。 

(2) 管財人が設定者の通常の事業の範囲を超えて個別財産を換価するには、

裁判所の許可を得なければならないものとする。 

【意見】 

(1)賛成する。 

(2)賛成する。 

【理由】 

(1)仮に目的財産の一部のみを対象とした実行を認めた場合、実行手続の対象と

なる財産と対象とならない財産とが生じることになるが、両者を明確に区別

し、公示することは困難であり、取引の安全が害される。第２３、３で述べた

のと同様の考えから、このような実行は認めるべきではない。 

(2)事業担保権の実行は、設定者の事業がその後も継続されることが前提であ

り、事業としての一体性を維持したまま換価処分される必要がある。そこで、

目的財産を個別に関する場合には裁判所の許可を必要とすることで、一定の制

約をかけることに賛成する。 

一方で、事業を継続して事業価値を維持する観点からは、通常の事業の範囲

内においては引き続き迅速かつ円滑に取引を行う必要があるため、通常の事業

の範囲内における換価については裁判所の許可を得ることなく管財人の判断で

処分することができるようにすべきである。 

 

３ 裁判上の実行による事業譲渡における債務の承継の可否 

管財人は、裁判上の実行により事業譲渡をする場合において、事業の買受人

に対し、事業担保権の被担保債務に先立って弁済を受けることができる債務そ

の他のその債務の承継によって債権者間の衡平を害しないと認められる債務を

承継させることができるものとする。 

【意見】 

賛成する。 
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【理由】 

事業譲渡にあたって、一定の債務を買受人に承継させることが望ましい局面も想

定される。「事業担保権の被担保債務に先立って弁済を受けることができる債務そ

の他のその債務の承継によって債権者間の衡平を害しないと認められる債務」に

限って認めるのであれば、債権者間の不公平が生じるおそれも少なく、問題がない

と考えられる。 

 

４ 他の債権者及び株主の保護 

(1) 管財人は、裁判上の実行により事業譲渡をするには、裁判所の許可を得

なければならないものとする。 

(2) 上記(1)の事業譲渡について、会社法上の株主総会の決議による承認を要

しないものとする。 

（注） 会社法上の株主総会の決議による承認に代替する手続の要否及び内容につい

ては、引き続き検討する。 

【意見】 

(1) 賛成する。 

(2) 事業担保権の設定時に、株主総会の特別決議を必要とすることを前提に、賛

成する。 

【理由】 

(1)実行手続きの公正等を担保する観点から裁判所の許可を要するのが妥当であ

る。 

(2)事業担保権の基本的な実行方法は裁判上の実行による事業譲渡であり、設定

時に株主総会決議を要するのであれば、株主保護としてはそれで必要十分であ

り、実行の際に改めて株主総会決議による承認を得る必要はない。なお、代替手

続としては裁判所の許可で足りるとすべきである。 

 

５ 換価 

(1) 事業担保権の目的財産は、代金の支払があった時に買受人に移転するも

のとする。 

(2) 事業担保権の実行としての事業譲渡による許認可等の承継については、

次のいずれかの案によるものとする。 

【案 25.5.2.1】 

上記(1)の場合において、買受人は、その承継に関し他の法令に禁止又
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は制限の定めがあるときを除いて、その事業に関する行政庁の許可、認

可、免許等を承継するものとする。 

【案 25.5.2.2】 

事業担保権の実行としての事業譲渡による許認可等の承継について、

規定を設けないものとする。 

(3) 包括承継などの構成によって、契約上の地位を相手方の承諾なく移転さ

せることができる制度を設けるか否かについて、引き続き検討する。 

【意見】 

(1)賛成する。 

なお、雇用契約上の地位については、当然に移転するという見解、当然の移転す

るものの、会社分割に伴う労働契約の承継等に関する法律上の労働者保護手続と同

様の手続を要求する見解、労働者の同意が必要であるとする見解があった。また、

営業上の秘密、技術上の秘密などのような営業に伴う事実上の利益を事業担保の目

的とする場合には、かかる利益の移転については、その性質上、設定者の任意の協

力が必要であるため、移転方法について引き続き検討が必要であるとの意見があっ

た。 

(2)【案 25.5.2.1】に賛成する。 

なお、事業譲渡の性質が特定承継であることからすれば【案 25.5.2.1】の考え

方には理論的に無理があり、また、各個別法には、事業譲渡について一定の手続を

経ることにより許認可等の承継を認めるもの（例えば、建設業法第１７条 の２第

１項など）や、許認可等の承継について何ら規定がなく事業の買受人が許可を再取

得しなければならないとされているもの（例えば、旅館業、古物営業、宅建業、貸

金業など）があり、これらの個別法について許認可等の承継に関する「禁止又は制

限の定め」があるといえるか否かは一義的に明確であるとはいえず、あえてこのよ

うな規定を設けるべきではないとして、【案 25.5.2.2】に賛成する意見もあっ

た。 

(3)そのような制度を設けることに賛成するが、相手方の利益保護手続も設ける 

べきである。 

【理由】 

(1)代金支払時に目的財産が移転するというのが合理的である（企業担保法第４

４条第１項でも代金支払時に総財産が移転するとされている）。 

(2)許認可等の承継が認められないとすれば、事業担保権の使い勝手が非常に悪

いものになってしまうので、政策的に承継を認めるべきである（企業担保法第

４４条第２項でも原則的に許認可等の承継を認めている）。 
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(3)契約上の地位を相手方の承諾なく移転させることができれば買受人は事業を

スムーズに承継できることになるため、そのような制度を設けることに賛成す

る。もっとも、相手方（特に労働者）を保護する手続は必要である。 

 

６ 被担保債権以外の債権の扱い 

 (1) 実行手続の実施に必要な費用などの一定の債権を共益債権とした上で随 

時弁済することができるものとする（注）。 

(2) 実行手続開始前の原因に基づいて生じた債権の扱いについては、次のい

ずれかの案によるものとする。 

【案 25.6.2.1】 

実行手続開始前の原因に基づいて生じた債権については、実行手続開

始後は、弁済をし、弁済を受け、その他これを消滅させる行為（免除を除

く。）をすることができないものとした上で、実行手続の中でその有無及

び額を調査して確定し、これに対して配当する手続を設けるものとし、た

だし、その債権を早期に弁済することにより実行手続を円滑に進行するこ

とができるとき、又はその債権を早期に弁済しなければ事業の継続に著し

い支障を来すときは、裁判所は、管財人の申立てにより、その弁済をする

ことを許可することができるものとする。 

【案 25.6.2.2】 

実行手続開始前の原因に基づいて生じた債権のうち、事業担保権の被

担保債権に先立って弁済を受けることができる債権は、実行手続によらな

いで、随時弁済するものとし、その余の債権については、【案

25.6.2.1】と同様とする。 

【案 25.6.2.3】 

実行手続開始前の原因に基づいて生じた債権は、実行手続によらない

で、随時弁済するものとし、ただし、設定者に破産手続開始の原因となる

事実が生ずるおそれがあるとき又は設定者が事業の継続に著しい支障を来

すことなく弁済期にある債務を弁済することができないときは、裁判所

は、管財人の申立てにより、決定で、【【案 25.6.2.1】／【案

25.6.2.2】】と同様の扱いに移行させるものとする。 

（注） 共益債権とする債権の具体的な内容については、引き続き検討する。 

【意見】 

(1)賛成する。（注）については各種倒産法の規定を参考にして内容を定めるべ

きである。 
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(2)【案 25.6.2.1】に賛成する。 

  なお、事業担保権の実行手続においては労働債権や租税債権の随時弁済を肯

定する仕組みとして事業の円滑な継続を図ることが適切であるとして、【案

25.6.2.2】に賛成する意見もあった。 

【理由】 

(1)当然のことである。 

(2)各債権者に債務名義を取得することを期待するのは現実的ではなく、適正な

弁済を行うためには債権の調査・確定手続を経ることが望ましい。その一方

で、実行手続の円滑な進行や事業継続のため早期に弁済をする必要が認められ

る一部の債権については、例外的に随時弁済を認めるべきである。 

なお、金融審議会ＷＧでは配当に参加できる債権者を事業担保権者及びそれ

に劣後する担保権者に限定する方向で検討されているが、一般債権者も配当に

参加することを認めるべきである（仮に一般債権者の配当参加を認めないとす

ると、管財人は実行によって残余が生じた場合には当該残余を設定者へ返還す

ることになるが、設定者が当該残余を適切に管理することは実際上期待でき

ず、一般債権者がその権利を実現することは非常に困難になる可能性が高いた

め）。 

 

７ 事業継続による収益の中間的な配当 

管財人は、事業担保権の実行としての事業譲渡がされる前において、事業の

継続によって得られる収益を中間的に配当することができるものとする。 

【意見】 

賛成する。 

なお、制度の具体的内容が明らかでない現時点では賛成できないとの意見もあっ

た。 

【理由】 

収益執行型の実行を認める実益は乏しく、このような配当を認めれば足りるた

め。 

 

８ 事業担保権の裁判外の実行 

事業担保権の実行方法として、事業担保権者が設定者の同意なくその事業を

譲渡することができる裁判外の実行手続を設けないものとする（注）。 

（注） 事業担保権の設定者による事業譲渡にも前記４(2)、５(2)などの裁判上の



112 

実行手続の規律と同様の規律を及ぼすか否かについては、引き続き検討す

る。 

【意見】 

賛成する。（注）には反対する。 

なお、（注）については、上記のような裁判外の実行手続を設けないとしても、

その総財産に事業担保権が設定されている設定者による事業譲渡について、株主総

会決議を要しないとするなど、事業担保権の裁判上の実行手続の規律と同様の規律

を及ぼすことは考えられることから、引き続き検討することに賛成する意見もあっ

た。 

【理由】 

実行手続には利害関係人が多数存在するので、公正中立な立場の者が手続を主宰

することが望ましいため、裁判外の実行手続は設けるべきではない。 

（注）に関しては、迅速な事業譲渡やスムーズな事業承継を実現できることに

なって事業担保権の利用に資するが、裁判所等の関与が無い状態で総会決議を省略

すると株主の権利を不当に害する危険性があるし、許認可制度の潜脱に用いられる

危険性もあるので、反対である。 

 

第２６ 事業担保権の倒産法上の取扱い 

１ 別除権及び更生担保権としての取扱い 

破産手続及び再生手続において、事業担保権を有する者を別除権者として、

更生手続において、事業担保権の被担保債権を有する者を更生担保権者とし

て、それぞれ扱うものとする（注）。 

（注） 事業担保権について、再生手続との関係では、手続外での行使を禁止し、手

続内において目的物の換価及び配当を行うこととするべきという考え方があ

る。この考え方を採る場合においては、配当方法に関してどのような規律を設

けるべきかなどの問題がある。 

【意見】 

本文に賛成する。 

なお、破産管財人が否認権を行使するインセンティブが失われないよう、破産及

び再生の手続においては事業担保権者を別除権者とすることにつき慎重に検討すべ

きとの意見もあった。 

【理由】 

倒産手続における約定担保権の取扱いとの整合性を図ることが望ましい。 

 



113 

２ 担保権実行手続中止命令の適用の有無 

事業担保権を民事再生法等の担保権実行手続中止命令の対象とする（注）。 

（注） 担保権実行手続中止命令の効果については、引き続き検討する。 

【意見】 

担保権実行中止命令の対象とすることについて賛成する。加えて、担保権実行手

続禁止命令・取消命令についても対象とすることで、事業再生の余地を残すべきで

ある。 

【理由】 

事業担保権が付されていたとしても、再生債務者に対して別除権協定を締結する

時間の猶予を与え、再生手続を遂行して事業再生を図る道を開いておくべきであ

る。 

 

３ 倒産手続開始後に生じ、又は取得した財産に対する事業担保権の効力 

倒産手続開始後に生じ、又は取得した財産について、事業担保権の効力が及

ぶものとする（注）。 

（注） 倒産手続開始後に生じ、又は取得した財産についても事業担保権の効力は及

ぶものとしつつ、優先権を行使することができるのは、倒産手続開始時におけ

る担保目的財産の評価額を限度とすべきという考え方がある。 

【意見】 

 賛成である。 

 なお、（注）の考え方については、商取引債権や労働債権と事業担保権との優先

関係の問題とも関連して、引き続き検討が必要であるとの意見もあった。 

【理由】 

 事業担保権の担保の対象は事業であり、継続的な事業価値をもとに担保設定がな

されているといえるから、倒産手続開始後に継続される事業も担保対象とするべき

である。 

 

４ 破産法上の担保権消滅許可制度の適用 

事業担保権について、破産法上の担保権消滅許可制度の適用の対象とする。 

【意見】 

 適用することに賛成である。 

【理由】 

担保権一般を適用対象とする担保権消滅許可制度について、事業用担保権だけを

排除する理由がない。 
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事業担保権に関する担保権消滅許可制度の配当の在り方については、事業担保権

者への配当に当たっては、これに優先する債権の有無及び額を確定させることが必

要となり、事業担保権の実行においては、これらの優先する債権を有する者への配

当も管財人が行うこととされている。 

このことから、配当の主体を裁判所又は管財人のいずれにするにしても、事業担

保権者に優先する債権者への配当にあたり、破産手続における債権調査の結果を活

用することができるようにする制度を設ける必要がある。 

 

５ 民事再生法及び会社更生法上の担保権消滅許可制度の適用 

事業担保権について、民事再生法及び会社更生法上の担保権消滅許可制度の

適用の対象とする。 

【意見】 

賛成する。 

【理由】 

事業担保制度を導入するのであれば、再建型倒産手続において担保権消滅許可制

度の対象とする必要がある。 

民事再生手続において、再生債務者が探索したスポンサー候補に対する事業譲渡

につき事業担保権者が承諾しない場合、担保権消滅許可制度を活用することが想定

される。また、再生債務者が自主再建を目指す場合は、事業担保権の対象である

「事業」の価額に相当する金銭を一括納付することが困難なので分割納付を認める

必要性がある。 

会社更生手続において、事業担保権は、更生担保権であり、実行が許されず更生

計画に定めによって消滅させることになるので、担保権消滅許可制度が機能するの

は、更生計画外で、事業の一部を譲渡する場合であると解される。 

 

６ ＤＩＰファイナンスに係る債権を優先させる制度 

事業担保権の設定者について倒産手続が開始された場合に、いわゆるＤＩＰ  

ファイナンスに係る債権を事業担保権の被担保債権に優先させる制度（ＤＩＰ

ファイナンスに係る債権を被担保債権とする担保権を事業担保権に優先させる

制度を含む。）設けるかどうかについて、引き続き検討する。 

【意見】 

 賛成する。 

【理由】 

事業担保権が設定された場合には、一般的に債務者（設定者）は窮境時の担保余
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力に乏しい状態であることが多いと考えられ、そうである以上、債務者への融資の

手段を確保する見地からは、かかる制度も積極的に検討されるべきである。 

なお、新たな制度として創設し実際に機能させるのであれば、既存の事業担保権

者の同意を得ることとする（当事者間の合意に委ねるとするもの。部会資料１８の

説明）だけでは不十分であって、例えば、「事業の継続に欠くことができない行為

（借入れ）をする場合」（民再１２０条１項、会更１２８条２項）などといった要

件を設定した上で、裁判所が要件該当性を判断する仕組みとすることも検討される

べきである。 

 

第 27 動産及び債権以外の財産権を目的とする担保  

動産及び債権以外の財産権を目的とする新たな規定に係る担保権について規定

を設ける か、動産や債権を目的とする新たな規定に係る担保権に関する規定と共

通する規定としてどのようなものがあるか、どのような範囲で独自の規定を設ける

かについては、個々の財産権の性質等も考慮しつつ、引き続き検討する。 

【意見】  

動産及び債権以外の財産権を目的とする新たな規定に係る担保権について規定を

設けるべきである。「果実に対する担保権の効力」、「被担保債権の範囲」、「使

用収益以外の設定者の権限」、「担保権者の権限」、「物上代位」及び「根担保

権」については、動産及び債権以外の財産を目的とする新たな規定に係る担保権に

も適用されると考えるべきである。 

【理由】  

現に株式などについて譲渡担保権が設定されている実務に鑑みれば、動産及び債

権以外の財産権を目的とする新たな規定に係る担保権について規定を設けることが

望ましい。 

動産及び債権を目的とする新たな規定に係る担保権と、動産及び債権以外の財産

権を目的とする新たな規定に係る担保権とで、少なくとも、「果実に対する担保権

の効力」、「被担保債権の範囲」、「使用収益以外の設定者の権限」、「担保権者

の権限」、「物上代位」及び「根担保権」については、異なる規定を設けるべき理

由はなく、むしろ共通して適用可能と思料されるため、当該各規定については、動

産及び債権以外の財産を目的とする新たな規定に係る担保権にも適用されると考え

るべきである。 

ただし、一口に「動産及び債権を目的とする新たな規定に係る担保権」とはいっ

ても、様々な種類・性質のものがあるため、全てを一律に、又は個別具体的にカ

バーする規定を設けることは困難とも思料され、現行の権利質と同じように、その
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性質に反しない限りにおいて、動産及び債権以外の財産権を目的とする新たな規定

に係る担保権に関する規定を準用するという対応が現実的である。 

 

第 28 ファイナンス・リース 

１ ファイナンス・リースに関する規定の要否及び在り方 

次のような特徴を有する契約において利用権を設定した者が有する権利を担

保権として取り扱うものとする規定を設けることの要否、その具体的な要件や

方式について、引き続き検討する（注）。 

① 利用権設定者が利用権者に対し、目的物の使用収益を認容するものであ

ること   

② 利用権者が利用期間に利用権設定者に対して支払う利用料の額が、目的

物の取得の対価、金利その他の経費等相当額を基に算出されていること 

③ 利用権者による目的財産の使用及び収益の有無及び可否にかかわらず利

用料債権が発生すること 

（注） いわゆるフルペイアウト方式によるファイナンス・リースについては金融の

目的であるとみなすとの考え方もあり得るが、厳密な定義が可能か否かも含め

て、検討する。 

【意見】  

 １ 規定を設けることについて賛成する。 

２ 担保の性質（質権なのか、独自の担保権なのか）については、リース物件に

対する利用権を担保の目的とする質権とすべきである。 

【理由】 

 １ 規定を設けることの要否について 

ファイナンス・リース契約が実務において広く使われており、民法において

定義規定を設けて明確化することが望ましい。 

倒産手続においては、ファイナンス・リースを担保として取り扱う実務がお

よそ定着しているとされるため、規定を設けてファイナンス・リースについて

担保権に関する規律が及ぶことを明確化すべきである。 

なお、会員からは、規定を設ける場合、担保権実行時に余剰金が生じたとき

のその帰属先についても検討すべきであるとの意見があった。 

２ 担保の性質について 

リース料金が支払い終わっても所有権が移転しないものと実務上考えられて

おり、所有権留保と捉えることはできない。 

質権として性質決定しても特段の支障はなく、独自の担保権とまでする必要
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がない。 

 

２ 対抗要件  

利用権設定者は、特段の要件なく、利用権に設定した担保権を第三者に対

抗することができるものとする方向で、引き続き検討する。 

【意見】  

 対抗要件を不要とする特則を設けるべきである。 

【理由】  

１において利用権を担保の目的とする質権と捉える考え方からすると、担保権の

対抗要件として第三債務者に対する通知又は承諾が必要となるが、ファイナンス・

リースにおいてはリース貸主が第三債務者となるため、自身に対して通知を行うこ

とは無意味である。 

ファイナンス・リースは、リース貸主が所有権を留保した上でリース借主に物件

を利用させるという点で所有権留保に類似する。所有権留保について留保売主がそ

の権利を特段の対抗要件なく第三者に対抗することができるとするのであれば、こ

れと整合的な規律内容とする必要がある。 

 

３ 実行方法  

(1) 利用権に設定した担保権の実行方法（注）として帰属清算方式による私

的実行を認め、この方法による場合の実行方法は、利用権設定者は利用権

者に対して利用権を消滅させる旨の意思表示をしなければならないものと

するほか、新たな規定に係る動産担保権の帰属清算方式による実行と同様

とする。 

(2) 利用権に設定した担保権の実行方法（注）として処分清算方式による私

的実行を認め、この方法による場合の実行方法は、新たな規定に係る動産

担保権の処分清算方式による実行と同様とする。 

（注） 利用権設定契約の債務不履行解除を別途認めることとするか、認めた場合の

解除の法的効果をどのようにするかについて、引き続き検討する。 

【意見】  

 (1)(2)ともに賛成する。 

※について、解除を認めず、担保権実行に一本化すべきである。 

【理由】  

 ファイナンス・リースは所有権留保と類似するので、所有権留保の実行方法と整

合的な規律内容とする必要がある。 
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利用権設定契約の解除を認めると、①清算義務や②担保権実行手続中止命令等の

対象となるのを回避することができることとなるので、担保権実行のみを認めるべ

きである。 

 

４ 倒産法上の取扱い  

(1) 利用権設定者を、破産手続及び再生手続における別除権者（破産法第

２条第 10 項、民事再生法第 5 条）として、更生手続における更生担保権

者（会社更生法第２条第 11 項）として、それぞれ扱うものとする。 

(2) ア 利用権に設定した担保権の実行手続を民事再生法上の担保権実行

手続中止命令（同法第 31 条）の対象とする。  

イ 現行の担保権実行手続中止命令（民事再生法第 31 条）に加えて、

担保権の実行手続 の開始前に発令されるものとして、担保権実行

手続禁止命令の規定を設け、利用権設 定型担保権の実行手続をそ

の対象とする。  

(3) 利用権者についての倒産手続開始の申立てによって利用権者が利用権

を喪失するという効果をもたらす特約の有効性については、私的実行が

可能な他の担保権に関する規定 と同様の規定を設けるものとする。 

(4) 利用権設定型担保権を、破産法、民事再生法及び会社更生法上の担保

権消滅許可制度の適用の対象とする。 

【意見】  

 いずれも賛成する。 

【理由】 

 ファイナンス・リースについて、他の利用権設定型担保権と扱いを異にする理由

はない。 

 

第 29 普通預金を目的とする担保  

１ 普通預金を目的とする担保権設定及び対抗要件具備  

(1) 普通預金を目的とする担保権（注）について、以下の規定を設けるか

どうかについて 引き続き検討する。 

ア 普通預金債権を目的とする担保権の設定がされた場合における当該

担保権の効力は、設定後の預金口座への入金部分に及ぶ旨の規定  

イ 普通預金債権を目的とする担保権の設定について対抗要件が具備さ

れた場合には、対抗要件具備後の預金口座への入金部分についても第
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三者に対抗することができる旨の規定 

(2) 普通預金債権を目的とする担保権の設定の有効要件又は対抗要件とし

て、普通預金口座に対する担保権者の支配（コントロール）等の要件を

必要とするかどうかについては、特段の規定を置かないこととする。 

(3) 上記(1)の規定を設ける場合には、設定者が法人であるときに限って普

通預金債権を目的とする担保権を設定することができるとする等、普通

預金債権を目的とする担保権を設定することができる場合を限定するこ

とについて、引き続き検討する。 

（注） 規定を設ける場合における担保権の種類については、引き続き検討する。  

【意見】  

(1)は、普通預金担保の有効要件として支配（コントロール）等の要件を設け

ることを条件として、賛成する。 

 (2)は反対する。「消極的コントロール」の考え方に立って支配（コントロー

ル）等の要件を設けるべきである。 

 (3)は、法人に限定することに反対する。 

（注）は、金融機関に受け入れられやすく混同の問題も生じ得ない「質権」とす

ることに賛成する。 

【理由】 

(1)現在の金融実務上、普通預金担保が徴求されるのはプロジェクト・ファイナ

ンス等の一定の取引においてであり、融資一般において普通預金担保の設定が広く

行われているわけではない。普通預金担保を明文化するとしても、仮に、プロジェ

クト・ファイナンス等の普通預金担保の合理的な必要性がある事案だけでなく、通

常の融資取引についても一般的に自行預金に普通預金担保を設定する運用がなされ

る場合には、金融機関が運転資金を含む全ての財産を担保取得してしまい、それに

より取引債権者が害されたり、事業再生等に支障が生じたりするおそれも考えられ

る。 

この点、現在行われている普通預金担保（自行預金担保）は、平時において、設

定者による預金の払戻しに一定の制限を加えているものが多い。例えば、シップ

ファイナンスでは、傭船料の振込先口座を金融機関が指定し、当該普通預金口座に

質権設定（自行預金担保）したうえで、設定契約書で修繕費用等に充てるための一

定額以下の金額についてのみ払戻しを認める旨予め合意するケースがある。また、

シンジケート・ローンでは、運転資金口座（普通預金）に共同で預金担保を設定

し、原則として自由な払戻しを禁止しつつ、賃料等の一定の支払いについてのみ事

前の包括同意により払戻しを認めるケース等がある。いずれも金融機関が預金に対
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して「消極的コントロール」を及ぼしているケースである。 

そこで、普通預金担保の濫用を防止する観点から、「消極的コントロール」の考

え方に立って支配（コントロール）等の要件を設けることを条件に、普通預金担保

の明文化に賛成する。 

(2)「消極的コントロール」の考え方に立って支払（コントロール）等の要件を

設けるべきであることは、前記⑴で述べたとおりである。なお、現状では、支配

（コントロール）等の要件の要否等について十分な議論がされているとは言い難い

ことから、その内容については慎重に検討すべきである。(3)前提として、現行法

の解釈上は、個人口座であっても普通預金担保を設定することができると考えられ

るため、明文でそれを禁止するのであれば、合理的な理由が必要である。 

個人の生活口座等に普通預金担保が設定される等により生活再建等が阻害される

事態は避けなければならないが、それを防止する方法として、必ずしも明文で法人

口座に限定する必要はないと思われる。現行法上、預貯金債権については譲渡制限

特約の効力を悪意重過失の第三者に対抗することができるため（民法４６６条の５

第１項）、普通預金担保の設定にあたって第三債務者である金融機関の同意が必要

とされている。生活口座への担保設定等の問題については、この金融機関による同

意の実務運用において、監督指針や全銀協申合せ等のソフトローで規律することで

対応可能だと考えられる。 

なお、普通預金債権（将来債権）譲渡（担保設定）の対抗要件具備後に口座開設

された場合には譲渡制限特約（民法４６６条の５第１項）の効力を譲受人（預金担

保権者）に対抗できないのではないかとの指摘もあるが、一般に金融機関は、普通

預金の質入れ等を禁止し、これに違反した場合には解約することができる旨の預金

規定を設けていることから、万一、このような事態が発生した場合には預金解約で

対応することになる。 

また、普通預金担保の明文化の前提として、現在自行預金を中心に行われている

普通預金に対する質権設定の実務に影響が生じないようにする必要がある。普通預

金担保が想定される局面は、基本的にプロジェクト・ファイナンス等の大規模な案

件であり、設定者が法人であることが多いと思われるが、個人事業主に対して設定

を求めるケースが全く無いかどうかは確認が必要だと思われる。ちなみに、事業用

の預金口座については、各金融機関は一般的な個人口座とは異なり、法人顧客と同

じ枠組みで管理しているケースもあり（例えば、インターネットバンキングが法人

用の契約になる等）、事業用の口座については担保設定を認めても支障が生じない

のではないかと思われる。 
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２ 普通預金を目的とする担保権の実行  

普通預金債権を目的とする担保権の設定にかかわらず、預金開設銀行は、

差押えがあるまでは、設定者による預金の払戻しに応ずることができる旨の

規定を設けるかどうかについて、引き続き検討する。 

【意見】  

 当該規定を設けることに賛成する。ただし、前記１で述べたとおり、消極的コン

トロールの考え方に立って支配（コントロール）等の要件を設けるべきであるとい

う立場から、免責の範囲は、設定契約によって設定者に認められた払戻可能金額の

範囲内に限られるべきである。 

【理由】  

自行預金担保以外（他行預金担保）にも普通預金担保の利用場面を広げていくの

であれば、預金開設銀行のリスク軽減に配慮する必要がある。 

なお、当該条項を設けることで差押え前の他行預金担保の効力が弱まるおそれが

あるものの、他行預金担保を広げていくためにはやむを得ないと思われる。 

 

３ 普通預金を目的とする担保権の倒産手続における取扱い  

(1) 普通預金債権を目的とする担保権について、預金残高の増加を否認の

対象とするかどうかについて引き続き検討する。  

(2) 普通預金債権を目的とする担保権の、倒産手続開始後の預金口座への

入金部分に対する効力について引き続き検討する。   

【意見】  

(1)は、否認に関する規定の特則を設けて、預金残高の増加を否認の対象とする

ことに賛成する。 

(2)は、第１９、１「倒産手続の開始後に生じた債権に対する担保権の効力」及

び第２１「否認権」の改正内容によるが、基本的には普通預金担保に特有の規定を

設ける必要はない。 

【理由】  

(1)預金残高の増加を否認権の対象としない場合、質権設定口座に入金すること

により危機時期における偏頗的な担保設定を実現できてしまうことになり、明らか

に不当である。将来債権譲渡担保（第２１ 否認）と同様に考えて偏頗行為否認の

対象とする考えに賛成する。 

普通預金口座の流動性という法的性質に反するという点については、現行法でも

危機時期以降の入金部分について相殺禁止（破産法等）が適用されているほか、預

金債権の一部の差押えも行われている。預金の一部について否認を認める場合もこ



122 

れと同様であり、必ずしも普通預金口座の流動性という法的性質に反するとは言え

ないと考えられる。 

(2)第１９、１「倒産手続の開始後に生じた債権に対する担保権の効力」及び第

２１「否認」でどのような規律が設けられるかにもよるが、基本的に前記(1)によ

る対応（否認権の行使）及び将来債権譲渡担保に関する規律（第１９、１）と同様

の規律を及ぼすことで足り、普通預金担保に特有の規律（特則）を設ける必要はな

いと思われる。 

例えば、プロジェクト・ファイナンスであれば、自行預金に普通預金担保を設定

している金融機関は当該預金口座に入金される売掛債権等についても集合債権譲渡

担保を設定していることが多いと思われるが、仮に第１９、１について【案

19.1.3】を採用し、普通預金担保についてはその特則として【案 19.1.4】を採用

した場合、集合債権譲渡担保の対象となる売掛債権等が倒産手続開始後かつ担保権

の実行通知までに普通預金担保の対象口座に入金された場合に当該入金部分に担保

の効力が及ばないということになるが、それは適当ではない。 

普通預金担保に特有の規律を設けるかどうかは第１９、１及び第２１でどのよう

な規律が設けられるかを踏まえて検討すべきである。 

 

第 30 証券口座を目的とする担保  

証券口座の担保化について、特段の規定を置かないものとする。 

【意見】  

 賛成する。 

【理由】  

証券口座の担保化の前提にある「預金口座」を担保の目的とする考え方には難点

があるほか、「支配」という考え方は、現在の日本民法において馴染みのあるもの

ではない。また、証券口座の担保化について、実務上の必要性が叫ばれている状況

にもない。 

 

以上 


